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Ⅰ はじめに 

 

 １ 策定の趣旨 

 

  本市は、平成２４年４月１日に政令指定都市に移行し、拡大された権限や

財源を最大限にいかして、本市の魅力を国内外へ広く発信し、地場産業の振

興や企業誘致、雇用の創出などにつなげています。また、区役所を中心とし

て安全・安心な自主自立の地域づくりなどに積極的に取り組んでいます。 

 

  この計画は、政令指定都市として５年目を迎える本市が将来に向け、さら

に大きく飛躍していくため、市民と行政が、それぞれの役割と責任を担い、

地域に根ざした課題を解決しながら、新しい魅力と活力に満ちた熊本づくり

に取り組む、そのための基本指針として策定するものです。 

 

 

 

 

 

  

基本構想 
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 ２ 魅力と課題 

  (1) 本市の魅力 

   ① 「豊かな自然と伝統ある歴史文化」 

    本市は、まちの中心部にそびえる勇壮な熊本城、清らかな地下水と豊

かな緑、良質な農水産物など歴史文化と自然の恵みにあふれたまちです。 

    特に、阿蘇西麓で育まれた地下水で上水道の全てを賄っており、この

良質な地下水を保存するための取組は、国際的にも高い評価を得ている

「日本一の地下水都市」です。 

 

   ② 「九州の中核をなす拠点都市」 

    本市は、古くから九州各地を結ぶ交通の結節点として発展し、城下町

として栄え、戦前は国の出先機関が集積するなど九州の中核をなす拠点

都市として発展してきました。 

    また、医療機関や高等教育機関、商業施設が高度に集積するなど都市

機能が充実した都市でもあります。 

    現在においても、九州各県へ通じる高速道路や一般道、九州新幹線な

どの広域交通の要衝であるとともに、県都として熊本都市圏や熊本県全

体の発展のけん引役を果たしています。また、九州の中核をなす政令指

定都市であり、九州各拠点都市をつなぐ連携の要として重要な役割を担

っています。 

 

   ③ 「活発な地域コミュニティ」 

本市は、政令指定都市の中でも、町内自治会加入率は非常に高く、地

域のつながりも保たれています。それぞれの地域では、住民によるコミ

ュニティ活動や校区単位の健康づくり活動、災害時のボランティア活動

が行われるなど高い地域力が発揮されています。また、環境保全や国際

協力など様々な分野での市民公益活動も盛んです。 

 

  (2) まちづくりの課題 

   ① 人口減少・超高齢社会への対応 

    ２００８年に始まったわが国の人口減少は、今後、急速に進むと予測

されています。高齢化率も現在、既に２５％を超えており、２０５０年

には３５％を超えると予測されています。 

    本市においては、人口は微増傾向にあり、また、高齢化率も全国平均

より若干低い約２３％となっていますが、数年後には人口減少に転じ、

高齢化率も３３％超まで伸びていくと予測されています。 
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    このまま推移すれば、老年人口の増加による社会保障費の増大、生産

年齢人口の減少や個人消費の低迷等による経済の停滞など、様々な影響

が危惧されます。 

    将来にわたって活力ある社会を維持していくためには、効果的な少子

化対策を講じ出生率を向上させていくとともに、新たな魅力やにぎわい

の創出により経済を活性化させ、雇用を創出することで人口流出を抑制

していくことが必要です。 

 

   ② 日常生活に必要なサービスの確保 

    本市においては、他の同規模の都市に比べコンパクトに都市が形成さ

れています。 

    しかし、今後到来する人口減少により、市街地の人口密度が低くなり、

地域によっては、商業や公共交通など日常生活に必要なサービスの維持

が困難となることが予想されます。 

    将来においても暮らしやすい都市を実現するためには、中心市街地と

日常生活に必要な機能が整う地域拠点に都市機能を維持・確保し、それ

らを利便性の高い公共交通で結ぶ｢多核連携都市｣を形成していく必要が

あります。 

 

   ③ 地域コミュニティの維持 
    近年、わが国では、急速な少子高齢化や単身世帯の増加、生活スタイ

ルの変化などにより、地域における人と人とのつながりが希薄になりつ

つあります。このままでは、これまで地域コミュニティが担ってきた子

育て・防犯・防災等の相互扶助機能の低下や、担い手減少による地域文

化の衰退など様々な問題が懸念されます。 

    本市においても、活発なコミュニティ活動が行われているものの、高

齢化による後継者不足や各団体間の連携不足などの問題も顕在化してき

ているため、これまでの地域活動のあり方を見直し、地域コミュニティ

を維持していく必要があります。 
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Ⅱ まちづくりの基本理念 

 

  まちづくりの原点は、「地域｣、そして、そこに暮らす｢市民｣です。 

 

  本市は、歴史や自然に恵まれ、古くから九州の中核をなす拠点都市として

発展しており、豊かな自然環境と都市の利便性とが調和した、大変暮らしや

すい都市です。 

  この伝統あるまちを先人たちから受け継いだ私たちは、まちの魅力をさら

に磨き上げ、次の世代へ引き継いでいかなければなりません。 

 

  特に、「心の豊かさ」を重視する今の時代にあっては、家族や地域とのつな

がりが強いほど生活の満足度が高くなる傾向があります。そこで、市民が豊

かな生活を送るためには、生活の基盤となる地域において地域主体のまちづ

くりを進め、コミュニティを維持し、安心して暮らせる住みやすい地域を築

くことが必要です。 

 

  そのために、市民は、今以上に地域に目を向け、自らが主体となって、地

域の中でつながり、互いに支え合い、楽しみながら地域が有する資源や特色

をいかした自主自立のまちづくりに取り組みます。 

  そして、行政は、積極的に、市民の中に飛び込んで、地域の課題や市民の

意見、要望などを的確に把握し、市民とともに解決を図っていきます。 

 

  このように、まちづくりの主役である市民と行政がそれぞれ果たすべき責

任や役割を分担し、互いに補完し、連携しながら、自信と誇りを持って次の

世代に引き継げるようなまちづくりに取り組んでいきます。 
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Ⅲ めざすまちの姿 

 

  豊かな自然と歴史・文化に恵まれ、あたたかいふれあいに満ちた地域の中

で、お互いに支え合いながら心豊かで幸せな暮らしが営まれているまち。 

そして、市民一人ひとりが、自分たちが暮らすまちに誇りを持ち、夢や希望

を抱いて、いきいきと多様な生活を楽しんでいるまち。 

  そのような、市民が住み続けたい、だれもが住んでみたくなる、訪れたく

なるまち、「上質な生活都市」を、私たちは目指します。 
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Ⅳ まちづくりの重点的取組 

 

 めざすまちの姿を実現するための目標を市民と行政で共有し、市民と共に

次の項目に優先的に取り組みます。 
 

 １ 安心して暮らせるまちづくり 

  (1) だれもが安心して子育てできる環境を整えます。 

    少子化の時代にあって、都市の活力を持続的に維持し、活性化してい

くため、未来を担う子どもたちを安心して産み育てることができる子育

て環境や、社会を生き抜く力を育む教育環境、生活環境の整備を進めま

す。 

    そこで、子育て家庭に対する支援や、地域の実情に応じた保育サービ

スの充実、仕事と子育ての両立の支援、さらには、小中学校等における

教育環境や教育の質の向上など、社会全体で子どもたちの健やかな成長

を支援します。 

 

  (2) 「おたがいさま」で支え合う地域コミュニティを形成します。 

    だれもが、住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるよう

に、地域コミュニティを維持します。そして、多様な世代が地域の中で

一緒に暮らし、地域活動や子育て支援にも参画し、生きがいをもって暮

らすことができる地域社会をつくります。 

    そこで、高齢者の社会参画や校区自治協議会を中心とした地域活動に

対する支援の充実、見守りが必要な子どもや高齢者のための地域包括ケ

アシステムの構築など、地域住民がお互いに支え合う絆づくりに取り組

みます。 

 

 

 ２ ずっと住みたいまちづくり 

  (1) だれもが移動しやすく暮らしやすい都市をつくります。 

    本市は、利便性の高い公共交通沿線に人口の約半数が住み、商業施設

や医療機関などの都市機能が充実した、暮らしやすい都市です。 

    超高齢社会や本格的な人口減少社会を迎える中で、都市機能の維持と

市民生活の利便性を確保するため、この特性を維持していきます。 

    そこで、高度な都市機能が集積した中心市街地と日常生活に必要なサ

ービスが整う地域拠点を利便性の高い公共交通などで結ぶ多核連携都市

の形成を促進していきます。 
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  (2) 雇用機会を創出し、熊本に住み、働ける環境を整備します。 

    本市においては、２０代、３０代の若者が働く場を求めて市外に転出

する例が多くなっています。これを抑制するとともに、子育て世代や第

２の人生を歩む世代などを本市に呼び込み、多くの人に本市に住み続け

てもらうため、安心して働ける場づくりを進めます。 

    そこで、企業誘致の推進や産業人材の育成を図るとともに、成長産業

や農水産業の振興、経営支援や創業支援、中小企業支援、商業・サービ

ス業の活性化など地場産業を振興し、雇用の場の拡大に取り組みます。 

 

 

 ３ 訪れてみたいまちづくり 

  (1) 伝統文化とエンターテインメントが共鳴するにぎわいを生み出しま 

す。 

    九州中央に位置する拠点性をいかしながら、交流人口の増加を図るた

め、地域経済の活性化や雇用の創出はもとより、中心市街地のにぎわい

づくりなど、都市全体の魅力を向上させ、その魅力を積極的に発信しま

す。 

    そこで、（仮称）熊本城ホールの整備や熊本駅前の再整備などにより、

中心市街地の求心力を高め、本市の歴史や伝統文化を継承・発展させる

とともに、芸術・文化・スポーツなどのエンターテインメント機能を充

実することによって、国内外からの観光客をはじめ、多くの人が集う九

州中央の交流とにぎわいの拠点づくりに取り組みます。 

 

  (2) 自然と共生する恵み豊かな熊本を発信します。 

    人口５０万人以上の都市で水道水源を１００％地下水で賄っている都

市は、日本で唯一、本市だけであり、世界的に見ても稀少です。また、

本市は、明治の文豪夏目漱石が「森の都」と称した緑豊かな都市であり、

この恵まれた自然のもと、安全でおいしい農水産物が生産されています。 

    そこで、これらの自然環境や資源を将来にわたって大切に保全し、豊

かな自然の恵みあふれる「水の都」、「森の都」をストーリー性をもって

整備するとともに、農水産物をはじめとした、熊本の豊かな恵みを広く

発信していきます。 
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Ⅴ 分野別施策の基本方針 

 

 次に掲げる基本方針に基づき、それぞれの分野で、めざすまちの姿の実現

に向けた施策を推進します。 

 

 １ 互いに認め支え合い、だれもが平等に参画できる社会の実現 

   人権問題の解消に向け、国籍、性別、年齢、障がい、出身地等にかかわ

らず全ての人が平等に社会に参加できるよう、人権教育・啓発を推進し、

市民の人権意識を高め、市民、事業者、行政などが一体となって、互いの

人権を尊重し、支え合いながら共に生きる人権尊重の共生社会を実現しま

す。また、人権擁護委員などとの連携を強化し、人権擁護活動を推進しま

す。 

   さらに、男女が性別にとらわれずあらゆる分野で参画する機会を確保し、

一人ひとりの能力と個性を発揮しながら、共に責任を担って協力していく

男女共同参画社会を形成します。特に、女性の職業生活における活躍を推

進するため、社会環境の整備に取り組みます。 

 

 

 ２ 安全で心豊かに暮らせる地域づくりの推進 

   地域で互いに支え合い、自主自立のまちづくりを進めることで、地域コ

ミュニティの維持・向上を図るとともに、消防体制の充実、防犯対策、交

通安全の推進などに取り組み、地域の安全で快適な暮らしを支えます。 

   また、自然災害に対応するため、市民の防災意識を高めるとともに、災

害発生時の体制整備など、危機管理体制を強化します。  

   さらに、市民や校区自治協議会等の地域団体、ＮＰＯなどが主体的にま

ちづくり活動を展開できるよう、地域のまちづくり活動の支援体制を強化

します。 

 

 

 ３ 生涯を通して健やかで、いきいきと暮らせる保健福祉の充実 

   乳幼児から高齢者まで、生涯を通じて健やかに生きがいを持って暮らせ

るよう、市民一人ひとりの状況に応じたきめ細やかな保健・医療・福祉サ

ービスを提供するとともに、市民や地域の自主的な健康づくりや福祉活動

を支援します。 

   特に、人口減少や少子化の改善に向け、未来を担う子どもたちを安心し

て産み育てていけるよう、保育サービスの充実など多様なニーズに応じた
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子育て支援に取り組みます。 

 

 

 ４ 豊かな人間性と未来へ飛躍できる力を育む教育の振興 

   未来を担う子どもたちが、自らの力で未来へはばたくことができるよう、

豊かな人間性や確かな学力、健やかな体などを備えた子どもたちを育成す

る教育を推進します。また、保護者や子どもが相談しやすい体制の充実や、

学習に集中できる学習環境の整備を進めるとともに、学校・家庭・地域が

連携して、子どもたちを育むための取組を進めていきます。 

   さらに、市民一人ひとりが豊かな人生を送れるよう、スポーツや文化活

動を楽しむ機会の充実など生涯学習活動を支援します。 

   加えて、熊本城をはじめとする史跡、天然記念物等、本市に残る貴重な

文化財を適切に保全するとともに、歴史や自然学習などへの活用を図りま

す。 

 

 

 ５ 誇るべき良好な自然環境の保全と地球環境問題への積極的な対応 

   市民が将来にわたって、本市の良好な環境を享受できるよう、地下水の

質と量の保全、自然環境の保全や緑化の推進、ごみ減量・リサイクルの推

進、ごみの適正処理、公共用水域の水質保全、大気汚染等の防止など、良

好な生活環境を維持・形成します。 

   また、地球環境問題や、生物多様性の保全に向けても、身近な問題と捉

え実践行動につながるよう、市民への啓発を進めます。 

 

 

 ６ 経済の発展と熊本の魅力の創造・発信 

   市民の就業機会が拡充し、生活基盤が安定するよう、地場産業の振興に

努めるとともに、本市の特性をいかした創業や起業化支援、企業の経営安

定に向けた支援などに取り組みます。 

   特に、地場産業の競争力強化や地場産品の販路拡大、生産力の向上、さ

らには後継者等の人材育成等を支援するとともに、本社機能の熊本への移

転を促進するなど、新たな活力を生み出す企業誘致を推進します。 

   また、熊本城をはじめとする観光資源の魅力向上や外国人観光客の受入

体制を整備するとともに、地域の伝統文化を保存・継承しながら、新たな

文化芸術を創造し、様々な魅力や情報を発信します。 

   さらに、学会・大会、コンサートなどの誘致や国内外との交流を促進し、

九州観光の拠点都市はもちろん、国内外から認められるにぎわいのある都
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市を目指します。 

 

 

 ７ 豊かな自然環境をいかした活力ある農水産業の振興 

   安全で良質な農水産物を消費者に安定的、持続的に提供できるよう、後

継者育成や担い手支援の体制を整備します。 

   また、農水産物のブランド化や６次産業化などにより競争力を高め、国

内外への販路を拡大し、経営の安定化に向けた支援に取り組みます。 

   さらに、自然環境に配慮した循環型農業を推進するとともに、生産基盤

の整備を進めます。 

 

 

 ８ 安全で利便性が高い都市基盤の充実 

   市民が安心して快適に暮らせるよう、災害に強く安全で秩序ある市街地

の形成を図るとともに、道路、公園、上下水道、河川など都市施設の整備

や良好な居住環境の形成に努めます。特に、既存ストックの利活用の観点

から施設の長寿命化など効率的で適正な維持管理を推進します。 

   また、公共交通については、基幹公共交通の定時性、速達性等の機能を

強化するとともに、利用しやすい生活路線の確保や交通不便地域、空白地

域における交通手段の確保など、市民の移動の利便性向上に努めます。 

   さらに、九州中央に位置する交流拠点都市にふさわしい幹線道路や広域

交通網の整備を図ります。 

 

 

10



 
 
  



 
 



 
 

 
 
 
 

熊  本  市  基  本  計  画  
 

 

 

 

  



 

 

 

 



目  次 
 

Ⅰ 計画の前提                           1 

 １ 計画の意義と役割                       2 

 ２ 計画の期間と対象                       2 

 ３ 将来指標（人口・世帯数）                   3 

 

Ⅱ 都市整備の方針                         5 

 １ 都市整備の方針の基本的視点                  6 

 ２ 都市空間の構成方針                      6 

 ３ 市街地の形成方針                       8 

 ４ 多核連携都市の実現に向けて                  9 

 

Ⅲ 区における自主自立のまちづくり                 11 

 

Ⅳ まちづくりの重点的取組                     13 

 １ 安心して暮らせるまちづくり                  14 

 ２ ずっと住みたいまちづくり                   14 

 ３ 訪れてみたいまちづくり                    15 

 

Ⅴ 分野別施策                           17 

 第１章 互いに認め支え合い、だれもが平等に参画できる社会の実現     19 

 第２章 安全で心豊かに暮らせる地域づくりの推進             25 

 第３章 生涯を通して健やかで、いきいきと暮らせる保健福祉の充実     37 

 第４章 豊かな人間性と未来へ飛躍できる力を育む教育の振興        53 

 第５章 誇るべき良好な自然環境の保全と地球環境問題への積極的な対応   63 

 第６章 経済の発展と熊本の魅力の創造・発信               73 

 第７章 豊かな自然環境をいかした活力ある農水産業の振興         81 



 第８章 安全で利便性が高い都市基盤の充実                89 

 

Ⅵ 危機管理                           111 

 

Ⅶ 震災復興計画                         115 

 

Ⅷ 総合計画を推進するために                   153 

 



Ⅰ 計画の前提 

 

 

 １ 計画の意義と役割 

 

 ２ 計画の期間と対象 

 

 ３ 将来指標（人口・世帯数） 
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１ 計画の意義と役割 

この基本計画は、基本構想に掲げるめざすまちの姿 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
を実現するための具体的な取組を体系化し、その取組を計画的に進めていくための

ものです。 
 
めざすまちの姿を実現するために、市民（地域団体、民間事業者、ＮＰＯなどを含

む。）と行政が、それぞれの役割と責任を担いながら、まちづくりに取り組んでいき

ます。 
 
 
２ 計画の期間と対象 

 (1) 計画期間 

この計画は、平成３５年度（西暦２０２３年度）を目標年次とし、中間年にあ

たる平成３１年度に全体的に見直します。 

 

 (2) 対象区域 

現行（平成２８年４月１日現在）の市域を基本とし、必要に応じて広域的な対

応を図ります。 

 

 (3) 実施主体 

本計画は、市が主な実施主体となるほか、市民（地域団体、民間事業者、ＮＰ

Ｏなどを含む。）と行政が相互に連携しながら実施していきます。 

 
 
  

豊かな自然と歴史・文化に恵まれ、あたたかいふれあいに満ちた地

域の中で、お互いに支え合いながら心豊かで幸せな暮らしが営まれて

いるまち。 

そして、市民一人ひとりが、自分たちが暮らすまちに誇りを持ち、

夢や希望を抱いて、いきいきと多様な生活を楽しんでいるまち。 

そのような、市民が住み続けたい、だれもが住んでみたくなる、訪

れたくなるまち、「上質な生活都市」。 
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３ 将来指標（人口・世帯数） 

（単位：人、％、世帯） 

資料：２０１０（Ｈ２２）年は、国勢調査。（注）総人口は、年齢不詳８，２７９人を含む。構成比の算

出に当たっては、総数から年齢不詳を除外している。 

２０１５（Ｈ２７）年は、「平成２７年版 熊本県推計人口調査結果報告（年報）」。 

２０１９（Ｈ３１）、２０２３（Ｈ３５）は、「熊本市人口ビジョン」で示された現状維持ベース

の推計値及び「日本の世帯数の将来推計（都道府県別推計）」（２０１４年４月推計）を基に算出。

（注） ２０２３（Ｈ３５）年の構成比は四捨五入のため、合計しても１００とはならない。 

    伸び率は、対前年比で算出している。 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

年  

項目 

２０１０ 

（Ｈ２２） 

２０１５ 

（Ｈ２７） 

２０１９ 

（Ｈ３１） 

２０２３ 

（Ｈ３５） 

総人口 

（伸び率） 

 
７３４，４７４ 

 

 
７４０，２２３ 

 

７３９，０００ 

（－０．２） 

７３４，０００ 

（－０．７） 

年
齢
３
区
分
別 

０～１４歳 

[年少人口] 

（構成比） 

１０５，４１０

（１４．５） 

１０４，７５８

（１４．２） 

１０３，０００ 

（１３．９） 
９９，０００ 

（１３．５） 

１５～６４歳 

[生産年齢人口] 

（構成比） 

４６８，３５０ 

（６４．５） 
４５６，７９９ 

（６１．７） 
４４２，０００ 

（５９．８） 
４３２，０００ 

（５８．９） 

６５歳以上 

[老年人口] 

（構成比） 

１５２，４３５

（２１．０） 

１７８，６６６

（２４．１） 

１９４，０００ 

（２６．３） 
２０３，０００ 

（２７．７） 

総世帯数 ３０２，４１３ ３１８，４８１ ３２２，０００ ３２３，０００ 

１世帯当たり人員 ２．４３ ２．３２ ２．３０ ２．２７ 
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Ⅱ 都市整備の方針 

 

 

１ 都市整備の方針の基本的視点 

２ 都市空間の構成方針 

３ 市街地の形成方針 

４ 多核連携都市の実現に向けて 
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１ 都市整備の方針の基本的視点 

都市整備の方針とは、市民生活や産業・経済活動などを支える都市空間の今後の整

備方針を示すものです。 

本市における、これまでの都市基盤整備の経緯や都市を取り巻く環境の変化を踏ま

え、総合計画における「めざすまちの姿」を効果的に実現していくため、中心市街地

から周辺へ伸びる１１の放射道路と２つの環状道路を骨格として広がる市街地構造

と、ＪＲや市電などの公共交通軸をいかし、中心市街地と各拠点が相互に連携した

人々が暮らしやすい都市空間整備に取り組みます。 

なお、この方針については、熊本市都市マスタープランと整合を図っています。 

 

 

２ 都市空間の構成方針 

広域交流拠点都市として、また、将来においても暮らしやすい都市の実現のため、

うるおいある自然の中で、市域及び都市圏全体の拠点である商業、業務、文化等、様々

な機能が集積する中心市街地と行政・商業などの生活サービス機能が充実した地域拠

点や生活拠点で構成する複数の地域生活圏の形成を図ります。 

そして、地域拠点と中心市街地は、利便性の高い鉄軌道やバスなどの公共交通で結

ばれ、地域拠点相互も公共交通や幹線道路で結ばれ、地域生活圏が相互に連携した『多

核連携型の都市空間』の構成を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中心市街地 

緑 

高速道路 

新幹線 

地域拠点 

地域生活圏 

生活拠点 

放射環状道路網 

市街地内の緑 道路網 

鉄道・軌道網 

バス路線網 

徒歩・自転車など 

都市空間の構成イメージ 
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公共交通軸

商業
機能

医療
機能

このイ
メージ
は、現
在表示
できませ
ん。住宅

公民館

地域拠点

公共
機能

地域拠点間のアクセス交通
（公共交通等）

生活
拠点

コミュニティ交通等

金融
機能

バス停等
徒歩・自転車等

業
務
機
能

中心市街地

地域拠点

公
共
機
能

商
業
機
能

業
務
機
能

芸
術
機
能

交
流
機
能

医
療
機
能

公共交通機能
（ターミナル）金

融
機
能

公共交通
機能

公共交通軸

地域生活圏地域生活圏

金融機能

バス停等

徒歩等

人口密度を維持する区域

地域拠点

公共交通機能
（ターミナル）

金
融
機
能

生活拠点

地域拠点

業
務
機
能

公
共
機
能

商
業
機
能

医
療
機
能

このイ
メージ
は、現
在表示
できませ
ん。

商店

学校
住宅

生活拠点

住宅

商店

公共交通
機能

商業機能

医療機能

中心市街地

（バス停等）

生活
拠点

地域生活圏のイメージ 

多核連携都市づくりのイメージ 

※生活拠点は位置を示すものでは

なく、地域生活圏内にある生活

拠点のイメージを示すもの。 
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３ 市街地の形成方針 

(1) 自然環境や農業生産環境と市街地や幹線道路網などとが均整のとれた市街地形

成を図ります。 

(2) 中心市街地は、県内のみならず九州の中心都市にふさわしい行政、金融、情報通

信及び教育文化など高次の都市機能の新たな集積を目指します。 

また、地域拠点は、商業機能をはじめ、公共公益機能や各種の都市機能の維持・

確保を図ります。 

(3) 鉄軌道相互の結節強化及び中心市街地と地域拠点を結ぶ主要なバス路線の強化

やバスターミナルの機能向上を図るとともに、市域及び都市圏の骨格となる２環状

１１放射道路網とそれと連携する都市内道路網の形成を促進することにより、鉄軌

道網やバス網と道路網により、円滑な都市活動と利便性の高い都市生活とが確保で

きるような体系的な交通軸の確立を目指します。 

(4) 豊かな生活と文化に彩られた「地下水都市・熊本」・「森の都」として、市街地

を取り巻く豊かな山・農地の緑や川辺の緑の保全、熊本城公園をはじめとした市街

地における緑の創出に努めるなど、水と緑の体系的な骨格の確立を促進します。 

 

 

 

都市の全体構成図 
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４ 多核連携都市の実現に向けて 

本市では、今後本格的に到来する人口減少・超高齢社会に対応し、高齢者や子育て

世代などにとって、安心であり、健康で快適な、暮らしやすい生活環境を実現するた

め、中心市街地や地域拠点において、市民が日常生活を営む上で欠かせない都市機能

を維持・確保するとともに、公共交通ネットワークの充実に取り組みながら、公共交

通の利便性が高い地域での人口密度を維持します。さらに、市民にとって一番身近な

生活拠点を守り、愛着の持てる地域の形成を図ります。 

  また、郊外部においては、豊かな自然環境や農業・漁業生産環境の保全に努めると

ともに、これらの環境と共存する既存集落の維持活性化を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都市機能の維持･確保 
人口密度の維持 

将来の都市づくりの姿《将来構成図》 
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Ⅲ 区における自主自立のまちづくり 
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本市では、各区においてまちづくりビジョンを策定し、それぞれの魅力や特色をいか

したまちづくりに取り組んでいます。 
市民自らが主体となって、地域の中でつながりながら自主自立のまちづくりを進める

ためには、それを支える各区の取組を加速していくことが必要です。 
区役所が地域の実情や多様な住民ニーズを的確に把握し、市の施策に反映させるなど、

地域自らの取組を支援していくため、区役所のまちづくり支援機能を強化するとともに、

区の特性をいかした、本計画に基づく、住民自治のまちづくりを推進します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

区役所の位置

※地図上の表示は小学校校区

桜木

砂取

黒髪

弓削

五福

白川

碩台

出水白山

春竹

本荘

慶徳

古町

春日
尾ノ上

帯山西

健軍
健軍東

山ノ内

東町

泉ヶ丘

高橋

芳野

清水

託麻東

託麻北

河内

松尾西 池上松尾東

花園

小島 城山

飽田東

飽田西

奥古閑

銭塘

中緑

川尻

御幸

画図

松尾北

川口

白坪

力合

日吉

城南

日吉東
田迎

田迎南

池田

向山

植木

山東

吉松

隈庄富合

豊田

田底

山本

川上

田原

桜井

菱形

北部東

西里

杉上

飽田南

中島

城西

秋津若葉

西原

託麻南

長嶺

一新

龍田高平台

城北

麻生田

楡木
楠

武蔵

託麻西

出水南

大江
託麻原 月出帯山城東

桜木東

北区

西 区

中央区

東区

南区

壷川

桜木

力合西

田迎西

北区 
人口：145,634人 
面積：115.34k㎡ 

西区 
人口：93,805人 
面積：89.33k㎡ 

南区 
人口：122,600人 
面積：110.01k㎡ 

東区 
人口：188,082人 
面積：50.19k㎡ 

中央区 
人口：184,353人 
面積：25.45k㎡ 

※人口は平成 22年国勢調査結果、 
面積は国土地理院公表値 
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Ⅳ まちづくりの重点的取組 

 

めざすまちの姿を実現するための目標を市民と行政で共有し、市民と共に次の項目に優

先的に取り組みます。 

 

 １ 安心して暮らせるまちづくり 

 

 ２ ずっと住みたいまちづくり 

 

 ３ 訪れてみたいまちづくり 
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１ 安心して暮らせるまちづくり 

(1) だれもが安心して子育てできる環境を整えます。 
    次代を担う子どもたちを安心して産み育てることができる子育て環境や教育環境を
充実させます。 
ア 安心して子育てができる少子化対策の推進 
保育所入所待機児童ゼロの取組や病児・病後児童保育など多様なニーズに対応し

た保育サービスの提供、子育てにかかる経済的負担の軽減や子育て不安の解消、仕

事と子育て両立支援や障がい児支援、児童虐待防止 など 
  イ 子どもたちがいきいきと育つ環境整備 

学習に集中できる環境整備や学力の向上対策、いじめや不登校など子どもや保護

者の悩みに寄り添うことができる体制づくり、放課後児童対策の強化 など 
 
(2) 「おたがいさま」で支えあう地域コミュニティを形成します。 

    生きがいをもって暮らすことができる地域社会の仕組みをつくります。 
ア 多様な世代が生きがいをもって暮らせるまちづくり 
地域団体との連携強化や支援の充実、地域団体の後継者育成などのまちづくり支

援機能の強化 など 
  イ お互いに支え合う地域のつながりづくり 

子どもから高齢者まで住み慣れた地域で生活できる地域包括ケアシステムの構築、

地域の防犯・防災活動団体への支援強化 など 
 

 
２ ずっと住みたいまちづくり 

(1) だれもが移動しやすく暮らしやすい都市をつくります。 
    中心市街地と地域拠点を利便性の高い公共交通などで結んだ多核連携都市を形成し
ます。 
ア 地域拠点に都市機能が集積した都市づくり 
中心市街地と地域拠点での商業・医療など暮らしに必要な機能の維持・確保、利

便性の高い公共交通沿線での人口密度の維持 など 
  イ 市電やバスなどの公共交通と一体となった都市づくり 

市電やバスなど基幹公共交通軸の形成、日常生活を支えるバス路線網の再編、公

共交通空白・不便地域へのコミュニティ交通の導入・維持 など 
 
  (2) 雇用機会を創出し、熊本に住み、働ける環境を整備します。 
    成長産業の振興や企業誘致の推進などによる地域経済の発展に努めます。 
ア 地域経済を支える地場産業の振興 
産学官や産業間連携による食品、医療・介護・健康、環境、クリエイティブ産業

などの成長産業や全国屈指の生産額を誇る農水産業の振興、経営支援、中小企業支

14



援、商店街の魅力向上やにぎわいの創出 など 
  イ 安定した雇用の創出 

就職・就業支援や職業訓練などによる産業人材の育成、創業支援や企業誘致の推

進などによる雇用の創出、農水産業における担い手の育成 など 
 

 
３ 訪れてみたいまちづくり 

(1) 伝統文化とエンターテインメントが共鳴するにぎわいを生み出します。 
   多くの人が集う、九州中央の交流とにぎわいの拠点都市をつくります。 
  ア 歴史や伝統文化の継承・発展と観光の振興など熊本の魅力の創造・発信 

熊本城などの観光資源の魅力の向上と発信、ストーリー性を持たせた観光ルート

の設定、おもてなし向上など観光客の受入れ体制整備 など 
  イ 国内外から多くの人が集う交流とにぎわいづくり 

 学会・大会やコンサートなどの誘致、国内外との交流促進 など 
 
(2) 自然と共生する恵み豊かな熊本を発信します。 

   地下水や自然環境を守り育み、「地下水都市・熊本」・「森の都」を発信するとともに、

農水産物をはじめとした、熊本の豊かな恵みを広く発信します。 
ア 世界が認めた地下水の保全と緑あふれるまちづくり 
 恵まれた地下水の質と量の保全、市域に残る自然環境の保全や新たな緑の創出 

など 
  イ 安全で良質な農水産物の魅力発信 

安全・安心で良質な熊本の農水産物の発信、６次産業化、高付加価値化、ブラン

ド化による販路拡大、東アジアなどへの輸出促進 など 
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Ⅴ 分野別施策 

 

 

 

第１章 互いに認め支え合い、だれもが平等に参画できる社会の実現 

 

第２章 安全で心豊かに暮らせる地域づくりの推進 

 

第３章 生涯を通して健やかで、いきいきと暮らせる保健福祉の充実 

 

第４章 豊かな人間性と未来へ飛躍できる力を育む教育の振興 

 

第５章 誇るべき良好な自然環境の保全と地球環境問題への積極的な対応 

 

第６章 経済の発展と熊本の魅力の創造・発信 

 

第７章 豊かな自然環境をいかした活力ある農水産業の振興 

 

第８章 安全で利便性が高い都市基盤の充実 
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第１章 互いに認め支え合い、だれもが平等に参画できる社会の実現 

 
人類普遍の願いである自由と平等の実現に向け、世界人権宣言を基に世界的に具体的な

取組が促進される中、人権を尊重する社会について、市民の関心も確実に高まっています。

また、男女が共にいきいきと個性と能力を発揮できる社会の実現に向け、あらゆる分野に

おいて男女共同参画の視点に基づいた施策の展開を図っています。 
しかしながら、国籍、性別、年齢、障がい、出身地などによる不当な差別意識や偏見が

未だに見受けられ、めまぐるしく変化する社会情勢の中で、人権侵害の形態も複雑、多様

化しています。 
今後とも、市民一人ひとりが人権問題を自らの課題として受け止め、不当な差別・偏見

や人権侵害を許さない確固とした信念を持って、公共の福祉に反しない限り人権が等しく

尊重され、そして、だれもが社会の対等な構成員として、家庭、職場、学校、地域などの

各分野にわけ隔てなく参画できる社会を築き上げていかなければなりません。 
また、今後の人口減少・少子高齢化が進む社会において、女性の活躍推進に向けた環境

を整備し、男女共同参画社会を実現することは最重要課題のひとつですが、その実現のた

めには、より多くの市民や事業者などが男女共同参画社会の実現について自らの課題とし

て関心を持つとともに、その意義について理解が深まるよう総合的かつ長期的な視点に立

った取組を行っていく必要があります。 
そこで、人権問題の解消に向け、国籍、性別、年齢、障がい、出身地等にかかわらず全

ての人が平等に社会に参加できるよう、人権教育・啓発を推進し、市民の人権意識を高め、

市民、事業者、行政などが一体となって、互いの人権を尊重し、支え合いながら共に生き

る人権尊重の共生社会を実現します。また、人権擁護委員などとの連携を強化し、人権擁

護活動を推進します。 
さらに、男女が性別にとらわれずあらゆる分野で参画する機会を確保し、一人ひとりの

能力と個性を発揮しながら、共に責任を担って協力していく男女共同参画社会を形成しま

す。特に、女性の職業生活における活躍を推進するために、社会環境の整備に取り組みま

す。 
 
政策の体系 

 
 
 
 
 
 
 

人権尊重社会の実現

男女共同参画社会の実現
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第１節 人権尊重社会の実現 

 

現状と課題 

 本市では、講演会、シンポジウムや映画会などの人権啓発事業を通じて、人権に対する

意識を高めるとともに、全ての人の人権が尊重される社会の実現を目指し取り組んできま

した。しかしながら、子どもや高齢者への虐待、ＳＮＳ等の普及に伴う安易な誹謗中傷事

例の頻発、性的少数者に関する問題など人権課題も多様化しています。 
 今なお、偏見等の人権問題が存在し、人権侵害も後を絶たないことから、今後、より一

層の人権教育及び啓発を推進し、人権意識の高揚と全ての市民の人権が尊重される社会づ

くりを進め、人権擁護委員などとの連携を強化し、人権相談の窓口を充実させ、市民の人

権を擁護します。 
 

基本方針 

１ 人権尊重意識の高揚 
２ 人権擁護の推進 
 

検証指標 

 

 

 

 

 

施策の体系 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【施策の目標】

【事業展開の基本方針】 【主な取組】

(2) ふれあい文化センターの利用促進

２　人権擁護の推進 (3) 人権擁護活動の推進と体制の整備

人権尊重社会の実現

１　人権尊重意識の高揚 (1) 人権教育・啓発の推進

一人ひとりの人権が尊重されていると感じる市民の割合 ％

H35

44.6

検証値

H27

上昇 上昇

単位
基準値

H31
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事業概要 

【(1) 人権教育・啓発の推進】 

 ア 関係団体や企業などとの連携のもとに、市民協働で様々な形態、内容での啓発活動
を推進します。 

  イ 家庭、地域、学校、職場などにおける、人権教育・啓発への取組を支援します。 
 
【(2) ふれあい文化センターの利用促進】 

ア 人権啓発の拠点となるコミュニティセンターとして人権尊重意識の啓発活動と広

報活動を充実させます。 
 イ 開かれたコミュニティセンターとして、市民の交流とふれあいを図り、地域社会と
連携して地域福祉の向上に努めます。 

 

【(3) 人権擁護活動の推進と体制の整備】 

ア 国・県及び人権擁護委員との連携を強化し、人権擁護活動を推進します。 
 イ 全ての市民が相談しやすい人権相談の窓口を充実させ、的確な対応により市民の人
権を擁護します。 
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第２節 男女共同参画社会の実現 

 

現状と課題 

 女性の能力や視点をいかす環境など、男女が性別にとらわれずあらゆる分野で参画する

社会の実現は、今後の人口減少社会に対応していく上でも不可欠です。また、企業などの

管理職に占める女性の割合や地域で活動する女性リーダーの割合は低く、様々な分野での

方針決定や責任ある立場への女性の登用・参画は十分には進んでいない状況です。 
 性別にかかわらず、様々な分野へ意欲に応じ参画できる社会づくりを進めるため、女性

の積極的な登用や参画促進に取り組むなど、多様な能力・視点をいかす社会環境を整備す

る必要があります。 
 

基本方針 

１ 男女共同参画のための意識づくり 
２ 男女共同参画のための社会環境の整備 
 

検証指標 

 
 
 
 
※ 性別による固定的な役割分担意識とは、「男は仕事・女は家庭」のように、性別を理由として役

割を固定的に分ける考え方のこと 

 

施策の体系 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【施策の目標】

【事業展開の基本方針】 【主な取組】

男女共同参画社会の実現

１　男女共同参画のための意識づくり (1) 男女共同参画意識の啓発・教育の推進

(2) 男女共同参画の推進体制の整備と活動へ
　　の支援

(3) 男女共同参画センターはあもにいの利用
　　促進

２　男女共同参画のための社会環境の整備

検証値

H27 H31 H35

性別による固定的役割分担意識を持たない市民の割合 ％ 73.9 上昇 上昇

単位
基準値
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事業概要 

【(1) 男女共同参画意識の啓発・教育の推進】 

ア 学校や家庭、地域における男女共同参画意識の啓発、教育を推進します。 
イ 出前講座の開催やホームページ、広報紙などの充実による積極的な情報発信に努め

ます。 
ウ ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）やセクシャル・ハラスメント防止のための

広報・啓発に努めます。 
 

【(2) 男女共同参画の推進体制の整備と活動への支援】 

ア 家庭、職場、学校、地域、その他の社会の各分野における活動に男女が積極的に参

画できるよう、能力開発や就労のための支援を行います。 
イ 市民が安心して、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）が図られるよう、

子育てや介護に対する支援体制を整備します。 
ウ 各種審議会や委員会などへの女性の登用を促進します。 
エ 女性の活躍推進に向けた啓発及び支援に取り組みます。 
オ 配偶者暴力相談支援センター事業の充実を図り、ＤＶ相談体制の強化や被害者の自

立支援に取り組みます。 
 
【(3) 男女共同参画センターはあもにいの利用促進】 

ア 男女共同参画社会実現を目指すための活動拠点として、様々な市民グループの支援

や連携の促進、また、市民文化の振興・交流のための利用を推進します。 
イ 市民のニーズにあった各種講座の開催など、情報の収集、提供に努めます。 
ウ 男女共同参画センターはあもにい総合相談室を活用し、家庭、職場、心の問題など

の様々な問題の解決を図ります。 
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第２章 安全で心豊かに暮らせる地域づくりの推進 

 
都市化の進展や更なる少子高齢社会の到来、住民意識や価値観の多様化など、地域社会

を取り巻く環境が大きく変化し、地域における人と人とのつながりが希薄になりつつあり

ます。また、災害等も複雑・大規模化し、犯罪の低年齢化、巧妙化が進むなか、市民の安

全・安心な暮らしの確保がこれまで以上に求められています。 
あらゆる世代がこれからも住み慣れたまちで安心して暮らし続けるためには、そこで暮

らす人たちが主体となり、お互いに支え、助け合いながら、様々な課題を解決していくこ

とで、地域において弱まりつつあるコミュニティを維持・再生していくことが必要となっ

ています。 
そこで、地域で互いに支え合い自主自立のまちづくりを進めることで、地域コミュニテ

ィの維持・向上を図るとともに、消防体制の充実、防犯対策、交通安全の推進などに取り

組み、地域の安全で快適な暮らしを支えます。 
また、自然災害に対応するため、市民の防災意識を高めるとともに、災害発生時の体制

整備など、危機管理体制を強化します。 
さらに、市民や校区自治協議会等の地域団体、ＮＰＯ団体などが主体的にまちづくり活

動を展開できるよう、地域のまちづくり活動の支援体制を強化します。 
 
政策の体系 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

自主自立のまちづくり活動の活性化

安全で安心して生活できる社会の実現

防災・減災の推進

火災・事故からの生命財産の保護
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第１節 自主自立のまちづくり活動の活性化 

 

現状と課題 

 地域のつながりの希薄化やまちづくりの担い手不足により、地域のコミュニティ機能が

低下し、防犯、防災、保健・福祉、環境美化など地域で担う様々な課題に対応できなくな

ることが懸念されます。 
 地域コミュニティ機能の維持・向上を図るためには、地域活動の後継者の育成や課題解

決のための仕組みづくりが必要です。併せて、ＮＰＯやボランティアなどの市民公益活動

の更なる活性化に向けて支援のあり方を確立していく必要があります。 
 

基本方針 

１ 参画と協働による地域活動の推進 
 
検証指標 

 

 

 

 

 

施策の体系 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【施策の目標】

【事業展開の基本方針】 【主な取組】

(4) 市民による公益活動の推進

(2) まちづくり支援機能の強化

(3) 地域活動拠点の整備・支援

自主自立のまちづくり活動の活性化

１　参画と協働による地域活動の推進 (1) 住民自治活動の支援

32

単位
基準値

H31

地域活動（自治会等の活動、ボランティア・ＮＰＯの活動など）に参加した市民の割合 ％

H35

27.3

検証値

H27

30
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事業概要 

【(1) 住民自治活動の支援】 

  ア 町内自治会に対する支援や研修会などを実施するとともに、加入率向上に取り組み、
地域の自治活動を支援します。 

 イ 校区自治協議会及び町内自治会における地域課題解決に向けた取組など、主体的な
まちづくり活動を積極的に支援します。 

 
【(2) まちづくり支援機能の強化】 

ア 各区のまちづくりビジョンに基づいて、地域の魅力や特性をいかした区ごとのまち

づくりを推進します。 
 イ まちづくり支援機能を強化するための拠点として、（仮称）まちづくりセンターを
設置し、本庁及び区役所内の各課との連携を図ることで、区の課題の把握や広聴機能

の強化を進めます。  
ウ （仮称）まちづくりセンターに地域担当職員を配置し、地域の相談窓口、地域情報

収集・行政情報発信、地域コミュニティ活動の支援などの役割を担い、地域とともに

課題解決に取り組みます。 
 
【(3) 地域活動拠点の整備・支援】 

ア 地域づくりの拠点となる地域コミュニティセンターを地域住民の意見を取り入れ

ながら整備するとともに、地域住民自らの運営を支援します。 
 イ 地域住民による地域公民館の整備・運営を支援します。 

 
【(4) 市民による公益活動の推進】 

ア 市民公益活動に関する情報の収集及び効果的な発信に努め、活動者の裾野を広げま

す。 
 イ 熊本市市民公益活動支援基金（くまもと・わくわく基金）を活用し、ＮＰＯやボラ
ンティア団体などの市民公益活動を支援します。 

   ウ 市民活動支援センター・あいぽーとにて市民活動団体の交流やネットワークづくり
の場の提供を行います。 
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第２節 安全で安心して生活できる社会の実現 

 

現状と課題 

 交通安全教室の開催や防犯パトロール等の取組により、交通事故件数や街頭犯罪などの

認知件数は減少傾向にあるものの、交通事故死者のうち高齢者の割合は高く、また、自転

車の交通マナーやルール違反を伴った事故も後を絶たない状況です。 
 また、消費生活相談件数は増加傾向にあり、内容も複雑多様化しています。 
今後も、市民が安全で安心して暮らせる環境づくりに向け、特に小・中学生、高齢者の

交通安全教室の拡充や地域住民による自主的な防犯活動、校区防犯協会などと連携した事

業、消費者支援体制を強化し、事故や犯罪、消費者被害の未然防止・拡大防止を図る必要

があります。 
 

基本方針 

１ 交通安全の推進 
２ 防犯活動の推進 
３ 消費者の自立支援と救済 
 

検証指標 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位
基準値 検証値

H27 H31 H35

市内における刑法犯罪の認知件数（暦年） 件 5,460 5,200 5,000

市内における交通事故の死傷者数（暦年） 人 3,903 3,900 3,900
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施策の体系 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事業概要 

【(1) 交通安全の啓発・支援】 

ア 警察や地域の交通安全協会等と連携し、子どもや高齢者を対象とする交通安全教室

を開催するなど市民の交通安全意識の啓発を図ります。 
 
【(2) 地域の防犯活動の推進】 

ア 各防犯関係機関と連携し、防犯パトロールを実施するとともに、防犯協会などへの

活動支援を行います。 
 
【(3) 消費者教育の推進】 

 ア 若年者・高齢者への注意喚起やセミナーの開催など体系的な消費者教育に取り組み、

自立した消費者の育成に努めます。 

 

【(4) 消費者被害救済体制の充実】 

 ア 相談体制の充実を図るとともに、地域サポーター養成講座の開催や地域包括支援セ

ンターへの出前講座を行うことで地域の見守りネットワークを構築します。 

 

  

【施策の目標】

【事業展開の基本方針】 【主な取組】

(4) 消費者被害救済体制の充実

安全で安心して生活できる社会の実現

１　交通安全の推進 (1) 交通安全の啓発・支援

(2) 地域の防犯活動の推進

３　消費者の自立支援と救済 (3) 消費者教育の推進

２　防犯活動の推進
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第３節 防災・減災の推進 

 

現状と課題 

 近年、地球規模での気象変化による集中豪雨や大型台風、地震などの自然災害が全国各

地で頻発しています。市民の生命、身体及び財産の安全を確保するため、本市においても、

自然災害の被害を未然に防止し、最小限に抑える防災体制を一層強化することが求められ

ています。 
災害においては、まず、市民一人ひとりが自ら安全で速やかに避難することが大切であ

ることから、防災意識の向上、日頃から地域で支え合うための体制づくりや情報共有、避

難訓練などを通して、自助・共助の精神をさらに高め、地域・市民主体の地域防災力の向

上を図ります。 
また、様々な災害に備え、行政、地域・市民及び防災関係機関などの連携のもと、防災・

減災に向けた防災体制の整備を図ります。 
 

基本方針 

１ 地域防災力の向上 
２ 防災体制の強化 
 

検証指標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位
基準値 検証値

H27 H31 H35

風水害による死者数 人
0
(H26)

0 0
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施策の体系 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事業概要 

【(1) 防災意識の啓発】 

ア 市民一人ひとりが災害時の行動を体感できるよう、職場や家庭などでの市民参加型

の訓練の実施や防災講座を通して、地域ぐるみ・家族ぐるみの防災意識の啓発を推進

します。 
イ 洪水、高潮、地震などの各ハザードマップをわかりやすく改善します。特に洪水ハ

ザードマップは河川ごとに全体が把握できるよう改めます。 
 ウ 住民が主体となって地域版ハザードマップを町内単位で作成し、避難場所や避難経
路の確認を行います。作成した地域版ハザードマップは、町内単位や校区単位での避

難訓練、小中学校での防災教育講座などに活用します。 
 

【(2) 自主防災活動の推進】 

ア 自主防災クラブの結成やその活動への支援とともに防災士を養成するなど、地域で

の実践的な避難訓練の実施を促進します。 
イ 障がいのある人や高齢者など、災害時要配慮者の避難が速やかに行われるよう地域

における協力体制の充実を図ります。 
 

【(3) 災害時の体制強化及び拠点施設などの整備】 

ア 防災に関する諸計画やマニュアルを常に点検するとともに、研修や訓練の充実など、

災害時の体制強化を図ります。 

【施策の目標】

【事業展開の基本方針】 【主な取組】

(4) 関係機関との連携強化

防災・減災の推進

１　地域防災力の向上 (1) 防災意識の啓発

(2) 自主防災活動の推進

２　防災体制の強化
(3) 災害時の体制強化及び拠点施設など
     の整備
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 イ 防災活動の拠点となる施設や避難場所などを再点検し、避難所の充実を図るととも
に、迅速・的確な避難所の案内・周知ができるシステムの構築に取り組みます。 

 ウ 自然災害発生時に避難場所機能を十分発揮できるよう、非常食や資機材などを防災
倉庫、備蓄倉庫から適正に提供します。また、関係機関や民間団体などとの応援体制

を充実させるとともに、関係する部局との連携により避難所運営体制の強化を図りま

す。 
 

【(4) 関係機関との連携強化】 

ア 合同による総合防災訓練や防災会議などの実施により、防災関係機関との情報共有

化を図り、災害時の応援体制を強化します。 
   イ 県内各市、九州主要都市、政令指定都市等との災害時応援協定や、民間企業等との

災害時応急活動協定などを活用した訓練を実施します。 
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第４節 火災・事故からの生命財産の保護 

 

現状と課題 

 本市では、地震・台風等の自然災害に対する備えや、火災予防対策・消防体制の強化・

地域防災力の強化など、総合的な消防防災対策に取り組んでいます。 
 本市の火災件数は減少傾向にありますが、引き続き市民への防火啓発を図り、火災予防

対策を推進する必要があります。 
また、今後、災害や事故は複雑化・多様化し、救急件数の増加も見込まれるため、消防・

救急救助体制の強化を図り、災害現場での市民の初動対応に対する支援を強化することが

求められます。 
さらに、消防団の装備充実や市民の救護能力の向上を図ることで、より安全な地域づく

りを推進し、区役所・消防署・消防団が一体となった、地域防災力の強化に取り組む必要

があります。 
 

基本方針 

１ 火災予防対策の推進 
２ 消防体制の充実強化 
３ 地域防災力の強化 
 

検証指標 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単位
基準値 検証値

H27 H31 H35

火災発生件数（人為的ミスによるもの）（暦年） 件 69 65 61

救命率（暦年） ％
19.4
(H26)

21.0 22.0
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施策の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業概要 

【(1) 市民への広報・啓発】 

ア 人為的ミスによる火災発生を防ぐための啓発活動を推進します。 
 イ 住宅用火災警報器の設置促進など、住宅防火対策を推進します。 

 

【(2) 消防機能の充実】 

ア 消防力強化のため、消防署所の適切な管理や各種消防車両・資機材などの計画的な

更新を進めます。 
 イ 新消防指令管制システムの整備及び１１９番通報時の口頭指導を推進します。 

 
【(3) 救急救助体制の充実】 

ア 救急救助等に関する研修や資格取得など、人材育成による消防技術の向上を推進し

ます。 
 イ 消防機関と医療機関の連携を推進します。 

 
【(4) 消防団の体制強化】 

ア 消防団及び機能別消防団への参加促進を図ります。 

【施策の目標】

【事業展開の基本方針】 【主な取組】

(4) 消防団の体制強化

(5) 市民救護能力の向上

３　地域防災力の強化

火災・事故からの生命財産の保護

１　火災予防対策の推進 (1) 市民への広報・啓発

２　消防体制の充実強化 (2) 消防機能の充実

(3) 救急救助体制の充実
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【(5) 市民救護能力の向上】 

ア ＡＥＤ講習を含めた応急手当などの普及啓発を推進します。 
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第３章 生涯を通して健やかで、いきいきと暮らせる保健福祉の充実 

 
今日の社会では、ストレスなど心身の健康を阻害する要因が多様化している一方で、感

染症などへの市民不安も高まっています。また、少子高齢化の一層の進展が見込まれる中、

住み慣れた地域で暮らすための様々な保健・医療・福祉サービスが求められています。さ

らに、核家族化の進行や地域のつながりの希薄化などにより、家庭や地域における子育て

力が低下し、育児支援を受けることが難しく、出産や子育てに対して不安や負担感を持つ

人が増加しています。 
このような中、全てのライフステージにおいて、健康づくりの意識を高めていくことが

重要となっています。また、新型インフルエンザ等の新興感染症などから市民を守るため

健康危機管理体制を充実させ、適切な医療サービス体制を確保することが必要です。さら

に、高齢者、障がいのある人など、全ての人を地域全体で支援する体制を構築するととも

に、子どもが健やかに育ち、安心して生み育てられる環境をつくり、「結婚・妊娠・出産・

子育て」の切れ目のない少子化対策が必要となっています。 
そこで、乳幼児から高齢者まで、生涯を通じて健やかに生きがいを持って暮らせるよう、

市民一人ひとりの状況に応じたきめ細かな保健・医療・福祉サービスを提供するとともに、

市民や地域の自主的な健康づくりや福祉活動を支援します。 
特に、人口減少や少子化の改善に向け、未来を担う子どもたちを安心して産み育ててい

けるよう、保育サービスの充実など多様なニーズに応じた子育て支援に取り組みます。 
 
政策の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生涯を通じた健康づくりの推進

安全・安心のための保健衛生の向上と医療体制の充実

高齢者、障がいのある人などが豊かに暮らせる環境づくり

社会保障制度の適正な運営

安心して子どもを産み育てられる環境づくり
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第１節 生涯を通じた健康づくりの推進 

 

現状と課題 

 健康長寿の最大の阻害要因と言われる生活習慣病の多くは一人ひとりの意識、心がけと

行動で予防できるものですが、平均寿命と健康寿命にはかなり開きがある状況です。 
 また、糖尿病や高血圧症など様々な生活習慣病を引き起こすメタボリックシンドローム

該当者数が依然として多く、がん検診などの検診受診率も伸び悩んでいます。 
 今後は、「自らの健康は自ら守る」という健康意識を高め、市民の生活習慣改善や健康づ

くりの取組の実践・継続につながるような啓発を強化する必要があります。 
 そして、健康で質の高い生活を送るために重要な病気の予防、早期発見・早期治療につ

いての市民全体の認識が高まるよう、市民の健康を支える環境づくりの支援が必要です。 
 

基本方針 

１ 健康づくりの支援 

 
検証指標 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自ら健康づくりに取り組んでいる市民の割合 ％

H35

68.6

検証値

H27

72.0 82.0

単位
基準値

H31
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施策の体系 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

事業概要 

【(1) 校区単位の健康まちづくりの推進】 

ア 地域の様々なイベント等で、健康チェックや相談などを実施し、正しい生活習慣の

普及啓発に努めます。 
イ 小学校区単位での健康課題を市民と共有し、地域で推進組織を立ち上げるなど、健

康をテーマにしたまちづくりに取り組みます。 
 
【(2) 生活習慣病などの予防・悪化防止】 

 ア ＣＫＤ（慢性腎臓病）、糖尿病、高血圧などの予防啓発に努め、早期発見から悪化
防止までの段階に応じた総合的な対策を図ります。 

 イ 生活習慣病の低年齢化を防ぐため、若い世代へ生活習慣病、食育などの啓発を強化
します。 

 
【(3) 栄養改善・食育の推進】 

ア 「食」の大切さの理解を深めるために、「食」に関わる関係者と協働で食育活動を

展開するとともに、環境の整備を推進します。 

【施策の目標】

【事業展開の基本方針】 【主な取組】

(5) 歯と口腔の健康づくりの推進

(4) がん検診などの充実

(2) 生活習慣病などの予防・悪化防止

(3) 栄養改善・食育の推進

生涯を通じた健康づくりの推進

１　健康づくりの支援 (1) 校区単位の健康まちづくりの推進
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 イ 生活環境が変化する若い世代が食に関心を持ち、正しく理解できるよう啓発を図り、
健全な食生活の実践に努めます。 
ウ 地域に根ざした食育活動を強化するため、食生活改善をサポートする食生活改善推

進員の育成に努めます。 
 

【(4) がん検診などの充実】 

 ア 検診の必要性、早期発見・早期治療の重要性の啓発をさらに強化するとともに、受
診しやすい検診体制づくりに努め、受診率向上を図ります。 

 
【(5) 歯と口腔の健康づくりの推進】 

 ア 乳幼児期からのむし歯予防や高齢期の口腔ケアなど、ライフステージに応じた歯科
口腔保健の推進を図ります。 

イ ８０２０（ハチマルニイマル）推進員の育成や地域の歯科保健活動の支援を行い、

市民の口腔の健康づくり啓発に努めます。 
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第２節 安全・安心のための保健衛生の向上と医療体制の充実 

 

現状と課題 

 本市では、衛生的な生活環境の確保や様々な健康被害から市民を守るための体制の整備

を行うとともに、２４時間体制で受診できる救急医療体制を構築してきました。 
 しかし、新型インフルエンザ等の新興感染症の発生の懸念や、重大な食中毒、食品への

異物混入などの食の安全安心に関する様々な問題の発生により市民の不安は高まっていま

す。 
 今後は、市民が安全・安心な日常生活を送ることができるように、衣食住の衛生の向上、

食中毒・感染症の予防や医療体制の確保が重要です。 
 特に、新興感染症発生時に迅速に対応するため、関係機関との情報共有と連携の必要性

が高まっています。 
 また、動物愛護への社会的関心が高まり、動物に関する相談が続いており、動物愛護に

対する市民の意識の向上が必要です。 
 
基本方針 

１ 生活衛生の向上 
２ 人と動物との共生社会の推進 
３ 健康危機管理体制の充実 
４ 適切な医療を提供する体制の確保 

 
検証指標 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

感染症患者発生数（暦年）

単位
基準値

食中毒の発生件数（暦年） 6

人 124

検証値

H27

人 14 11 8

減少

100 82

件

H31 H35

休日夜間の診療体制 ‐

３６５日

２４時間

の初期

救急体制

維持 維持

減少

腸管出血性大腸菌・赤痢・腸チ
フスなどの３類感染症

結核
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施策の体系 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
事業概要 

【(1) 生活衛生対策の推進】 

 ア 生活衛生関連営業施設の指導や自主管理体制の確立支援を行います。 
 イ シックハウスなど住まいの衛生相談による安心で快適な住まい環境を確保すると
ともに、害虫相談など、衛生的な生活環境の確保を進めます。 

 
【(2) 食の安全・安心の確保】 

 ア 営業施設などの重点監視指導や営業者の自主衛生管理の導入支援によって、食の安
全安心の確保に努めます。 

【施策の目標】

【事業展開の基本方針】 【主な取組】

安全・安心のための保健衛生の向上と
医療体制の充実

１　生活衛生の向上 (1) 生活衛生対策の推進

(2) 食の安全・安心の確保

(3) 墓地・斎場の適切な管理と指導

(5) 健康危機管理体制の強化

(6) 感染症の予防対策と拡大防止対策の推進

(7) 適切な医療体制の確立

(8) 市立病院における質の高い医療サービス
　　の提供

２　人と動物との共生社会の推進

３　健康危機管理体制の充実

４　適切な医療を提供する体制の確保

(4) 動物愛護の普及啓発と適正飼養などの
　　推進
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【(3) 墓地・斎場の適切な管理と指導】 

  ア 市営墓地や斎場の適正な管理・運営を行います。 
  イ 民営墓地などの管理及び適正な整備について指導を行います。 

 
【(4) 動物愛護の普及啓発と適正飼養などの推進】 

  ア 動物愛護推進協議会やボランティアなどと協働で、「犬猫の殺処分ゼロ」の取組を
推進します。 

  イ 動物愛護及び適正な飼育の普及啓発に努めます。 
  ウ イノシシ・シカなどの有害鳥獣による被害防止対策の推進に努めます。 

 
【(5) 健康危機管理体制の強化】 

  ア  感染症や食中毒などの健康危機事象の発生に対して、迅速かつ的確に対応できる
よう、情報の共有や訓練を実施します。 

 
【(6) 感染症の予防対策と拡大防止対策の推進】 

  ア 感染症の発生及びまん延を防止するため、予防接種の推進と感染症の正しい知識
の普及啓発に努めます。 

 
【(7) 適切な医療体制の確立】 

  ア 救急医療体制の確保に努め、市民に適切な救急医療の利用に関する啓発を実施し
ます。 

  イ 住み慣れた地域でいきいきと暮らせる「地域包括ケアシステム」の実現を目指し、
在宅医療・介護の連携を推進します。 

  ウ 医療の安全と信頼性を高めるため、医療安全対策の監視指導を強化します。 
 
【(8) 市立病院における質の高い医療サービスの提供】 

  ア 地域における他の医療機関と連携を図りながら、周産期医療やがん医療等の高度
で専門的な医療、救急医療、助産施設としての医療サービス、へき地医療などに取

り組みます。 
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第３節 高齢者、障がいのある人などが豊かに暮らせる環境づくり 

 

現状と課題 

 本市の高齢化率は年々上昇しており、今後も更なる高齢化の進行が見込まれる中、要介

護者や単身・高齢者のみの世帯に対する地域での支援の必要性が高まっています。 
 また、障がいのある人は年々増加傾向にあり、多様な支援と生涯を通した一貫したサー

ビスが求められるとともに、だれもが互いに尊重し合いながら共に暮らしていける社会の

推進に当たり、地域での支援の必要性が高まっています。 
 そこで、団塊の世代の方が７５歳以上となる２０２５年を見据え、医療と介護の専門職

同士の連携や認知症高齢者の生活を支える仕組みなど、地域全体で支援が必要な高齢者を

支える体制づくりが重要です。 
 また、障がいのある人に対し総合的な支援を行うためには、地域社会における正しい理

解のもと地域全体で支え合う環境づくりが必要であるとともに、相談体制の充実や適切な

障がい保健福祉サービスの提供に努める必要があります。 
 
基本方針 

１ 地域福祉活動の支援 
２ 高齢者が安心して暮らせる生活の支援 
３ 障がいのある人の自立支援 

 
検証指標 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

単位
基準値 検証値

H27 H31 H35

就労移行支援事業所などを通じて一般就労した障がいのある人の数 人
41
(H26)

63 63

６５歳以上の元気な高齢者の割合（６５歳以上人口の内、要介護・要支援の認定を受けてい
ない者の割合）

％ 78.46 78.46 78.46
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施策の体系 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
事業概要 

【(1) 地域福祉活動の担い手への支援強化】 

 ア 地域福祉の担い手である民生委員・児童委員の活動を支援します。 
 

【(2) 地域包括ケアシステムの構築】 

ア 医療・介護専門職など職種間の連携強化を図り、在宅医療・介護サービス体制の構

築を進めます。 
 イ 認知症高齢者やその家族への支援を充実させるとともに、認知症に対する理解の浸
透を図ります。 

 ウ 高齢者がいつまでも安心して自立した生活を送ることができるよう、介護保険サー
ビスやひとり暮らし高齢者などへの福祉サービスを適切に提供します。 

【施策の目標】

【事業展開の基本方針】 【主な取組】

高齢者、障がいのある人などが豊かに
暮らせる健康づくり

１　地域福祉活動の支援 (1) 地域福祉活動の担い手への支援強化

２　高齢者が安心して暮らせる生活の支援 (2) 地域包括ケアシステムの構築

(3) 高齢者の健康と生きがいづくり

(5) 障がいに関する相互理解の促進

(6) 当事者のニーズに沿った適切なサービス・
　　支援の提供

(7) 安心して生活を営み社会参加できる環境
　　づくり

３　障がいのある人の自立支援

(4) 介護保険制度の円滑な運営とサービスの
　　質の向上
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【(3) 高齢者の健康と生きがいづくり】 

 ア 高齢者の健康で活力ある暮らしを支えるため、就労や社会参加の機会を提供します。  
 イ 高齢者が健康でいきいきとした生活が送れるよう、地域での健康づくりや介護予防
の取組を推進します。 

 
【(4) 介護保険制度の円滑な運営とサービスの質の向上】 

 ア 要介護認定の迅速化、介護サービス従事者の質的向上や介護人材の確保などに取り
組みます。  

 
【(5) 障がいに関する相互理解の促進】 

 ア 障がいのある人に対する偏見や差別意識を無くし、相互理解を深めるため、正しい
知識と理解の普及・啓発活動を推進します。 

 イ 市民による障がい者支援の活動が促進されるよう、ボランティアの育成や活動支援
の充実を図ります。 

 
【(6) 当事者のニーズに沿った適切なサービス・支援の提供】 

 ア 相談支援事業所、福祉サービス事業所など関係機関との連携強化により、障がいの
ある人が身近な場所で適切な支援を受けられるよう、地域の相談体制づくりを進めま

す。 
 イ 障がいのある人が地域で生活できるように、障害福祉サービスなどの充実を図りま
す。 

 ウ 医療的ケアを必要とする難病患者や重度の障がいのある人への医療機関と連携し
た支援の充実を図ります。 

 
【(7) 安心して生活を営み社会参加できる環境づくり】 

 ア 災害時に障がいのある人が安全に避難できるように、地域の共助による緊急時の支
援体制づくりを進めます。 

 イ 障がいのある人の雇用に関する企業意識の高揚を図り、就労機会の拡大と職場環境
の整備を促進します。 

 ウ 障がいのある人がスポーツや文化芸術活動を通して社会参加できる機会を積極的
に提供します。 
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第４節 社会保障制度の適正な運営 

 
現状と課題 

 本市の国民健康保険の財政運営は、高齢化の進行による医療費の増加など厳しい状況に

あります。また、生活困窮者については、就労や多重債務、引きこもり、ＤＶなど様々な

相談が寄せられています。生活保護については、高齢者世帯の増加や厳しい社会経済情勢

などの影響により微増傾向にあります。 
 そこで、国民健康保険会計の健全化、後期高齢者医療制度の円滑な運用や、国民年金制

度の普及を進めていく必要があります。また、生活困窮者への就労・自立の適切な支援、

生活保護制度の公平かつ適正な運用に取り組む必要があります。 
 
基本方針 

１ 国民健康保険事業の健全な運営 
２ 後期高齢者医療制度の円滑な運用 
３ 国民年金制度に対する理解と加入の促進 
４ 生活困窮者への適切な支援 
５ 生活保護制度の公平かつ適正な運用 

 
検証指標 

 

 

 

 

 
※ 「国民健康保険給付費の対前年度伸び率」の基準値は、「熊本市国民健康保険会計収支推計」に

基づくもの 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

国民健康保険給付費の対前年度の伸び率 ％ 2.6 2.6 2.6

生活保護から自立した人の割合 ％
7.9
(H26)

7.9 7.9

単位
基準値 検証値

H27 H31 H35
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施策の体系 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【施策の目標】

【事業展開の基本方針】 【主な取組】

５　生活保護制度の公平かつ適正な運用

(6) 不正受給防止対策の実施

(4) 生活困窮者への就労・自立支援の推進

(5) 生活保護受給者への適切な支援

４　生活困窮者への適切な支援

社会保障制度の適正な運営

１　国民健康保険事業の健全な運営 (1) 国民健康保険会計の健全化

２　後期高齢者医療制度の円滑な運用
(2) 後期高齢者医療制度の周知及び健康
     増進支援

３　国民年金制度に対する理解と加入の促進
(3) 国民年金制度に関する周知・広報活動の
　　充実
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事業概要 

【(1) 国民健康保険会計の健全化】 

 ア 徴収体制の強化により保険料収納率の向上を図るとともに、保険料改定により、会
計の健全化を図ります。 

 イ 特定健診、特定保健指導の受診率の向上に努め、生活習慣病の該当者やその予備群
を減少させ、中長期的な医療費の適正化を図ります。 

 
【(2) 後期高齢者医療制度の周知及び健康増進支援】 

 ア 「市政だより」、「ふれあい出前講座」などにより、後期高齢者医療制度の周知・広
報を行います。 

 イ 後期高齢者該当前の特定健診（６５歳～７４歳対象）を推進することで、後期高齢
者の健康増進を図ります。 

 
【(3) 国民年金制度に関する周知・広報活動の充実】 

 ア 「市政だより」などにより、国民年金制度の周知・広報を行います。 
 イ 国民年金制度に関する相談業務を行います。 

 
【(4) 生活困窮者への就労・自立支援の推進】 

 ア 福祉相談支援センターにおいて、関係機関と連携し、多様な課題を抱える相談者に
対し、実情に応じた就労・自立支援を実施します。 

 
【(5) 生活保護受給者への適切な支援】 

 ア 生活保護対象者に対して、必要な支援を行うとともに、就労可能な被保護世帯に対
してきめ細やかな就労支援を行います。 

 
【(6) 不正受給防止対策の実施】 

 ア 生活保護の不正受給を防止するため、丁寧な訪問活動を行うなど、制度の適正な運
用に努めます。 
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第５節 安心して子どもを産み育てられる環境づくり 

 
現状と課題 

 核家族化の進展や地域のつながりの希薄化に伴い、家庭や地域における子育て力が低下

し、子育て世帯が孤立化することで子育てに不安を抱えるなど、子どもと親を取り巻く環

境はますます厳しいものとなっています。加えて、若年層の雇用状況の低迷や仕事と子育

ての両立の困難さ等も背景に、未婚化、晩婚化、出生率の低迷などに伴う少子化が進行し

ています。 
 また、障がい、児童虐待、子どもの貧困など、子ども本人や家庭の状況その他の事情に

より、社会的に支援の必要性が高い子どもたちが顕在化しています。 
 そこで、若年層が心理的・経済的な不安や負担感なく、安心して結婚、妊娠・出産、子

育てができるような支援が必要です。 
 また、社会的に支援が必要な子どもや家庭に対して、個々の事情に応じた支援を適切に

講じる必要があります。 
 
基本方針 

１ 結婚・妊娠・出産・子育てしやすい環境づくり 
２ 援助を必要とする子どもや子育て家庭への支援 

 
検証指標 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

検証値

H27 H31 H35

出生数（暦年） 人
7,039
（Ｈ26）

7,000
以上

7,000
以上

単位
基準値
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施策の体系 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
事業概要 

【(1) 結婚支援の推進】 

 ア 若年層や未婚者に対する結婚から子育てまでに関する情報の提供や出会いの機会
につながる支援を行います。 

 
【(2) 妊娠・出産などに関する母子保健対策の適切な実施】 

 ア 母子保健相談・指導事業や健康診査などの母子保健対策を適切に実施します。 
 

【施策の目標】

【事業展開の基本方針】 【主な取組】

(8) ひとり親家庭に対する自立支援の推進

２　援助を必要とする子どもや子育て家庭への支援

(4) 保育サービス及び幼児教育の充実

(5) 子育てにおける経済的な負担の軽減

(6) 仕事と子育ての両立支援

(7) 社会的な支援の必要性が高い子どもや
　　家庭への支援

安心して子どもを産み育てられる環境づくり

１　結婚・妊娠・出産・子育てしやすい環境づくり (1) 結婚支援の推進

(2) 妊娠・出産などに関する母子保健対策の
　　適切な実施

(3) 地域における子育て支援サービス及び
　　地域主体の子育て支援活動の充実
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【(3) 地域における子育て支援サービス及び地域主体の子育て支援活動の充実】 

 ア 子育て支援センターなどを拠点とした子育て環境の整備や育児相談の充実による
子育て世帯の不安解消を図ります。 

 イ 子育て支援ネットワークや地域の子育てサークル・子育て支援団体の活動支援・育
成を図り、地域との連携協力を推進します。 

 
【(4) 保育サービス及び幼児教育の充実】 

 ア 待機児童の解消に向け、保育の量の拡充とともに、それを支える保育士の確保と処
遇の改善を図ります。 

 イ 多様化する保育ニーズに対応するため、保育所・幼稚園などにおける保育サービス
の充実を図ります。 

 
【(5) 子育てにおける経済的な負担の軽減】 

 ア 児童手当の支給を行うとともに、子ども医療費の助成など経済的支援を充実させま
す。 

 
【(6) 仕事と子育ての両立支援】 

 ア 子育てしやすい職場環境の整備促進や、父親の育児参加を支援します。 
 
【(7) 社会的な支援の必要性が高い子どもや家庭への支援】 

 ア 児童虐待の発生予防、早期発見及び児童への適切な支援を行います。 
 イ 里親の拡充及び児童養護施設などの小規模化を推進し、家庭的な養育環境の整備を
図ります。 

 ウ 障がい又は障がいの疑いのある子どもに関する相談、診察、検査、初期の療育など
の支援を行います。 

 
【(8) ひとり親家庭に対する自立支援の推進】 

ア ひとり親家庭への子育て・生活支援や就業支援、経済的支援などの充実を図り、ひ

とり親家庭に対する自立支援を推進します。 
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第４章 豊かな人間性と未来へ飛躍できる力を育む教育の振興 

 
少子高齢化、価値観の多様化、経済的格差の拡大など社会は著しく変化しており、子ど

もたちを取り巻く環境についても、いじめの社会問題化や少年による重大事件、インター

ネットを通したトラブルなど、多くの課題を抱えています。また、家庭や地域の教育力の

低下が指摘されています。 
このような中、規範意識や社会性、思いやりの心、自立心等を育み、生涯を通して健康

で生きがいのある人生を求める意識の高揚とともに、社会の著しい変化に柔軟に対応でき

る必要な知識・技能の習得と、これらを活用して課題を解決するための思考力・判断力・

表現力などの育成が重要となっています。また、学校はもとより、家庭や地域の教育力を

高め、子どもたちの健やかな成長を支える仕組みづくりが求められています。 
そこで、未来を担う子どもたちが、自らの力で未来へはばたくことができるよう、豊か

な人間性や確かな学力、健やかな体などを備えた子どもたちを育成する教育を推進します。 
また、保護者や子どもが相談しやすい体制の充実や、学習に集中できる学習環境の整備

を進めるとともに、学校・家庭・地域が連携して、子どもたちを育むための取組を進めて

いきます。 
さらに、市民一人ひとりが豊かな人生を送れるよう、スポーツや文化活動を楽しむ機会

の充実など生涯学習活動を支援します。 
加えて、熊本城をはじめとする史跡、天然記念物など、本市に残る貴重な文化財を適切

に保全するとともに、歴史や自然学習などへの活用を図ります。 
 
政策の体系 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

学校教育における社会を生き抜く力の育成

生涯を通した学習・スポーツの振興

文化の振興と継承
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第１節 学校教育における社会を生き抜く力の育成 

 

現状と課題 

 家庭や地域の環境変化、自然体験活動の機会等の減少など様々な要因により、子どもた

ちの規範意識の低下や社会性の不足、学習意欲の低下傾向などが指摘されており、体力も

依然として低い水準にあります。また、少子化や地域のつながりの希薄化に伴い、家庭や

地域の教育力が低下するとともに、学校においても、いじめや不登校、子どもたちの安全

確保などの教育課題が生じています。 
 そこで、豊かな人間性や確かな学力、健やかな体づくりなど、社会を生き抜くたくまし

さを備えた子どもたちを育成するために、子どもたちへの支援の充実、教職員の指導力向

上を図る必要があります。また、学校・家庭・地域社会の連携を図りながら、子どもたち

が個性や能力を伸ばすことのできるような学校教育や安全で良好な教育環境の充実に努め

る必要があります。 

 

基本方針 

１ 徳・知・体の調和のとれた教育の推進 
２ 子ども一人ひとりを大切にする教育の推進 
３ 安全で良好な教育環境の整備 
 

検証指標 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

0.2小学６年生

中学３年生

H31
単位

ポイント 1.2 1.6

全国学力・学習状況調査の本市平均正答率（％）と全国の比較

1.0

2.0

基準値

ポイント

H35

▲0.6

検証値

H27
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施策の体系 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【施策の目標】

【事業展開の基本方針】 【主な取組】

(2) 確かな学力を育む教育の推進

(3) 健やかな体を育む教育の推進

学校教育における社会を生き抜く力の育成

１　徳・知・体の調和のとれた教育の推進 (1) 豊かな心を育む教育の推進

(6) 特別支援教育の推進

(7) 最適な学習環境の整備

(8) 子どもたちの身近な安全対策の充実

(9) 家庭や地域社会との連携の強化

２　子ども一人ひとりを大切にする教育の推進

３　安全で良好な教育環境の整備

(5) 教育相談体制の充実

(4) 教員が子どもと向き合う時間の拡充
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事業概要 

【(1) 豊かな心を育む教育の推進】 

 ア 感動・感謝する心や郷土を愛する心など、豊かに生きるための基盤となる道徳性を
育成する教育の充実を図ります。 

 イ 社会的・職業的自立に向けた力と豊かな人間性を育むために、キャリア教育、自然
体験や勤労体験などの体験的学習の充実を図ります。 

 ウ 人権に関する理解を深め、豊かな人権感覚を育て、自分を大切にするとともに、他
の人を大切にする教育の充実を図ります。 

 
【(2) 確かな学力を育む教育の推進】 

 ア 少人数学級や少人数指導など、きめ細かな指導を通して、自ら学ぶ楽しさや分かる
喜びのある授業づくりを進め、学力の向上を図ります。 

 イ 校内研修や派遣研修などを実施するとともに、本市を担う若手教職員の育成を強化
しながら、教職員の指導力の向上を図ります。 

 ウ 国際理解、ＩＣＴの活用能力や環境など、社会の変化に対応した教育を充実させ、
子どもたちの意欲・関心を高めるとともに個性や能力を伸ばします。 

 
【(3) 健やかな体を育む教育の推進】 

 ア 生涯にわたって健康的な生活を送ることができるよう、子どもの基本的な生活習慣
を育成するとともに、食育を推進します。 

 イ 運動の楽しさに触れ、運動習慣の確立につながるような取組を進め、子どもたちの
体力の向上を図ります。 

 
【(4) 教員が子どもと向き合う時間の拡充】 

 ア 学校を取り巻く様々な課題解決の支援を行う体制を充実させ、教員が子どもと向き
合う時間の拡充を図ります。 

 イ 学校におけるマネジメント力を強化するための新任管理職を中心とした研修プロ
グラムや、校務支援の充実を図るなど、効果的・効率的な学校運営を推進します。 

 
【(5) 教育相談体制の充実】 

 ア いじめや不登校等の教育に関する相談に対して、スクールカウンセラー、スクール
ソーシャルワーカーなどの専門家との連携を図りながら、課題解決に取り組みます。 

 
【(6) 特別支援教育の推進】 

 ア 特別な教育的支援を要する子どもたちに適切な支援を行うため、教職員の専門性の
向上や個別の指導計画の作成・活用などを通して、支援体制の充実を図ります。 
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 イ 市立特別支援学校高等部及び小・中学部の整備を進めます。 
 
【(7) 最適な学習環境の整備】 

 ア 小中学校のエアコン整備や校舎の老朽化対策、施設の改善により、安全で良好な学
習環境の整備を進めます。 

 イ 子どもたちが豊かな人間関係を築き、最適な環境で学習できるよう、学校規模の適
正化や校区の見直し・弾力化を進めます。 

 
【(8) 子どもたちの身近な安全対策の充実】 

 ア 学校内外における子どもたちの安全確保を図るため、地域社会や関係機関と連携し
て、子どもたちが安全に安心して過ごせる環境整備を進めるとともに、防災教育など

の安全教育の充実を図ります。 
 
【(9) 家庭や地域社会との連携の強化】 

 ア 地域の実態に応じたより良い学校運営ができるよう、学校支援ボランティア制度な
どの活用を通して、家庭や地域社会と連携した学校づくりを進めます。 
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第２節 生涯を通した学習・スポーツの振興 

 

現状と課題 

 地域社会の抱える課題が複雑化・多様化する中、心の豊かさや生きがいのための学習、

新たな知識や技術の習得など、様々な学習活動の機会や、生涯にわたりスポーツを親しむ

ことができる機会の充実を求める市民のニーズが高まっています。 

 そこで、市民の生活向上や自己の充実・啓発のため、多様な学習機会の提供を行うとと

もに、学習の成果を適切に社会にいかす仕組みづくりが必要となります。また、市民が豊

かなスポーツライフを送ることができるための環境整備や情報発信を進める必要がありま

す。 

 

基本方針 

１ 生涯学習社会の構築 

２ スポーツの振興 

 

検証指標 

 

 

 

 

 

※ 生涯学習とは人々が、生涯のいつでも、どこでも、自由に行う学習活動のことで、学校教育や、

公民館における講座等の社会教育などの学習機会に限らず、自分から進んで行う学習やスポーツ、

文化活動、趣味、ボランティア活動などにおけるさまざまな学習活動のこと 
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週１回以上（１回３０分以上）のスポーツ（軽い運動を含む）をしている市民の割合 ％ 53.5 58 62

過去１年間に生涯学習を行った市民の割合 ％ 28.6 40

単位
基準値 検証値

H27 H31 H35
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施策の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業概要 

【(1) 生涯学習環境の整備】 

 ア 民間団体などとのネットワークの強化を図り、多様な学習情報の収集・提供に努め
ます。 

 イ 家庭教育に関する講座など市民のニーズに応じた学習機会を積極的に提供します。 
 ウ 公民館などにおいて市民が学習成果をいかせる機会や場を提供するとともに、市民
の主体的な学習や活動を支援します。 

 
【(2) 図書館・博物館の機能充実】 

 ア 図書資料の充実・サービスの向上などに取り組み、読書しやすい環境の整備を進め
ます。また、読書活動啓発の取組を進め、読書活動の振興に努めます。 

 イ 博物館のリニューアルを実施し、展示環境の改善や展示内容の充実を図ります。ま
た、市民のニーズに対応した企画展の開催や、県・学校などと連携した事業展開によ

り魅力ある博物館を目指します。 

【施策の目標】

【事業展開の基本方針】 【主な取組】

(5) 競技力の向上

(6) スポーツ施設の整備・機能充実

２　スポーツの振興 (4) スポーツ機会の充実

生涯を通した学習・スポーツの振興

１　生涯学習社会の構築 (1) 生涯学習環境の整備

(2) 図書館・博物館の機能充実

(3) 青少年の健全育成
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【(3) 青少年の健全育成】 

 ア 中学生の地域交流や冒険遊び場（プレイパーク）の開催など、地域交流の機会や活

動拠点の充実を図ります。 
 イ 児童が放課後などを安全安心に過ごすため、放課後児童クラブの充実を図ります。 

 
【(4) スポーツ機会の充実】 

 ア 多様なスポーツに親しめるよう、総合型地域スポーツクラブなどの地域団体による

スポーツ活動を支援します。 
 
【(5) 競技力の向上】 

 ア 競技団体等の指導者養成を支援するとともに、スポーツリーダー（指導者）の派遣
により、スポーツ愛好者から競技者まで個人の体力や技術力に応じた運動メニューの

提供などを進めます。 

 
【(6) スポーツ施設の整備・機能充実】 

 ア 既存スポーツ施設の機能改善により、多様化するスポーツコンベンションや市民ニ

ーズへの対応及び市民の利便性の向上を図ります。 
 イ 公共施設予約システムの有効活用により、市民の利便性向上を図ります。 
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第３節 文化の振興と継承 

 

現状と課題 

 本市は、一人ひとりが心の豊かさを実感できる暮らしの実現を目指し、文化振興に関す

る様々な取組を進めてきました。 

 また、本市には、特別史跡熊本城跡や池辺寺跡など多くの歴史的文化遺産があり、それ

らの調査・研究を進めるとともに、計画的な保存・整備・活用に努めてきました。 

 地域のつながりを大切にする中、市民一人ひとりが文化に親しめるよう、伝統文化の継

承や新たな文化芸術に触れ合う機会の提供が必要となっています。 

 今後とも市民と協働して、文化財の適正な保存・整備・活用に努めるとともに、関係機

関との連携を図り、本市の歴史的文化遺産を広くいかしていく必要があります。 

 

基本方針 

１ 文化の振興 

２ 文化財の適正な保存・整備・活用 

 

検証指標 

  

 

 

 

※ コンサートや演劇・舞踊等の鑑賞、茶道・華道・舞踊などの習い事、公民館講座などへの参加、

熊本城などの名所旧跡や美術館・図書館等を訪れる、又は、文化芸術活動の指導を行っているな

ど 

 

施策の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【施策の目標】

【事業展開の基本方針】 【主な取組】

文化の振興と継承

１　文化の振興 (1) 文化活動の支援

２　文化財の適正な保存・整備・活用 (2) 歴史的文化遺産の保存・整備・活用

単位
基準値 検証値

H27 H31 H35

文化に親しんでいる市民の割合 ％ 35.7 46 50
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事業概要 

【(1) 文化活動の支援】 

 ア 伝統芸能の後世への伝承はもとより、様々な文化芸術の分野において、次代の担い

手の育成に取り組みます。 

 イ 地域の公民館や学校等で、邦楽や伝統工芸などの出張公演を行うことで、文化芸術

に接する機会の少ない人たちに鑑賞機会を提供します。 

 ウ 市民会館や現代美術館等の文化施設おいて、魅力あるコンサートや企画展、講演会

などを開催し、文化芸術の発信基地と位置づけた管理運営を行います。 

   エ 地域の文化団体などとの連携により新たな芸術文化を創造し、これをいかしたまち

づくりに取り組みます。 
 

【(2) 歴史的文化遺産の保存・整備・活用】 

 ア 市民共有の歴史的文化遺産を調査するとともに、適正に保存・整備・活用し、後世

に継承していきます。 

 イ 貴重な文化遺産である埋蔵文化財の保存に努めるとともに、必要な発掘調査を行い

ます。 

 ウ 熊本城跡を総合的に調査研究し、その調査研究成果について広く情報発信を行いま

す。 
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第５章 誇るべき良好な自然環境の保全と地球環境問題への積極的な対応 

 
私たちの豊かで利便性の高い暮らしは、経済活動の発展や科学の進歩の恩恵であるとと

もに、その生活基盤である自然環境や都市環境を良好に保全することによって支えられて

います。 
しかし、都市化の進行により、清らかな地下水や豊かな緑など、誇るべき自然環境が損

なわれつつあり、また、人々の生活において発生する廃棄物に含まれる資源物の多くが依

然として活用されることなく処分されています。 
地球環境においても、温暖化の進行、生物多様性の損失、資源の枯渇など、人類の存続

に関わる問題が年々顕著化、深刻化してきています。 
市民の環境に対する意識は徐々に向上してきているものの、日々の生活における環境に

配慮した実践活動につなげていくためには、市民や市民団体などとの協働が不可欠です。 
また、清らかな地下水や緑豊かな自然環境は一旦損なわれるとその回復には長い年月が

必要となるため、保全に向けた効果的な対策が急務となっています。さらに、地球温暖化

も身近な問題と捉え、市民の環境保全活動の実践を促すため、環境に対する意識の醸成に

取り組む必要があります。 
そこで、市民が将来にわたって、本市の良好な環境を享受できるよう、地下水の質と量

の保全、自然環境の保全や緑化の推進、ごみ減量・リサイクルの推進、ごみの適正処理、

公共用水域の水質保全、大気汚染等の防止など、良好な生活環境を維持・形成します。 
また、地球環境問題への対応や、生物多様性の保全に向けても、身近な問題と捉え実践

行動につながるよう、市民への啓発を進めます。 
 
政策の体系 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

良好な地球環境や生活環境の保全

魅力ある多様な自然環境の保全

持続可能な資源循環型社会の構築
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第１節 良好な地球環境や生活環境の保全 

 

現状と課題 

 近年、異常気象現象が頻発しており、市民の地球温暖化に対する関心が高まっています

が、温室効果ガス排出量は依然として高いままです。また、国内の大気環境は規制の強化

によって改善してきているものの、大陸等からの汚染物質の流入などにより、ＰＭ２．５

や光化学オキシダントの値は高い状態が続いています。 

 このように、エネルギー問題が注目される中、化石燃料を抑制し、地球温暖化の原因と

なる温室効果ガスの削減をさらに進めるため、省エネルギーや創エネルギーを推進する必

要があります。また、良好な地球環境や生活環境を保全していくため、ＰＭ２．５等の危

機管理事案に対しても、監視や調査を継続しながら発生原因などを解析していく必要があ

ります。 

 

基本方針 

１ 地球温暖化対策の推進 
２ 安全・安心な生活環境対策の推進 
３ 環境衛生における調査研究や情報の発信 
４ 環境保全活動を実践できる人材の育成 
 

検証指標 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H35

5,481
(H25)

検証値

H27

4,263 3,745

単位
基準値

H31

事業場公害苦情発生件数（大気・騒音・振動・悪臭） 件
115
(H26)

107 100

温室効果ガス排出量 千トン
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施策の体系 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
事業概要 

【(1) 再生可能エネルギーなどの導入促進とエネルギーの効率的な利用促進】 

ア 公共施設への省エネルギー化・創エネルギー化を進めます。 

 イ 太陽光発電システムと併設した家庭用燃料電池や蓄電池、ＨＥＭＳの導入による住

宅・建築物のスマート化を進めます。 
 
【(2) 自動車交通などにおける化石燃料消費抑制の推進】 

ア 水素社会実現に向け、電気自動車や燃料電池自動車などの次世代自動車及び家庭用

燃料電池の普及を図ります。 

  イ 電気自動車や燃料電池自動車などの次世代自動車の利用しやすい環境整備を進め

ます。 
 

【施策の目標】

【事業展開の基本方針】 【主な取組】

(3) 大気汚染及び有害物質対策などの推進

良好な地球環境や生活環境の保全

１　地球温暖化対策の推進
(1) 再生可能エネルギーなどの導入促進と
　　エネルギーの効率的な利用促進

(6) 環境啓発・環境教育の推進

３　環境衛生における調査研究や情報の発信

(5) 調査研究体制の整備と正しい情報の発信

(4) 有害化学物質などに関する状況把握と
　　対策

４　環境保全活動を実践できる人材の育成

(2) 自動車交通などにおける化石燃料消費
　　抑制の推進

２　安全・安心な生活環境対策の推進
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【(3) 大気汚染及び有害物質対策などの推進】 

ア 大気や有害物質を常時監視することで状況把握に努めるとともに、市民へ迅速に情

報を提供します。 

   イ ばい煙や騒音・振動に対する指導などを行います。 

 
【(4) 有害化学物質などに関する状況把握と対策】 

ア 環境汚染物質、食品や感染症の検査と最新情報を収集し、汚染の未然防止や拡大防

止に努めます。 
 
【(5) 調査研究体制の整備と正しい情報の発信】 

ア 環境や保健衛生の様々な問題へ対応できるよう検査体制を整備し、科学的な情報を

分かりやすく市民に提供します。 
 
【(6) 環境啓発・環境教育の推進】 

ア 環境啓発イベントなどを通して、幅広い年代に対し、環境への関心を高め実践行動

につながる取組を行います。 

 イ 市民・市民活動団体や行政が連携して利用できる環境ポータルサイトを構築し、環

境保全活動の実践を促します。 

 ウ 市民団体による環境保全活動や地域活動を支援し、環境について考える機会を提供

し実践行動につなげます。 

 エ 小・中学生や親子などを対象とした「体験型」の環境学習会や市民のニーズに応じ

た出前講座を実施します。 
 
  

66



第２節 魅力ある多様な自然環境の保全 

 

現状と課題 

本市では、地下水をはじめとする豊かな自然が市民の暮らしに恵みをもたらしています

が、都市化の進展により地下水かん養域の減少や硝酸性窒素による水質の悪化などが進行

しています。また、開発や放置竹林の拡大、外来種の侵入などにより本来の豊かな自然環

境が失われつつあります。 
地下水汚染の喫緊の課題である硝酸性窒素削減対策や地下水量の保全は、広域的な取組

が必要であることから、関係機関などと連携した対策を推進していかなければなりません。 
また、豊かな自然を後世に引き継ぐために、生物多様性について地域の資源としての適

切な保全と活用の取組を社会全体で進めていくことが不可欠です。 
 

基本方針 

１ 恵まれた水資源の保全 
２ 生物多様性の保全と持続可能な利用 
 

検証指標 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検証値

H27

上昇

H31 H35

本
28
(H26)

単位
基準値

生物多様性という言葉の意味を知っている人の割合 ％
13.8
(H26)

25 30

上昇

硝酸性窒素濃度の傾向が横ばい又は低減した井戸（指標井戸２０本）の本数 上昇 上昇

地下水位が横ばい又は上昇した井戸（対象観測井３３本）の本数（暦年）

本
6
(H26)
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施策の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業概要 

【(1) 地下水の質と量の保全及び公共用水域の水質保全】 

ア 地下水の硝酸性窒素削減対策や、地下水浄化対策などの水質保全を推進します。 

イ 地下水量を保全するため、水源かん養域において森林づくりや転作田を活用した地

下水かん養事業を推進します。 

  ウ 節水型社会を構築するため、年間を通して節水市民運動を展開し、市民の節水意識

の定着を図ります。 
 

【(2) 広域連携や協働による地下水の保全】 

ア 地下水を共有する熊本地域の住民、事業者、行政などが一体となって地下水保全に

取り組みます。 

 
 
 

【施策の目標】

【事業展開の基本方針】 【主な取組】

(3) くまもと水ブランドの発信

(5) 多様な生物の生息・生育環境の保全

(6) 街なかにおける緑の創出

２　生物多様性の保全と持続可能な利用
(4) 生物多様性に関する調査・情報収集・推進
　　体制の整備

魅力ある多様な自然環境の保全

１　恵まれた水資源の保全
(1) 地下水の質と量の保全及び公共用水域の
　　水質保全

(2) 広域連携や協働による地下水の保全
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【(3) くまもと水ブランドの発信】 

ア 国際的に評価された地下水保全の取組を含めた「地下水都市・熊本」の魅力を広く

内外に情報発信し、ＰＲしていきます。 

イ くまもと「水」検定制度やくまもと水守制度の運営を通して、水保全活動を担う人

材の育成を図ります。 

 ウ 既存親水施設などの水資源の活用により「地下水都市・熊本」を印象づける空間を

維持します。 
 
【(4) 生物多様性に関する調査・情報収集・推進体制の整備】 

ア 生物多様性に関する情報を、効果的・効率的に収集・共有するための手法及びネッ

トワーク体制を構築します。 

 イ 関係部局・機関と連携した生物多様性に関する教育や自然体験活動などを通した普

及啓発を推進します。 

 ウ 多様な主体と連携するための仕組みを構築し、地域資源としての生物多様性の適切

な活用を推進します。 
 
【(5) 多様な生物の生息・生育環境の保全】 

 ア 環境保護地区・保存樹木を指定し、管理状況を把握し、適切な維持管理を促進しま

す。 

 イ 放置竹林対策として、効果的な管理手法の普及などを推進します。 

 ウ 関係機関と連携し、外来種に対する計画的かつ効果的・効率的な対策を実施します。 
 
【(6) 街なかにおける緑の創出】 

 ア 生態系ネットワークの形成にも資する緑化などを推進します。 

イ 市電緑のじゅうたん事業や屋上等緑化・壁面緑化を推進します。 
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第３節 持続可能な資源循環型社会の構築 

 

現状と課題 

 地球温暖化の進行や天然資源の枯渇などが深刻化する中、ごみを可能な限り減らすとと

もに、再利用できるものは再利用する「資源循環型社会」の実現が世界共通の課題となっ

ています。本市のごみ処理量は、家庭ごみの有料化や効果的な啓発などによって減少傾向

にあり、適正な処理体制の充実にも取り組んできました。 
今後とも、持続可能な資源循環型社会の実現に向け、分別の徹底や新たなリサイクル推

進への取組、排出されたごみの適正処理などを通じてごみのリサイクル率を高めていく必

要があります。 
 

基本方針 

１ ごみ減量とリサイクルの推進 
２ 循環型ごみ処理体制の確立と適正処理 
 

検証指標 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検証値

H27 H31 H35

市民１人１日当たりのごみ排出量 ｇ／人・日
924
(H26)

888
881
以下

単位
基準値
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施策の体系 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

事業概要 

【(1) ごみ減量・リサイクルの意識啓発】 

ア ごみ減量・リサイクルを推進するため、市民及び事業者に対する啓発や学校などへ

の環境教育を充実させます。 

 イ ごみ減量・リサイクルや環境美化推進のため、市民及び事業者の自主的な活動や地

域団体・ＮＰＯなどの活動を支援します。 
 

【(2) ごみの発生抑制（リデュース）の推進】 

   ア 家庭ごみについては、グリーン購入や環境にやさしい店の推進、生ごみ処理機の購
入助成などを実施します。 

 イ 事業ごみについては、ごみ減量・リサイクル責任者の設置を促進するとともに、減

量化に向けた指導を行います。 
 
 
 
 

【施策の目標】

【事業展開の基本方針】 【主な取組】

(4) 産業廃棄物の適正な処理

(5) 中間処理及び最終処分体制の整備

２　循環型ごみ処理体制の確立と適正処理

持続可能な資源循環型社会の構築

１　ごみ減量とリサイクルの推進 (1) ごみ減量・リサイクルの意識啓発

(2) ごみの発生抑制（リデュース）の推進

(3) 再使用（リユース）・再資源化（リサイクル）
　　の推進
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【(3) 再使用（リユース）・再資源化（リサイクル）の推進】 

 ア リターナブル容器の使用促進活動を支援するなど、リユースを促進します。 

 イ ごみ出しルールの周知徹底などによる分別の強化を図るとともに、集団回収の活性

化や対象品目の追加によりリサイクルを推進します。 

   ウ 持ち去り行為防止の徹底に向け、定期的にパトロールを行い、監視を強化します。 
 

【(4) 産業廃棄物の適正な処理】 

 ア 処理施設における排水・排ガスなどを監視し、適正処理を推進します。 

 イ 排出事業者・処理業者に対して適正処理のための情報を提供し、必要な指導や監督

を行います。 

 ウ 山間地などの監視パトロールによる廃棄物の不法投棄の早期発見、早期対応を実施

し、拡大を未然に防止します。 

 
【(5) 中間処理及び最終処分体制の整備】 

 ア 環境工場の効率的な運営や計画的改修により適正処理を継続し、資源・エネルギー

回収と処分量の削減を図ります。 

 イ 最終処分場での適正処理・処分を継続するとともに、搬入ごみの分別指導の徹底な

どによりごみの減容化を図ります。 
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第６章 経済の発展と熊本の魅力の創造・発信 

 
経済のグローバル化の進展等により都市間競争が激しさを増す中、雇用情勢については

改善傾向にあるものの、若い世代を中心に大都市圏への人口流出などが懸念されています。

さらに、商工業では販売額などが減少傾向にあります。 
一方で、近年は経済成長が続く東アジアからの観光客が増加しており、今後も世界規模

のスポーツ大会開催などにより、世界各地から本市を訪れる外国人の増加が見込まれます。 
経済の持続的発展のためには、地場企業の振興や販路拡大はもとより、食品産業などの

今後の成長が期待できる産業を中心とし、振興を図る必要があります。さらには、地元で

の就職促進を図るため、創業支援や企業誘致などによる「雇用の場」の確保、そして、雇

用環境を安定させるための「雇用の質」の向上が必要となっています。 
また、国内外から熊本が訪問先に選ばれるためには、本市の強みである歴史・文化や、

清らかな地下水に恵まれた食の魅力を創造・発信しながら、観光ニーズの多様化・個性化

や増大するＭＩＣＥの需要に対応していく必要があります。 
そこで、市民の就業機会が拡充し、生活基盤が安定するよう、地場産業の振興に努める

とともに、本市の特性をいかした創業や起業化支援、企業の経営安定に向けた支援などに

取り組みます。 
特に、地場産業の競争力強化や地場産品の販路拡大、生産力の向上、さらには後継者等

の人材育成等を支援するとともに、本社機能の熊本への移転を促進するなど、新たな活力

を生み出す企業誘致を推進します。 
また、熊本城をはじめとする観光資源の魅力向上や外国人観光客の受入体制を整備する

とともに、地域の伝統文化を保存・継承しながら、新たな文化芸術を創造し、様々な魅力

や情報を発信します。 
さらに、学会・大会、コンサートなどの誘致や国内外との交流を促進し、九州観光の拠

点都市はもちろん、国内外から認められるにぎわいのある都市を目指します。 
 

政策の体系 

 
 
 
 
 
 
 

  

地域経済の発展

交流人口の増加
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第１節 地域経済の発展 

 

現状と課題 

 地域間・企業間の競争が厳しくなる中、商店街通行量は横ばいで推移しているものの、

商業の販売額は減少しており、製造品出荷額も世界金融危機以前の水準までには回復して

いません。 

また、雇用情勢については、雇用のミスマッチや若年者の早期離職が多いなどの状況は

あるものの、政令指定都市移行後の企業立地件数の増加などの効果もあり、就職機会が拡

大し、雇用環境は改善しつつあります。 

 そこで、地場企業の販路拡大等の推進はもとより、主要産業である食品産業や成長産業

の振興を図るほか、関係団体との連携のもと、商店街の活性化に向けた取組を促進してい

くことが必要です。また、若者などの地元企業への就職促進や職業能力の向上支援による

安定した雇用環境の形成のほか、更なる企業誘致活動や立地企業に対するフォローアップ

を行う必要があります。 

 

基本方針 

１ 成長産業の振興 

２ 中小企業への支援 

３ 商業・サービス業の活性化 

４ 企業誘致の推進 

５ 雇用の場の拡大 

 
検証指標 

  
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

基準値

H31

市内総生産額 十億円

H35

2,325
(H24)

検証値

H27

2,541 2,692

単位
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施策の体系 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
事業概要 

【(1) 産学官連携、産業間連携などによる成長産業の振興】 

 ア 食品、医療・介護・健康、環境、クリエイティブの各産業で、産学官連携等による

企業の技術革新、新分野進出などを促進します。 

 

【施策の目標】

【事業展開の基本方針】 【主な取組】

(8) 産業人材の育成

(9) 勤労者への支援

２　中小企業への支援

４　企業誘致の推進

５　雇用の場の拡大

(6) 立地企業への支援

３　商業・サービス業の活性化

(5) 企業立地の促進

(4) 商店街の魅力向上

(7) 就職・就業の支援

(2) 創業・経営革新・事業承継の支援

(3) ものづくり中小企業への支援

地域経済の発展

１　成長産業の振興
(1) 産学官連携、産業間連携などによる成長
　　産業の振興
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【(2) 創業・経営革新・事業承継の支援】 

ア 森都心プラザビジネス支援センターを拠点に中小企業の経営改善や創業支援を行

い、中小企業経営の基盤を強化します。また、商工会議所・商工会をはじめとした関

係機関との連携を図ります。 

 

【(3) ものづくり中小企業への支援】 

ア インキュベータ施設を活用した創業支援のほか、見本市への参加促進など、企業の

販路開拓を支援します。 

 

【(4) 商店街の魅力向上】 

ア 中心商店街のにぎわい創出や、商店街の特性をいかした活性化に向けた取組を促進

します。 

 

【(5) 企業立地の促進】 

ア 本市の優遇制度や立地環境などをＰＲし、積極的に企業誘致に取り組みます。 

 

【(6) 立地企業への支援】 

ア 立地企業のフォローアップの一環として、懇話会などを開催し、立地企業間のネッ

トワーク形成の支援を行います。 

イ 市民向けにコールセンターやＢＰＯセンター等の仕事を体験できる講座などを開

催し、立地企業への就職を促進します。 

 

【(7) 就職・就業の支援】  

ア 若年者などの就業機会拡大を図るため、求人企業とのマッチングやＵＩＪターンの

促進に重点的に取り組みます。 

 

【(8) 産業人材の育成】 

ア 職業訓練などの実施により産業人材の育成に取り組みます。 

 

【(9) 勤労者への支援】 

ア 勤労者の福利厚生の充実を図り、安心して働ける環境づくりに取り組みます。 
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第２節 交流人口の増加 

 

現状と課題 

近年、特別史跡熊本城跡等の歴史的文化遺産の活用に加え、観光ビザの条件緩和や円安、

ＬＣＣ航空便の就航などを背景に、国内のみならず海外からの観光客が増加しています。 
一方、本市における学会・大会などのＭＩＣＥ開催件数は伸び悩み、九州においては福

岡に集中している状況です。 
このような中、２０１９年にはラグビーワールドカップや女子ハンドボール世界選手権

大会をはじめとする、熊本における世界的なスポーツイベントの開催を控えており、本市

は、多くの観光客が訪れ魅力ある都市として成熟していくための大変重要な時期を迎えま

す。 
今後は、観光資源の更なる魅力を創造し、多様化・個性化するニーズへの対応などの観

光客受入態勢の構築を進めるとともに、ＭＩＣＥの誘致促進や施設の充実、さらには滞在

型観光の促進に取り組む必要があります。 
 

基本方針 

１ 観光客やＭＩＣＥの誘致 
２ 観光資源の魅力の創造と向上 
３ 観光客受入態勢の充実 
４ 国際社会への対応 
 

検証指標 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

観光消費額（暦年） 億円
673
(H26)

単位
基準値 検証値

H27 H31 H35

749 852
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施策の体系 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
事業概要 

【(1) 効果的な魅力の発信】 

 ア 公式ウェブ・ＳＮＳ・映像コンテンツなどを活用し、本市の魅力を発信し知名度の
向上を図ります。 

 イ 映像コンテンツの海外市場への出展や和食・伝統工芸のプロモーションなど、国の
クールジャパン戦略と連動した情報発信を図ります。 

 

【施策の目標】

【事業展開の基本方針】 【主な取組】

(4) にぎわいの創出

交流人口の増加

１　観光客やＭＩＣＥの誘致 (1) 効果的な魅力の発信

(2) 連携・協働による観光客誘致活動の展開

(3) ＭＩＣＥ誘致活動の展開

２　観光資源の魅力の創造と向上

(7) 戦略的な海外との交流・連携の推進

(8) 地域国際化の推進

３　観光客受入態勢の充実

４　国際社会への対応

(5) 観光資源の魅力向上

(6) 受入態勢の向上
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【(2) 連携・協働による観光客誘致活動の展開】 

 ア 近隣市町村と連携して、国内主要都市をターゲットとした誘致活動を行います。 
 イ 県や他都市と連携して、海外における戦略的なプロモーションを実施し、国際的な
知名度の向上と外国人観光客の増加を図ります。  

 
【(3) ＭＩＣＥ誘致活動の展開】 

 ア （仮称）熊本城ホールの整備を進め、くまもとＭＩＣＥ誘致推進機構のネットワー
クを強化し、オール熊本によるＭＩＣＥの誘致促進を図ります。 

 イ 県や関係団体と連携し、国際・全国的なスポーツ大会やキャンプの誘致などに取り
組みます。 

 
【(4) にぎわいの創出】 

 ア 中心市街地や水前寺江津湖一帯の魅力向上のため、花火大会などのイベントの開催
を通じたにぎわいの創出を図ります。 

 
【(5) 観光資源の魅力向上】 

 ア 特別史跡「熊本城跡」の歴史的な魅力をいかし、城下町や中心商店街との回遊性の
向上を図ります。 

 イ 本市の強みである歴史・文化や清らかな地下水に恵まれた食の魅力等を観光資源と
して結びつけ、一体的なストーリーを構築し商品化するなど、多様な観光ニーズに対

応した観光資源の磨き上げを進めます。 
 ウ 動植物園において、生態観察の魅力創出に重点的に取り組み、隣接する江津湖の特
性をいかした観光、自然、環境学習の拠点としての利活用を図ります。 

 
【(6) 受入態勢の向上】 

 ア 観光案内所の充実や、多言語対応の観光案内標識及び無料Wi-Fi環境などの整備に
取り組み、外国人も含めた観光客の利便性の向上を図ります。 

 
【(7) 戦略的な海外との交流・連携の推進】 

 ア アジアとの共生・相互発展や、友好姉妹都市をはじめとする世界の先進都市との交
流及び政策的な連携に取り組むなど、海外とのグローバルな交流を戦略的に進めます。 

 
【(8) 地域国際化の推進】 

ア 市民及び在熊外国人に対し、異文化への相互理解を促進し、多文化共生のまちづく

りに取り組むとともに、外国人にも訪れやすいまちを目指します。 

イ 長期的かつ多様な視点からグローバルな人材の育成を推進します。 
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ウ 県や大学コンソーシアム熊本などと連携し、留学生に対する生活及び教育・研究活

動上の支援を充実させ、満足度を高めることで、留学生数の増加を目指します。 
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第７章 豊かな自然環境をいかした活力ある農水産業の振興 

 

本市では豊かな自然条件をいかした多様な農業と水産業が営まれ、全国屈指の園芸産地

を抱えるなど、高い農業産出額を誇っており、生産される良質な農水産物は幅広い関連産

業を支えています。 
しかしながら、農水産業を取り巻く環境は厳しく、安定的な収益の確保をはじめ、将来

的な担い手の不足、土地改良関連施設の老朽化などの多岐にわたる問題を抱えています。 
本市農水産業の強みである園芸農業を振興しつつ、特色ある産地の育成を支援するとと

もに、農漁業経営体の強化、生産基盤などの整備・保全を進めていくことが重要です。 
また、農と食の魅力を創造し、６次産業化・農商工連携の推進などによる農水産物の高

付加価値とブランド化を進める必要があります。 
そこで、安全で良質な農水産物を消費者に安定的、持続的に提供できるよう、後継者育

成や担い手支援の体制を整備します。 
また、農水産物のブランド化や６次産業化などにより競争力を高め、国内外への販路を

拡大し、経営の安定化に向けた支援に取り組みます。 
さらに、自然環境に配慮した循環型農業を推進するとともに、生産基盤の整備を進めま

す。 
 
政策の体系 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

競争力の高い農水産業の振興

持続可能な農水産業のための経営基盤の確立

農と食の魅力創造
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第１節 競争力の高い農水産業の振興 

 

現状と課題 

 本市は全国屈指の園芸産地であり、なす、すいか、みかんなどの農産物は首都圏をはじ

め全国に出荷されています。また、畜産業では、酪農、肉用牛、養豚など多様な経営が営

まれ、県下でも有数の畜産都市となっています。水産業では、有明海の広大な干潟漁場と

沖合漁場において、のり養殖業、採貝業などが盛んに行われています。 

 しかし、総じて販売価格の伸び悩みや生産経費の高止まりなど、厳しい経営環境下にあ

ります。また、農水産業は、環境に負荷をかけるといった側面も有しています。 

このような中、農水産物の生産及び出荷においては、一層の品質向上、低コスト化、生

産性向上など多様な消費者・事業者ニーズへの対応が求められています。また、環境との

調和を図るため、省エネに資する施設や技術の導入・普及、化学肥料・農薬の低減などが

重要な課題として挙げられます。 

 

基本方針 

１ 園芸農業などの地域の特性をいかした農業の推進 

２ 稼げる畜産・水産業の推進 

 
検証指標 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H35

471
(H26)

検証値

H27

478 486

単位

63

農業産出額

漁業生産額

農水産業の生産額（暦年）

基準値

H31

億円
60
(H25)

62

億円
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施策の体系 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業概要 

【(1) 消費者・事業者ニーズに対応した良質な農産物の生産拡大】 

 ア なす、すいか、みかんなどの主力品目の生産を一層拡大するとともに、他の品目に

ついても生産の拡大及び品質向上を推進します。 

 イ 優良品種や新規需要が見込まれる品目・品種などの導入を推進します。 
 ウ 生産現場における講習会等への支援や新技術の情報提供などにより、産地としての
生産技術を維持・向上させます。 

 

【(2) 安定した農業生産・集出荷の推進】 

 ア 農産物を安定生産するため、低コスト耐候性ハウスや省力化施設・機械の導入を促

進します。 

 イ 集出荷施設や共同利用施設などの再編整備・維持管理を支援します。 

 ウ 農業における危機管理として、農業災害対策、家畜伝染病対策、病虫害対策、鳥獣

被害対策などに取り組みます。 

 

【(3) 環境に配慮した農業及び安全・安心な農産物づくりの推進】 

 ア 石油代替エネルギーや省エネに資する施設、技術の普及などにより循環型農業を推

進します。 

【施策の目標】

【事業展開の基本方針】 【主な取組】

競争力の高い農水産業の振興

１　園芸農業などの地域の特性をいかした農業の推進
(1) 消費者・事業者ニーズに対応した良質な
　　農産物の生産拡大

２　稼げる畜産・水産業の推進

(5) 漁業生産に係る支援

(4) 収益性の高い畜産業の推進

(2) 安定した農業生産・集出荷の推進

(3) 環境に配慮した農業及び安全・安心な
　　農産物づくりの推進
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 イ 適正施肥や家畜排せつ物の適切な処理などにより、地下水への硝酸性窒素負荷の低

減を推進します。 

 ウ 化学農薬・化学肥料の削減や堆きゅう肥を用いた土づくりなどを推進し、安全・安

心な農産物の生産を推進します。 

 

【(4) 収益性の高い畜産業の推進】 

   ア 高品質な畜産物の生産に資する優良牛などの導入を推進します。 

   イ 飼料高騰対策として、耕畜連携による自給飼料の作付けなどを推進します。 
 

【(5) 漁業生産に係る支援】 

   ア 温暖化など気象海況の変動に対応するため、養殖スケジュールの見直しを推進しま

す。 

   イ 市場価値の高い魚種の種苗放流を推進して、水産資源の増殖を図ります。 

 ウ 漁場環境や干潟漁場の資源量などを調査して漁業者への情報提供を行います。 
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第２節 持続可能な農水産業のための経営基盤の確立 

 

現状と課題 

 全国的に高齢化が進む中、農水産業においても農漁業者の高齢化が進行しています。本

市では、全国と比較して若年層や担い手が多い状況ではありますが、将来的には担い手の

不足が懸念されます。また、基盤整備が進んでおらず生産性の低い地域や、高齢化などに

より集落機能が低下している地域が一部で見受けられます。 

  今後は、新規の農漁業後継者の育成、担い手の確保が重要な課題となります。また、生

産基盤や土地改良関連施設の整備、農地の集積・集約化とともに、農地、土地改良関連施

設などの継続的な保全、施設や機械の長寿命化を推進する必要があります。さらに、ＴＰ

Ｐなどのグローバル化への対応も求められています。 

 

基本方針 

１ 経営体の強化 

２ 生産基盤の整備・保全 

 
検証指標 

 
 
 

 
施策の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

【施策の目標】

【事業展開の基本方針】 【主な取組】

(4) 漁場及び漁港施設の整備・保全の推進

２　生産基盤の整備・保全
(3) 農地及び土地改良関連施設整備・保全の
　　推進

持続可能な農水産業のための経営基盤の
確立

１　経営体の強化 (1) 担い手の育成・確保の推進

(2) 経営の安定化

販売農家１戸当たりの出荷額（推計）（暦年） 万円
895
(H26)

968 1,025

単位
基準値 検証値

H27 H31 H35
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事業概要 

【(1) 担い手の育成・確保の推進】 

 ア 新規の農漁業後継者や認定農業者などの担い手を育成・確保しつつ、経営規模の拡

大を支援します。 

 イ 共同で営農を行う集落営農組織の育成を行い、法人化を支援します。 
 ウ 若手や女性の農漁業者による研修会活動などを支援します。 

 

【(2) 経営の安定化】 

 ア 農地の有効利用や担い手への農地の集積・集約化を推進し、生産力を強化します。 

 イ 国の制度資金や補助事業を活用し、経営の安定化や規模拡大を支援します。 

 

【(3) 農地及び土地改良関連施設整備・保全の推進】 

 ア 基盤整備事業、土地改良関連施設の整備・保全、農地の集積・集約化を推進します。 

 イ 国の支援制度の活用等により集落機能を維持・活性化させ、農地・農道・水路など
の保全を推進します。 

 ウ 基盤整備や耕作放棄地の再生利用などの推進により、耕作放棄地の解消を推進しま
す。 

 

【(4) 漁場及び漁港施設の整備・保全の推進】 

 ア 漁場再生や漁港施設の整備を推進し、生産性の向上や災害の発生を防止します。 
 イ 漁港施設の適切な維持管理・補修・更新を行い、機能保全と長寿命化を推進します。 

 ウ 使いやすい漁港を目指し、干潮時でも出入りできる水深の維持や船舶の係留施設の

改良などを行うとともに、海岸環境を保全します。 
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第３節 農と食の魅力創造 

 

現状と課題 

 本市では園芸品目を中心に高品質の農水産物が豊富に生産されていますが、大都市圏を

中心に販売されることが多いため、地元農水産物に対する市民の認知度はあまり高くあり

ません。一方で、消費者の農水産物や食への関心や期待は非常に高まっています。 

 市民の認知度を高めるためには、熊本市産の良質な農水産物に、生産地域、生産者、食

文化等の多彩な情報を組み合わせた農と食の魅力の創造、市民への効果的な情報の発信な

どが重要です。また、６次産業化・農商工連携による農水産物の高付加価値化やブランド

化、販路拡大を進めていくことが求められています。 

 

基本方針 

１ 生産者と消費者の交流の拡大 

２ ６次産業化・農商工連携の推進 

 
検証指標 

 
 
 
 
 

施策の体系 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

【施策の目標】

【事業展開の基本方針】 【主な取組】

(3) 地元農水産物を利用した新商品開発

(4) 地元農水産物の流通拡大の推進

２　６次産業化・農商工連携の推進

農と食の魅力創造

１　生産者と消費者の交流の拡大
(1) 農水産業や食をテーマにした情報発信と
　　交流促進

(2) 地産地消の推進

検証値

H27 H31 H35

上昇 上昇地元の農水産物を優先的に選ぶ市民の割合 ％ 82.1

単位
基準値
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事業概要 

【(1) 農水産業や食をテーマにした情報発信と交流促進】 

 ア 地元農水産物等を商談会やイベントなどで情報発信することにより、販路の拡大や

食産業の振興につなげます。 

 イ 農業体験交流、干潟体験等、生産者と消費者などとの交流を促進するイベントを実

施します。 

   ウ 自然環境、伝統文化、農地などの地域資源を活用した取組を支援し、地域活性化や

定住にもつながる交流人口の増加を推進します。 

 

【(2) 地産地消の推進】 

 ア 直販所の拡充等により地元農水産物を購入する機会を市民などに提供することで、

地域内流通と消費拡大を推進します。 

 イ 学校給食等での地元農水産物の活用、飲食店などと連携した地域内流通の仕組みづ

くりを推進します。 

 

【(3) 地元農水産物を利用した新商品開発】 

 ア 地元農水産物を利用した加工・新商品開発を支援し、未利用資源の活用や農水産物

の高付加価値化を促進します。 

 イ 農家や事業者を対象としたセミナーや講習会を開催し、６次産業化や農商工連携に

取り組みます。 

 

【(4) 地元農水産物の流通拡大の推進】 

 ア 生産者と飲食店及び流通業者などを直接つなぐ新たな形態の流通・消費を推進する
ことにより、市農水産物の国内外への流通拡大を図ります。 

 イ 海外での商談会・展示会などに参加し、アジアをターゲットとした農水産物・加工

品の販路拡大を図ります。 

 ウ 大消費地における地元農水産物の効果的な販売・ＰＲ活動を推進します。 
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第８章 安全で利便性が高い都市基盤の充実 

 
本格的な人口減少社会の到来が予想されており、今後は、高度経済成長期に拡大してき

た市街地における人口密度の低下に伴い、公共交通、医療・福祉・商業など都市機能の維

持が難しくなることが懸念されています。また、都市インフラの維持にかかる都市経営コ

ストの増大により十分な市民サービスの提供が困難になるなど、都市活力が衰退する可能

性も懸念されています。 
このような中、都市に必要な機能はますます多様化しており、個性的で魅力的なまちづ

くりが求められています。また、利便性の高い生活環境を確保することはもとより、災害

に強い都市基盤を充実させていく必要があります。 
また、市民が安心して快適に暮らせるよう、災害に強く安全で秩序ある市街地の形成を

図るとともに、道路、公園、上下水道、河川など都市施設の整備や良好な居住環境の形成

に努めます。特に、既存ストックの利活用の観点から施設の長寿命化など効率的で適正な

維持管理を推進します。 
さらに、公共交通については、基幹公共交通の定時性、速達性等の機能を強化するとと

もに、利用しやすい生活路線の確保や交通不便地域、空白地域における交通手段の確保な

ど、市民の移動の利便性向上に努めます。さらに、九州中央に位置する交流拠点都市にふ

さわしい幹線道路や広域交通網の整備を図ります。 
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政策の体系 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

安全でおいしい水道水の安定供給

総合的な汚水処理対策による良好な水環境の実現

計画的な都市づくり

魅力と活力のある中心市街地の創造

だれもが安心して移動できる公共交通体系の確立

良好な道路環境の実現

洪水や都市型水害による被害の防止・軽減

豊かな住生活の実現
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第１節 計画的な都市づくり 

 

現状と課題 

 九州の中核をなす交流拠点都市として発展を続ける中、今後は、人口減少・超高齢社会

の到来により、商業や公共交通などの日常生活サービス機能の維持が困難になることが予

想されます。 
このため、中心市街地や地域拠点に様々な都市機能を維持・確保するとともに、中心市

街地や地域拠点と連携した交通ネットワークの形成を図ることによる「多核連携都市」を

実現し、持続可能な都市を形成していく必要があります。 
 また、地域の特性をいかした良好な景観の形成を総合的に推進し、歴史と文化にはぐく

まれた熊本の美しい景観づくりが重要となっています。さらには、市民ニーズの多様化に

対応した公園整備や、地域活動の拠点機能を備えた憩いの空間の充実などが求められてい

ます。 
 

基本方針 

１ 都市機能の維持･確保と適正な土地利用の推進 
２ 良好な都市景観の形成 
３ 市民の憩いの場となる空間の提供 
 

検証指標 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H27

60.7 60.7

単位
基準値

H31

居住誘導区域内の人口密度（住民基本台帳ベース） 人／ha

H35

60.7

検証値
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施策の体系 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

事業概要 

【(1) 多核連携都市づくりの推進と適正な土地利用への誘導】 

 ア 暮らしやすさを維持向上させるため、多核連携都市の実現に向けた取組を推進しま
す。 

 イ 自然環境や農水産業と調和しつつ、土地利用計画制度を活用し、都市計画法に基づ
き適正に土地利用を誘導します。 

 
【(2) 良好な市街地の整備】 

 ア 土地区画整理事業への支援・指導を行うとともに、活力ある市街地整備を行います。 
   イ 開発許可制度に基づき、適法・適正な審査、指導を行います。 
 
【(3) 地域の特性に即した都市景観の保全、育成、創造】 

 ア 景観法に準拠した景観計画に基づき、適正な審査、指導を行います。 
 イ 歴史的建造物等の保存に努めるなど、熊本らしい景観の保全、育成を行います。 
 ウ 屋外広告物条例に基づく、適正な許認可事務や是正指導を行います。 

 
【(4) 市民協働、民間活力の導入による公園の管理運営と魅力ある公園づくり】 

   ア 市民協働や民間活力の導入などによる管理運営を実施します。 

【施策の目標】

【事業展開の基本方針】 【主な取組】

(5) 水前寺江津湖公園の保全と利活用の推進

(4) 市民協働、民間活力の導入による公園の
　　管理運営と魅力ある公園づくり

(2) 良好な市街地の整備

２　良好な都市景観の形成
(3) 地域の特性に即した都市景観の保全、
　　育成、創造

計画的な都市づくり

１　都市機能の維持・確保と適正な土地利用の推進
(1) 多核連携都市づくりの推進と適正な土地
　　利用への誘導

３　市民の憩いの場となる空間の提供
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 イ 公園不足地域の解消と既存公園の有効活用に取り組みます。 
 ウ 防災拠点機能や地域活動の拠点機能という視点を踏まえ、幅広い年代が利用しやす
い安全・安心で魅力的な公園を提供します。 

 
【(5) 水前寺江津湖公園の保全と利活用の推進】 

 ア 水前寺江津湖公園の保全と利活用を推進し、市民のみならず多くの利用者が憩える
場の創出を図ります。 
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第２節 魅力と活力のある中心市街地の創造 

 

現状と課題 

 近年、中心市街地の歩行者数は横ばいで推移しているものの、郊外大型店舗の立地など

による中心市街地の活力低下が懸念されています。このような中、熊本駅周辺部において

は、九州新幹線の全線開業や熊本駅前東Ａ地区市街地再開発等により「くまもとの玄関口」

が形成されつつあり、また、中心部においては桜町地区の民間再開発や花畑地区の広場整

備などが進められています。 
 中心市街地の活性化に当たっては、中心部と熊本駅周辺部双方の回遊性を高めるような

一体的なまちづくりを進め、中心市街地全体の更なるにぎわい創出や魅力ある都市空間の

形成を図る必要があります。 
 

基本方針 

１ 活力ある「くまもとの顔」づくり 
２ 魅力ある「くまもとの玄関」づくり 
 

検証指標 

 
 
 
 

 

施策の体系 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【施策の目標】

【事業展開の基本方針】 【主な取組】

魅力と活力のある中心市街地の創造

１　活力ある「くまもとの顔」づくり
(1) 中心市街地のにぎわい創出と回遊性の
　　 向上

(2) 鹿児島本線等連続立体交差の促進と
　　熊本駅白川口（東口）駅前広場の整備

(3) 熊本駅周辺のまちづくりの推進

２　魅力ある「くまもとの玄関」づくり

単位
基準値 検証値

H27 H31 H35

中心市街地の通行量（中心商店街２６地点、熊本駅前３地点の合計） 人 695,892745,000758,000
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事業概要 

【(1) 中心市街地のにぎわい創出と回遊性の向上】 

   ア 中心市街地活性化協議会などと連携し、中心市街地の活性化を推進します。 
 イ 中心市街地のにぎわい創出や回遊性の向上に寄与する民間再開発事業等の促進や
広場などの整備を推進します。 

 

【(2) 鹿児島本線等連続立体交差の促進と熊本駅白川口（東口）駅前広場の整備】 

ア 市街地の一体的発展と交通の円滑化を図るため、鹿児島本線などの連続立体交差を

促進します。 
 イ 連続立体交差の完成に合わせ、交通の円滑化や乗換え利便性の向上を図るとともに、
熊本の陸の玄関口にふさわしい空間を備え、にぎわい創出の拠点となる駅前広場を整

備します。 
 ウ 連続立体交差で生まれるＪＲの高架下空間の有効活用を積極的に行うことにより、
駅の利便性向上と地域の活性化を図ります。 

 
【(3) 熊本駅周辺のまちづくりの推進】 

ア 熊本駅周辺の魅力あるまちづくりを進めるため、熊本駅西地区の土地区画整理によ

り安全で快適な居住環境の形成を図ります。 
イ ユニバーサルデザインや緑のうるおい空間に配慮しながら魅力あるまちづくりを

進めるとともに、良好な都市空間を創出するため、公共空間の整備に加えて、民有空

間の開発誘導を行っていきます。 
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第３節 だれもが安心して移動できる公共交通体系の確立 

 

現状と課題 

 超高齢社会の進行等により、今後、自家用車による移動が困難な人が増えていくことが

予想される中、鉄道や市電、路線バスなどの公共交通機関が地域社会に果たす役割はます

ます重要となります。しかしながら、バス利用者を中心として公共交通機関の利用者数は

減少傾向にあり、地域公共交通の維持・確保などが喫緊の課題となっています。 
 このような中、私たち一人ひとりが公共交通の担い手としての自覚を持ち、市民・事業

者・行政等の適切な役割分担のもと、多核連携都市における公共交通ネットワークの再構

築や公共交通機関の利便性の向上、利用環境の改善などに取り組み、将来にわたりだれも

が安心して移動できる公共交通体系を確立していくことが必要です。 
 

基本方針 

１ 持続可能な公共交通網の形成及び公共交通の利便性向上 
 

検証指標 

 
 
 
 

 

施策の体系 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【施策の目標】

【事業展開の基本方針】 【主な取組】

(3) 公共交通機関の利用促進

(4) 公共交通空白地域などへの対応

だれもが安心して移動できる公共交通体系
の確立

１　持続可能な公共交通網の形成及び公共交通の
     利便性向上

(1) 公共交通ネットワークの維持・再構築

(2) 主要交通拠点などの整備促進

公共交通機関の年間利用者数 千人／年度
55,436
(H26)

単位
基準値 検証値

H27 H31 H35

55,302 54,933
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事業概要 

【(1) 公共交通ネットワークの維持・再構築】 

 ア 公共交通ネットワークの維持・確保に係る民間事業者への支援やバス路線の再構築
などを推進することにより、持続可能な公共交通網の形成を目指します。 

 イ 定時性の向上策や市電延伸などを検討し、中心部から各方面に伸びる基幹公共交通
の機能強化を図ります。 

 ウ 公共車両優先システム拡充や運行ダイヤの改善など公共交通機関の利便性を高め
ます。 

 
【(2) 主要交通拠点などの整備促進】 

 ア 熊本交通センターやＪＲ熊本駅など主要交通拠点における公共交通機関相互の結
節性を高めます。 

 イ 中心市街地から放射状に伸びる各基幹軸の特性に応じ、多様な乗換拠点の整備検討
を進めます。 

 ウ 駅や空港、港湾など広域交通拠点の整備促進やアクセスの強化を図ります。 
 
【(3) 公共交通機関の利用促進】 

 ア 市民などに対して、自家用車から公共交通機関への利用転換を促進します。 
 イ 利便性の向上に向け、電停等の改良や、事業者などと連携したパークアンドライド
やロケーションシステムの導入を進めます。 

 
【(4) 公共交通空白地域などへの対応】 

 ア 公共交通の利用が困難な公共交通空白地域などへのコミュニティ交通の導入及び
導入支援に努めます。 

 イ 公共交通網全体との整合を図りつつ、地域の実情に応じた新たなコミュニティ交通
の導入検討を進めます。 
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第４節 良好な道路環境の実現 

 

現状と課題 

 本市では、慢性的な交通渋滞への対策として、環状道路をはじめとした幹線道路等を整

備するとともに、歩行者や自転車が安全に道路を利用できるよう自転車専用通行帯等の整

備や無電柱化などを進めています。また、市内中心部の放置自転車対策として放置禁止区

域の指定や駐輪場確保に取り組んでいます。 
 今後は、幹線道路の整備やＪＲ鹿児島本線等の連続立体交差と併せた周辺道路の整備、

高齢者・障がい者・子どもなど全ての人にやさしい道路空間の構築を推進する必要があり

ます。さらには、老朽化の進む道路施設の適切な維持管理、中心部や郊外部における駐輪

対策などにも取り組む必要があります。 
 

基本方針 

１ 円滑な道路交通の実現 
２ 安心・安全な道路の実現 
 

検証指標 

 
 
 
 
 

施策の体系 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【施策の目標】

【事業展開の基本方針】 【主な取組】

(3) 自転車利用環境の向上

(4) 道路施設などの維持管理と財産の管理

良好な道路環境の実現

１　円滑な道路交通の実現 (1) 都市の基盤となる幹線道路網の整備

２　安心・安全な道路の実現 (2) 安全で快適な生活道路・歩行空間の整備

検証値

H27 H31 H35

渋滞時における自動車の平均走行速度 ｋｍ／ｈ 23.1 25.0 28.0

単位
基準値
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事業概要 

【(1) 都市の基盤となる幹線道路網の整備】 

   ア 熊本都市圏の骨格となる２環状１１放射道路網やスマートインターチェンジの整
備を国や県と連携し進めます。 

 イ 都市計画道路や幹線道路の整備を計画的かつ効率的に進めます。 
 
【(2) 安全で快適な生活道路・歩行空間の整備】 

 ア 良好な生活環境を確保するための道路整備を進めます。 
 イ 電線共同溝の整備を進め、災害に強いまちづくりと快適な歩行空間の創出を両立さ
せます。 

   ウ 人にやさしい道路空間の創出のため、歩道の整備やバリアフリー化などを進めます。 
 
【(3) 自転車利用環境の向上】 

 ア 自転車の利用促進及び歩道における歩行者の安全確保のため、自転車走行環境の整
備を進めます。 

   イ 民間による駐輪場運営を促進するとともに、駐輪場利用の促進のため駐輪場案内シ
ステムを運用します。 

ウ 放置自転車の解消と自転車利用者の駐輪マナー向上のための広報、啓発、指導など

を行います。 
 
【(4) 道路施設などの維持管理と財産の管理】 

 ア 橋梁の長寿命化計画に基づき、適切な維持管理を進めます。 
 イ 幹線道路における舗装打換を計画的に進め、適切な維持管理を行います。 
 ウ 道路施設（トンネル、案内標識、道路照明灯、街路樹、横断歩道橋、擁壁など）を
点検し、適切な維持管理を行います。 

 エ 道路や里道・水路の適正な財産管理を行うとともに、占用物の適正な管理・指導を
行います。 

 オ 道路台帳の計画的な整備及び適切な更新を行います。 
カ 地籍調査による市民及び公共の土地情報の保全、管理を行います。 
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第５節 洪水や都市型水害による被害の防止・軽減 

 

現状と課題 

 本市には、中心市街地を流れる白川や坪井川をはじめ、緑川や加勢川など、国や県が管

理し整備を進めている大きな河川があります。このような中、本市は降雨時の増水による

氾濫を防ぐため、市が管理する中小河川や排水路の整備を行うととともに、国や県が管理

する河川の整備を促進しています。 
 しかしながら、九州北部豪雨災害に代表されるように、近年頻発する局地的かつ短時間

の大雨による道路冠水や宅地の浸水は増加傾向にあります。そこで、国・県・市により、

環境に配慮した河川整備や住宅地などでの浸水対策をより一層推進していく必要がありま

す。 
 
基本方針 

１ 計画的な河川の整備 
２ 浸水対策の推進 
 

検証指標 

 
 
 
 
 

施策の体系 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【施策の目標】

【事業展開の基本方針】 【主な取組】

洪水や都市型水害による被害の
防止・軽減

１　計画的な河川の整備 (1) 環境に配慮した河川整備の推進

２　浸水対策の推進 (2) 雨水排水施設の整備

(3) 雨水流出抑制対策の推進

検証値

H27 H31 H35

市街化区域における浸水区域の解消率（時間雨量６０ｍｍ以下における浸水解消） ％ 51.9 53.3 57.8

単位
基準値
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事業概要 

【(1) 環境に配慮した河川整備の推進】 

 ア 災害に強い河川を目指し、計画的に改修を行います。また、自然環境に配慮した水
辺空間の形成に努めます。 

 イ 国県の管理河川の整備を促進するとともに、白川沿いを散策できるまちづくりを関
係機関と協力して推進します。 

 ウ 河川協力団体制度等を活用して、河川等の清掃や除草などの管理を地域で行えるよ
うに取り組みます。 

 
【(2) 雨水排水施設の整備】 

 ア 市街化区域内の道路の冠水や住宅地の浸水を防止するため、排水路などの整備を行
います。 

 イ 浸水被害を解消するため、排水機場などの整備、並びに適正な運転及び維持管理を
行います。 

 
【(3) 雨水流出抑制対策の推進】 

 ア 都市型水害を軽減するため、雨水貯留浸透施設などの浸水対策施設の整備促進及び
適切な維持管理を行います。 

 イ 流出抑制効果による水害の軽減と地下水の保全を図るため、雨水浸透桝の普及を促
進します。 
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第６節 豊かな住生活の実現 

 

現状と課題 

 少子高齢化の進行や人口減少社会の到来、さらに、高度成長期からバブル期に建設され

たマンション等の建築物の老朽化、空き家の増加など、今後も様々な要因に伴う居住環境

への影響が懸念されるとともに、民間の住宅・建築物の耐震化が十分に進んでいない状況

にあります。 
 このような中、良好な居住環境を形成するためには、増加する空き家の対策や住宅性能

の向上などの支援が必要です。 
 また、民間の住宅・建築物の耐震化を促進するとともに、市有建築物の効率的かつ計画

的な保全に取り組み、増大する維持費用の軽減に努める必要があります。 
 
基本方針 

１ 良好な居住環境の形成 
２ 建築物の安全対策の推進 
３ 良好な市営住宅などの供給 
 

検証指標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検証値

H27 H31 H35

住まいの満足度（住んでいる住宅の満足度） ％ 60.5 62.5 64.5

単位
基準値
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施策の体系 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業概要 

【(1) 住宅に関する情報の提供と良質な住まいづくりの推進】 

 ア 高齢者や障がい者などが安心して住み続けられる住宅の供給促進を図ります。 
 イ 住宅市場の活性化を図るため、耐震性能や省エネルギーなどに対応した良質な住宅
の供給を促進します。 

 ウ 利便性の高いまちづくりや、本市の特徴をいかした住環境づくりなどと連携した住
宅政策を推進します。 

【施策の目標】

【事業展開の基本方針】 【主な取組】

豊かな住生活の実現

１　良好な居住環境の形成
(1) 住宅に関する情報の提供と良質な住まい
　　づくりの推進

(2) 空き家の予防や利活用などの推進

(3) 良好な居住環境への誘導

２　建築物の安全対策の推進 (4) 建築物の耐震化の推進

(5) 安全・安心で利用しやすい市有建築物の
　　 整備

(6) 計画的な保全による市有建築物の
　　長寿命化

(7) 市営住宅の計画的な建て替え

(8) 市営住宅などの適切な維持管理

３　良好な市営住宅などの供給
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【(2) 空き家の予防や利活用などの推進】 

  ア 空き家化の予防に努めるとともに、空き家の流通促進や除却に加え、地域資源とし
ての活用などを総合的に推進します。 

 
【(3) 良好な居住環境への誘導】 

 ア 建築関係の法令に関する意識向上を図るため、適切な指導や啓発などに努めます。 
 イ 管理不全となる家屋などの増加を防ぐため、良好な状態を維持していくための適正
管理を促進します。 

 
【(4) 建築物の耐震化の推進】 

 ア 地域と連携した周知・啓発活動や補助制度の拡充などに取り組み、民間の住宅・建
築物の耐震化を図ります。 

 イ 市有建築物の計画的な耐震化を進めます。 
 
【(5) 安全・安心で利用しやすい市有建築物の整備】 

 ア 市有建築物の整備に当たっては、バリアフリーなど施設利用者に配慮した設計に取
り組みます。 

 
【(6) 計画的な保全による市有建築物の長寿命化】 

 ア 建築物及び建築設備の各種点検を適切に実施し、確認された不具合の早急な改善を
施設管理者に促します。 

 イ 市有建築物の更新に備えた効率的な保全計画の策定に取り組み、建築物の長寿命化
と財政支出の軽減を図ります。 

 
【(7) 市営住宅の計画的な建て替え】 

 ア 老朽化した市営住宅の計画的な建て替えを進め、高齢化に対応したバリアフリー化
など住環境の改善に努めます。 

 
【(8) 市営住宅などの適切な維持管理】 

 ア 市営住宅の適切な修繕や入居管理など、入居者の良好な居住環境の維持に努めます。 
 イ 計画的な修繕、設備の更新により、市営住宅の長寿命化を図るための改善を進めま
す。 
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第７節 安全でおいしい水道水の安定供給 

 

現状と課題 

本市は、「日本一の地下水都市」と称されるように、水道水源の全てを地下水で賄ってお

り、良質でおいしい水を供給しています。 
 一方、水道管や水道施設の老朽化に加え、節水意識の向上等による水需要の減少や地震

などの大規模災害への対応が求められています。 

 今後は、経営安定化を図りつつ、水道施設の適切な維持管理、水道水源の保全、未普及

地区への整備、地震対策等の危機管理体制強化などに努める必要があります。 

 

基本方針 

１ 水道施設の適切な維持管理と整備 

２ 水質の保全 

３ 災害に強い水道の確立 

 
検証指標 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

水の有効率 ％ 91.3 93 95

水道水をそのまま飲む人の割合 ％ 50 55 60

単位
基準値 検証値

H27 H31 H35
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施策の体系 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業概要 

【(1) 老朽化施設の計画的な更新】 

   ア 水の有効活用や水道水の安定供給を確保するため、老朽配水管などの計画的な更新

を行います。 

 

【(2) 水道施設の維持管理】 

 ア 水の有効活用のため、計画的な漏水防止対策を実施します。 

 

【(3) 水道施設の普及推進】 

 ア 未普及地区への整備を推進するとともに、水道施設の能力強化などを行います。 

 

【(4) 安全な水道水の供給】 

  ア 水道水の徹底した品質管理を行うとともに、マンションやビルの管理者に対し、直

結給水方式への変更を促します。 

【施策の目標】

【事業展開の基本方針】 【主な取組】

(3) 水道施設の普及推進

３　災害に強い水道の確立

２　水質の保全 (4) 安全な水道水の供給

(5) 水道水源の保全

(6) 地震対策の推進

安全でおいしい水道水の安定供給

１　水道施設の適切な維持管理と整備 (1) 老朽化施設の計画的な更新

(2) 水道施設の維持管理
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【(5) 水道水源の保全】 

ア 将来にわたり安全で安心な水道水を安定的に供給していくため、関係機関との連携

を図り、地下水保全に取り組みます。 

 

【(6) 地震対策の推進】 

 ア 基幹管路等の水道施設や水道管の耐震化を計画的に進めるとともに、給水拠点など

の整備、応急給水体制の充実に努めます。 
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第８節 総合的な汚水処理対策による良好な水環境の実現 

 

現状と課題 

 本市の下水道事業は、市域の拡大に伴い整備を進め、快適な生活環境と海・川・湖など

の公共用水域の水質を守っています。 
 市民の快適な生活環境を守るため、今後も未普及地区への整備を進めるとともに、老朽

化した下水道施設については、計画的な改築・更新を行い、効率的かつ安定的な維持管理

に努めていく必要があります。 
 また、高度処理施設の導入により、さらに水質を改善するとともに、環境にやさしい下

水道として、下水処理の過程で発生する消化ガス・汚泥などの下水道資源を有効に活用す

る必要があります。 
 

基本方針 

１ 良好な水環境に向けた汚水処理施設の整備 

２ 下水道施設の効率的な維持管理 

３ 環境にやさしい下水道資源の有効活用 

 
検証指標 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

検証値

H27 H31 H35

汚水処理率（公共下水道普及率＋合併処理浄化槽普及率＋農業集落排水普及率） ％
95.2
(H26)

96.2 98.9

単位
基準値
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施策の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業概要 

【(1) 公共下水道の整備】 

  ア 生活環境の改善や海・河川などの公共用水域の水質保全を図るため、下水道計画区

域内の未普及地区の整備を行います。 

 

【(2) 合併処理浄化槽の普及促進】 

  ア 単独処理浄化槽やくみ取り便槽を合併処理浄化槽へ転換する者に対しての支援の

充実を図り、転換を進めます。 

 

【(3) 高度な汚水処理】 

  ア 有明海の水質改善に向けて下水道高度処理施設を導入します。 

 

【(4) 下水道施設の維持管理】 

  ア 下水道管、ポンプ場、浄化センターの長寿命化対策、不明水対策などを行います。 

【施策の目標】

【事業展開の基本方針】 【主な取組】

総合的な汚水処理対策による良好な
水環境の実現

１　良好な水環境に向けた汚水処理施設の整備 (1) 公共下水道の整備

(2) 合併処理浄化槽の普及促進

(3) 高度な汚水処理

２　下水道施設の効率的な維持管理 (4) 下水道施設の維持管理

(5) 下水道施設の耐震化

３　環境にやさしい下水道資源の有効活用 (6) 下水道資源の有効活用
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【(5) 下水道施設の耐震化】 

 ア 下水道管・ポンプ場・浄化センターの耐震化や浸水対策を推進します。 

 

【(6) 下水道資源の有効活用】 

  ア 環境保全に配慮した取組として、下水処理水の農業用水などへの利用を進めるとと

もに、下水汚泥や消化ガスが持つ資源・エネルギーを有効活用します。 
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Ⅵ 危機管理 
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 危機管理体制の強化 

近年、風水害や地震等の自然災害をはじめ、大規模な事故や事件、新たな感染症や食品

等による健康被害など、さらには武力攻撃事態など、市民の生命、身体及び財産に重大な

被害を及ぼす恐れのある危機事象は、多様化しています。 
このような様々な危機事象から、市民生活の安全を守るためには、平常時から危機事象

の発生に備えることが必要です。また、危機事象発生時には関係機関及び市民との連携に

より迅速かつ的確な対応を行い、被害を最小限に抑えるなどの対策が必須となります。そ

のため、総合的な危機管理体制の構築を進める必要があります。 
 
基本方針 

ア 危機事象に対応するため、関係機関及び市民との連携を図ります。 
イ 危機管理に関する基本的な指針を示し、総合的な危機管理体制を構築します。 
ウ どのような危機事象へも即応できる体制を整えます。 

 

事業概要 

【(ｱ) 危機管理の段階に応じた対応】 

a 平常時から自然災害への事前対策、広域にまたがる環境被害や感染症など様々な危機

事象を想定した事前対策（危機事象に対する調査、対応計画・行動マニュアル等の作

成や点検・確認、想定訓練の実施、関係機関並びに市民・事業者との情報交換、連携・

協力体制の強化など）に最善を尽くすとともに、緊急対策及び事後対策の準備に万全

を期すよう努めます。 

b 危機事象が発生した場合、市民の生命の安全確保を最優先するとともに、被害や影響

を最小限にとどめるため、専門体制の組織化、情報の収集・分析、対処方針の決定、

緊急対策の実施、関係機関との連携及び公共機関への応援要請、市民への迅速かつ的

確な情報提供などの緊急対策を迅速に実施します。 

c 危機事象が収束した後には、市民生活の速やかな回復を図るため被災者等を援護する

とともに、危機事象の再発防止、被害の軽減の観点から、危機事象発生による被害、

影響などを総合的に検証し、各事象に対応する計画や行動マニュアル、危機管理体制

の見直しを行い、次の危機事象に備えます。 

 

【(ｲ) 危機事象に対応できる体制づくりのための役割分担】 

a 市民、地域団体は、平常時から様々な危機事象や危機管理について学んだり考えた

りする機会に積極的に参加するほか、避難要具や非常食等を身近に確保するなど、個

人・各家庭において非常時に備えます。また、日頃から自主防災クラブなど地域団体

間の連携を促進するとともに、避難訓練などを通じて自助・共助の精神をさらに高め、

危機事象が生じた際には、被害者の援助や被害を最小限に食い止めることに努めるも
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のとします。 

b 事業者は、管理する施設、組織などにおける危機事象の発生を抑止するとともに、

その能力を活用して市の危機管理に積極的に協力するよう努めます。また、地域社会

の一員として、積極的に市民、地域の各種団体などと相互に連携・協力するよう努め

るものとします。 

c 市の基本的責務は、市民の生命、身体及び財産の安全を確保することです。そのた

め、市の有する全ての機能を十分に発揮するとともに、国、県、他の地方公共団体、

その他の関係機関などと相互に連携、協力し、危機事象に係わる対策を総合的かつ横

断的に推進する体制を整えます。また、法令に基づく計画並びにそれぞれの計画の実

施に当たって必要な細部計画やマニュアルなどを策定し、取るべき行動をわかりやす

く整理し、それに基づき適切に対処します。さらに、職員においては、常に危機管理

に関する知識･技能の習得に努め、危機事象発生時は、直ちに従事します。 
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Ⅶ 震災復興計画 
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■第１章 はじめに 

 

１ 計画策定の趣旨  

平成２８年４月１４日及び１６日に発生した平成２８年熊本地震（以下「熊本地震」と

いう。）からの復旧・復興に当たっては、市民・地域・行政が心を一つにしなければなり

ません。 

この熊本市震災復興計画（以下「復興計画」という。）は、市民・地域・行政が自然災

害の脅威についての認識を共有した上で、総力をあげて早期の復旧を目指し、新しい熊本

市の実現に向けて歩みを進めていくための基本的な考え方を示すとともに、取り組むべき

主要な施策や具体的な取組を体系的にまとめ、復旧・復興を着実に推進していくために策

定するものです。 

 

 

２ 計画の対象地域  

現行（平成２８年４月１日現在）の市域を基本とし、必要に応じて広域的な対応を図り

ます。 

 

 

３ 計画の位置付け  

私たちは、熊本地震に伴う様々な経験を通じて、改めて地域が持つ力・市民一人ひとり

が持つ力の大きさと重要性を実感したところであり、「地域主義」をまちづくりの基本理

念とした熊本市第７次総合計画（以下「総合計画」という。）（平成２８年度～平成３５年

度）の基本構想に掲げるめざすまちの姿「上質な生活都市」の実現は、震災後の本市にお

いても変わることのない目標です。 

そこで、「上質な生活都市」を実現するための施策や具体的な取組を体系化し、その取組

を計画的に推進していくため、総合計画に復旧・復興の視点を取り入れた復興計画を策定

し、これを総合計画の前期基本計画の中核として位置付けます。 

そして、復興計画を除く基本計画に掲げる施策等については、今後策定する実施計画に

おいて、事業の実施時期・規模等を必要に応じて見直し、復興計画の着実な推進を図りま

す。 

あわせて、熊本市しごと・ひと・まち創生総合戦略（平成２７年度～平成３１年度）に

掲げる「人口減少克服」・「地方創生」という政策的課題の解決にもつなげていきます。 

 

 

 

 

116



 

＜イメージ図＞ 

 

 

 

４ 計画の期間  

震災からの一日も早い復旧・復興を目指すことと併せて、総合計画の前期基本計画の中

核と位置付けることから、復興計画の対象期間は、平成２８年度から総合計画対象期間の

中間年度に当たる平成３１年度までの４年間とし、当面の復興目標年度を期間最終年度の

平成３１年度とします。 

ただし、４年以上の中長期的な視点で取り組むべき課題も多く、復興には平成３２年度

以降も継続して取り組んでいきます。 

 

 

５ 計画の構成  

 復興計画は、「基本方針」と５つの「復興重点プロジェクト」、５つの「目標別施策」

で構成しています。 

第２章「基本方針」は、「復興重点プロジェクト」や「目標別施策」を貫く最も基本的

な考え方であり、震災からの復興に当たっての方向性を示すものです。 

第３章「復興重点プロジェクト」は、「目標別施策」の中で、特に緊急かつ重要なもの

であり、本市の復興をけん引する重点的な施策を掲げています。 

第４章「目標別施策」は、「基本方針」を踏まえて設定した復興に向けた５つの目標に

関する施策や具体的な取組を体系的にまとめたものです。 

また、これらの取組を着実に進めていくため、第５章に復興計画の推進に向けての考え

方を示しています。 

 

 

 

 

基本構想

総合計画（震災前）

基本構想

基本計画

実施計画

復旧・復興

施策や取組

基本計画

見直し
実施計画

復旧・復興事業

復興計画

（前期基本計画の中核）

総合計画（震災後）

の基本計画

総合計画（震災後）

の実施計画

総合計画（震災後）
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＜構成図＞ 

  

 

第２章 基 本 方 針

1 避難から復旧、そして、７４万市民が総力をあげ明日を見据えた復興へ

2 「安全・安心」と「元気・活力」、そして「地域経済」の回復に向けた効果的

かつ迅速な市政展開

3 市民・地域と行政が協働で支える安全・安心で「上質な生活都市」の創造

１ 被災者の生活再建に向けたトータル

ケアの推進

４ 「くまもとの元気・活力」を

創り出す

２ 「おたがいさま」で支え合う

協働によるまちづくり

３ 防災・減災のまちづくり

第５章 復興計画の推進に向けて

第４章 目 標 別 施 策

第３章 復 興 重 点 プ ロ ジ ェ ク ト

５ 都市圏全体の復興をけん引する

取組の推進

～市民力・地域力・行政力を結集し、安全・安心な熊本の再生と創造～

～政令指定都市にふさわしい明日へのまちづくり～

プロジェクト① 一人ひとりの暮らしを支えるプロジェクト

プロジェクト② 市民の命を守る「熊本市民病院」再生プロジェクト

プロジェクト③ くまもとのシンボル「熊本城」復旧プロジェクト

プロジェクト④ 新たな熊本の経済成長をけん引するプロジェクト

プロジェクト⑤ 震災の記憶を次世代へつなぐプロジェクト
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■第２章 基本方針 

 

熊本地震からの復旧・復興に当たっては、市民・地域・行政が総力をあげて取り組み、

効果的かつ迅速に震災からの復旧と地域経済の回復を図るとともに、今回の経験を踏まえ

た防災面の強化や都市としての更なる魅力向上など、よりよいまちづくりを目指した創造

的復興に取り組みます。 

 

 

１ 避難から復旧、そして、７４万市民が総力をあげ明日を見据えた復興へ 

 

史上類を見ないＭ６．５の前震とМ７．３の本震の同時期発生。本市や近隣自治体をは

じめ県内に大きな被害をもたらした熊本地震の発災以降、私たちは国や他自治体、全国各

地からのボランティアなどの献身的な協力を頂きながら、全力をあげてこの難局に立ち向

かっています。 

いまだ、震災前の暮らしを取り戻すことができずに不自由な生活を余儀なくされている

市民が多数いる状況を踏まえながらも、明日を見据え、市民生活の再建や地域経済の復興

を目指し、７４万市民の総力を結集した力強い歩みを進めなければなりません。 

 

 

２ 「安全・安心」と「元気・活力」、そして「地域経済」の回復に向けた効果的かつ      

迅速な市政展開 

 

今なお続く余震は、既に４，０００回を超え、依然として不安が続く中ですが、今後と

も余震に細心の注意を払いニ次災害の防止に努めていくことはもとより、道路橋梁、河川

堤防の破損、宅地の液状化1やよう壁崩壊など被災箇所の早急な復旧対策が必要であり、「安

全・安心」の回復に全力で取り組みます。 

また、今回の震災により、最大１１万人に及ぶ市民が避難し、援護や配慮を必要とする

高齢者、障がい者、妊産婦等を含む多くの方が不自由な避難所生活を余儀なくされました。

今後は、恒久的な住まいの確保へ向けた効果的な支援を行うことなどにより、一日も早い

生活再建に努めなければなりません。 

                                                   
1 液状化：地下水位が高い低平地等の砂質地盤において、地震により地盤が液体状になり、流動化する現象。建物・電

柱の傾きや地盤の亀裂、マンホールの浮き上がり等が生じる。 
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加えて、農水産業、製造業、あるいは保健・医療・福祉などのサービス業といった地域

産業の多くは、熊本地震により大きな被害を受けており、特に、観光産業においては、熊

本城や水前寺成趣園をはじめとする文化遺産等が軒並み被災し、復旧にかなりの時間を要

する事態となっています。 

 このような中、真の市民生活の再建には、地域産業の活性化により雇用を確保する必要

があることから、事業者に対するきめ細かな支援や復旧・復興事業に取り組むことで、農

水産業や製造業、観光産業等の復興を推進し、「地域経済」・「元気・活力」の回復に向

けて効果的かつ迅速な事業展開を図ります。 

 

 

３ 市民・地域と行政が協働で支える安全・安心で「上質な生活都市」の創造 

 

本市では、市民自らが主体となって地域の中でつながり、支え合う、自主自立のまちづ

くりに取り組むとともに、行政が積極的に地域に飛び込み、市民と一緒になって地域の課

題等の解決に取り組んでいく「地域主義」をまちづくりの基本理念とし、市民が住み続け

たい、だれもが住んでみたくなる、訪れたくなるまち、「上質な生活都市」をめざすまちの

姿とした総合計画を本年３月に策定し、その実現に着手しました。特に、この計画におい

ては、策定段階から多くの市民に意見を伺い、それを踏まえてめざすまちの姿などを創り

上げてきました。 

このような中で、未曾有の大災害である熊本地震が発生し、大きな被害を受けましたが、

そこで改めて、地域の中で一人ひとりがつながることの大切さを認識することができまし

た。 

この経験を踏まえ、市民及び事業者の意見や要望を集約し、「上質な生活都市」の創造を

目指す中で、まずは「安全・安心なまちづくり」に力点をおいて、市民・地域・行政がそ

れぞれに果たすべき責任と役割を分担し、互いに補完し、連携しながら、市民の力、地域

の力、そして行政の力を結集して取り組んでいきます。 

 加えて、本年３月３０日、本市は近隣１６市町村と連携して、地域を活性化し経済を持

続可能なものとし、住民が安心して暮らしていけるよう魅力的な圏域を形成するため、本

市と各市町村それぞれが１対１の連携協約を締結し、熊本連携中枢都市圏ビジョンを策定

しています。熊本地震では、益城町や西原村、南阿蘇村をはじめ、熊本連携中枢都市圏（以

下「都市圏」という。）を構成する全ての自治体が被害を受けており、本市は都市圏の中

枢都市として、都市圏全体の復興に一丸となって取り組むため先導的な役割を果たします。 
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■第３章 復興重点プロジェクト 

～政令指定都市にふさわしい明日へのまちづくり～ 

 

今回の震災によって、市民生活や地域経済に甚大な被害が発生するとともに、熊本城を

はじめとする熊本が全国に誇る多くの財産が傷つきました。 

しかしながら、震災で立ち止まることなく、未来を見据えて明日へ向かって歩みを進め

なければなりません。 

 

「７４万市民が総力をあげ明日を見据えた復興へ」 

 

熊本の誇りを取り戻す強い決意と更に進化する熊本の未来への希望を掲げ、市民の皆さ

んと共に創造的復興へ向けた政令指定都市にふさわしいまちづくりを展開します。 

 本章では、「第４章 目標別施策」に掲げる取組のうち、本市の復興をけん引する緊急

かつ重要なものであり、波及効果の大きいものを復興重点プロジェクトとして位置付け、

体制を充実しつつ、推進していきます。 

 

＜復興重点プロジェクト一覧＞ 

 

プロジェクト① 一人ひとりの暮らしを支えるプロジェクト 

 

 プロジェクト② 市民の命を守る「熊本市民病院」再生プロジェクト 

 

プロジェクト③ くまもとのシンボル「熊本城」復旧プロジェクト 

 

 プロジェクト④ 新たな熊本の経済成長をけん引するプロジェクト 

 

プロジェクト⑤ 震災の記憶を次世代へつなぐプロジェクト 
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プロジェクト① 

 

一人ひとりの暮らしを支えるプロジェクト 

 

被災者が一日も早く安心で自立的な暮らしを取り戻すことができるよう、現状把握に努

め、住まいの確保支援や心のケア等、生活再建に向けた総合的な自立支援に取り組みます。 

・各区にワンストップの総合相談窓口を設置し、様々な支援制度の情報提供や相談対応を 

分かりやすく丁寧に行います。このほか、各種支援金や貸付制度等の経済的支援、関係

機関と連携した就労支援を行い、被災者の生活再建に向けて取り組みます。 

・被災住宅の応急修理2や液状化などによる宅地被害の復旧支援のほか、被災者が恒久的な

住まいへ移行できるよう、コミュニティの維持・形成にも配慮しながら、災害公営住宅3の

提供などの支援に取り組みます。 

・子どもから高齢者までの震災により傷ついた心のケアを充実するため、学校にスクール 

カウンセラー4を配置するなど相談支援体制を強化するとともに、応急仮設住宅入居者等

に対する見守りや生活・健康相談を実施するなど、一人ひとりの状況に応じたきめ細か

な支援を行います。 

 

 

                                                   
2 被災住宅の応急修理：震災により、半壊以上の被害を受け、自ら修理する資力のない世帯に対し、日常生活に必要不

可欠な最小限度の部分を、市が業者に依頼し、応急的に修理すること。 

3 災害公営住宅：災害により住宅を失い、自力では住宅の確保が難しい低所得者世帯が、低廉な家賃で入居できる公営

住宅のこと。 

4 スクールカウンセラー：いじめ・不登校・暴力行為等の児童生徒の問題行動に関して、高度な専門的知識、技能に基

づいた専門的カウンセリングなどによる対応を行うために、各学校に配置される職員のこと。 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度～

生活再建支援
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プロジェクト② 

 

市民の命を守る「熊本市民病院」再生プロジェクト 

 

熊本市民病院は、熊本地震の発生により被災し、現在では一部の診療を再開したものの、

本来の病院機能の大半が失われ、地域医療に大きな影響を及ぼしています。 

これまで地域医療の中核的な総合病院として、総合周産期母子医療5などの政策医療6を担

ってきた責任と役割の重大さを踏まえ、市民の生命と将来を担う子どもたちの命を守るた

め、一日も早い再生に取り組みます。 

・総合周産期母子医療を充実し、二次救急医療7体制を強化するとともに、地域包括ケアシ

ステム8の確立に貢献するなど、市民の生命と健康を守る自治体病院として再生します。 

・地域医療構想9を踏まえた医療体制を構築し、感染症などに対応する政策医療を提供する

とともに、広域医療に貢献するなど、地域医療を支える公立病院として再生します。 

・適切な診療体制の構築を図るなど、質の高い医療サービスを持続的かつ安定的に提供で 

きる病院を目指します。 

 

 

 

                                                   
5 総合周産期母子医療：母子ともに異常を生じやすい周産期（妊娠満２２週から生後１週未満までの期間で、妊娠後期

から新生児早期までのお産にまつわる時期を一括した概念）の突発的な緊急事態に備えた産科・小児科双方からの一

貫した総合的な医療のこと。 

6 政策医療：山間、へき地等における医療や、周産期、救急、がん、感染症等の高度又は特殊な医療であって、地域医

療の確保や水準の向上に資する医療のこと。 

7 二次救急医療：入院治療や手術を必要とする重症患者に対応する医療のこと。 

8 地域包括ケアシステム：高齢者が可能な限り住み慣れた地域で、自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることがで

きるようにするための、住まい・医療・介護・予防・生活支援のサービスが「包括的」、「継続的」に提供される仕組

みのこと。国においては、「地域の自主性や主体性に基づき、地域の特性に応じて作り上げていくことが必要」として

おり、団塊の世代が７５歳以上となる平成３７年を目途に構築することを推進しているもの。 

9 地域医療構想：地域の医療需要の将来推計や報告された情報等を活用して、二次医療圏等ごとの各医療機能の将来の

必要量を含め、その地域にふさわしいバランスのとれた医療機能の分化と連携を適切に推進するための地域医療のビ

ジョンのこと。 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度～

熊本市民病院再生 開院移転再建
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プロジェクト③ 

 

くまもとのシンボル「熊本城」復旧プロジェクト 

 

 熊本城は、築城から４００年余の歳月を経て現在の私たちに受け継がれた重要な文化財

であり、熊本の宝、ひいては我が国の宝です。また、年間を通じて国内外から多くの観光

客が訪れる重要な観光資源であり、市民・県民の暮らしを見守ってきた“くまもとのシン

ボル”です。 

 石垣や重要文化財建造物など甚大な被害を受けた熊本城の復旧には、長い歳月と多額の

費用を要するほか、高度な専門技術や多くの人々の力が必要なことから、国や県等の関係

機関との連携のもと、市民・県民をはじめ関係団体などの力を結集し、中長期的な視点を

持って取り組まなければなりません。 

 また、復旧していく熊本城を国内外へ向けた新たな観光資源として活用しながら、熊本

のしごと・ひと・まちを元気にしていきます。 

・復興のシンボルである天守閣の早期復旧を目指します。 

・石垣や重要文化財建造物等の文化財的価値を損なわない丁寧な復旧を進めます。 

・天守閣エリアの早期公開と復旧過程の段階的公開を行います。 

・復旧後の耐震化など安全対策に向けて最新技術も取り入れた復旧手法の検討を行います。 

・長期的な“１００年先の礎づくり”として未来の復元整備につながる復旧を目指します。 

 

 

 

 

 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度～

熊本城復旧 基本計画に基づく復旧
基本方針・基本計画

基本計画に基づく復旧

調査・緊急対策・天守閣復旧等
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プロジェクト④ 

 

新たな熊本の経済成長をけん引するプロジェクト 

 

 震災によって地域産業が甚大な被害を受け、一日も早い回復が求められる中、中小企業

や農業者等を支援し、産業界全体の振興を図っていくことで、本市を含む都市圏全体の経

済の再生・成長をけん引します。 

また、高度な都市機能が集積する中心市街地においては、防災機能の向上を図りつつ、

桜町・花畑周辺地区や陸の玄関口である熊本駅周辺地区の再整備を進めることで、更なる

まちのにぎわいを創出します。 

・中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業（いわゆるグループ補助金）の活用等を   

支援し、中小企業や商店街の施設などの早期復旧を目指します。 

・担い手への農地集積や農業用共同利用施設の再編整備を進めるとともに、園地整備等に 

よる「日本一のみかん産地」を目指すなど、農業の力強い復興を支援します。また、バ

イオ・ヘルスケアといった自然共生型産業10などの分野を中心に産学連携を推進し、新技

術開発や販路拡大等を支援することで、本市の特性をいかした新たな産業集積を図りま

す。 

・（仮称）熊本城ホールを含む桜町地区市街地再開発事業や、シンボルプロムナード11   

及び（仮称）花畑広場の整備等において、地域・都市間の交通拠点及び観光・文化・情

報の交流拠点を形成します。 

・熊本駅周辺整備事業により、交通結節機能12等を強化し、陸の玄関口にふさわしい新た  

な商業機能を集積します。 

・公共交通等により桜町・花畑周辺地区と熊本駅周辺地区の回遊性向上を図り、中心市街  

地の一体的なにぎわいを創出します。 

 

                                                   
10 自然共生型産業：農業・生物・健康・環境等といった自然と共生する産業のこと。 

11 シンボルプロムナード：象徴となる歩行者空間のこと。本市においては、桜町地区市街地再開発事業の施行区域と

（仮称）花畑広場の間の旧市道（市道廃止後、交通センターの仮バスターミナルとして利用されている部分）を、「車

が中心」から「人が中心」のまちづくりへと考え方を転換するさきがけとして歩行者空間化することとしており、こ

の空間を指す。 

12 交通結節機能：異なる交通手段（場合によっては同じ交通手段）を相互に連絡するための乗り換え・乗り継ぎ機能

のこと。 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度～

中小企業や商店街等

の復旧支援

農地整備、

担い手への農地集積

中心市街地
のにぎわい創出

熊本駅周辺整備事業

（駅前広場）

整備・集積

桜町地区市街地再開発事業・（仮称）熊本城ホール整備事業

シンボルプロムナード・ （仮称）花畑広場整備

熊本駅白川口駅前広場整備

グループ補助金活用支援等

調査・設計
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プロジェクト⑤ 

 

震災の記憶を次世代へつなぐプロジェクト 

 

今回の震災によって得た多くの教訓と復旧・復興の過程を市内外において共有し、将来

同じような災害が発生した場合の対応はもとより、防災・減災のまちづくりに役立てるた

め、震災に関わる記録を集積・発信するとともに、様々な取組を通じて「熊本地震の記憶」

を熊本の未来を担う子どもたちへ伝承していきます。 

・大学などの教育研究機関や県等と連携しながら、震災による被害の状況や地震のメカニ 

ズムの研究、復旧・復興へのプロセスを記録・保存し、市民・地域・行政における災害

対応力の強化をはじめ幅広い取組に活用するとともに、他自治体等へも広く発信してい

きます。 

・子どもたちの発達の段階に応じて、震災での体験や教訓等をいかした防災教育を推進し、

災害時にも「自助」・「共助」の心で互いに支え合える人材の育成に取り組みます。 

・熊本を訪れる観光客や震災後に生まれ育つ世代にも、今回の地震被害の甚大さやそこ  

から復興していく熊本の姿を感じられるような復興情報を発信する拠点の整備について、

県とも歩調を合わせて検討するとともに、震災の経験を伝える語り部講話の開催など、 

「熊本地震の記憶」が永く後世に語り継がれていくための取組を推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度～

記憶の伝承 記録誌作成・防災教育

126



 

■第４章 目標別施策 

 

１ 被災者の生活再建に向けたトータルケアの推進  

 

今回の震災で、多くの市民が住まいや仕事など日常生活における環境の変化に伴い、心

身ともに影響を受けています。 

被災者が一日も早く安心で自立的な生活を送ることができるよう、生活再建に向けた総

合的な支援に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

  

【施策の目標】

【事業展開の基本方針】 【主な取組】

被災者の生活再建に向けたトータル

ケアの推進

（1）被災者の暮らしの安心や生活再建を支える
　　  取組の推進

①生活再建に向けた支援・相談・情報提供

②就労支援・職業訓練

③心のケア

④応急仮設住宅等における生活支援

（２）恒久的な住まいの確保支援

③将来の地震発生に向けた備え

①安全・安心な生活環境の確保

②新たな住まいの確保
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（１）被災者の暮らしの安心や生活再建を支える取組の推進 

総合相談窓口を各区に設置し、被災者の生活再建に向けた相談や様々な支援制度の情

報提供など、分かりやすく丁寧な支援を行います。 

また、震災により職を失った方やこれから就職を希望する学生等に対して、関係機関

と連携した就労支援や、職業訓練などによる職業能力の向上支援に取り組みます。 

さらに、高齢者や障がい者、妊産婦、子どもなどを対象に、震災によって傷ついた心

のケアなど、一人ひとりの状況に応じたきめ細かな支援を行います。 

 

①生活再建に向けた支援・相談・情報提供 

・既存制度も含め、被災者の生活再建を支援する各種事業を実施するとともに、ワン

ストップの総合相談窓口を各区に設置し、公的な支援制度に係る相談、情報提供等

を実施します。また、法律の専門家の協力による二重ローン問題解消等の相談対応

など、民間の支援制度に係る情報提供を行います。 

 

・特に、生活再建が必要な子育て家庭が、安心して子どもを産み育てられるよう、環

境整備を図るとともに、子育ての不安を解消する相談体制の充実や経済的負担の軽

減を図ります。 

 

②就労支援・職業訓練 

・熊本地震に起因する離職者に対して、関係機関と連携した就労支援や職業能力の向

上支援を行います。 

 

③心のケア 

・被災者に対する心のケアの体制を充実させ、心身の健康の確保に向け一人ひとりの

状況に合わせたきめ細かな支援を実施します。 

  

・震災により傷ついた児童生徒に対して、スクールカウンセラーによるカウンセリン

グを行うなど、心のケアに取り組みます。 

 

④応急仮設住宅等における生活支援 

・避難所等から応急仮設住宅等に住まいを移した後も、孤立することなく心身ともに 

健康に暮らせるよう、入居者が集うことのできるスペースを確保するとともに、新

たなコミュニティの中で生活する入居者の見守りや生活・健康相談、戸別訪問の実

施など、被災者一人ひとりの状況に応じたきめ細かな支援を実施します。 
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（２）恒久的な住まいの確保支援 

  被災住宅の公費解体・撤去や応急修理のほか、液状化などの宅地被害からの復旧支援

など、居住環境の回復を支援するとともに、民間賃貸住宅やサービス付き高齢者向け住

宅13等の新たな住まいに関する情報提供や金融面の相談支援などを行います。 

  また、耐震診断や耐震改修を促進し、将来の地震発生へ向けた備えを強化します。 

 

 ①安全・安心な生活環境の確保 

  ・被災住宅の応急修理や、液状化などによる宅地被害やよう壁崩壊などからの復旧を 

支援することで、二次被害を防ぎ、安全で安心な住まいの確保に努めます。 

 

・災害時に発生したがれきの処理や、やむを得ず解体する家屋の解体・撤去に関する

支援を行います。 

  

②新たな住まいの確保 

  ・自力での住まいの確保が困難な被災者に対して、災害公営住宅を提供するなど、恒

久的な住まいの確保支援に取り組みます。 

 

③将来の地震発生に向けた備え 

  ・個人住宅の耐震診断及び耐震改修を促進し、再び地震が起こった際の被害の軽減を 

図ります。また、耐震診断士等の育成に努め、耐震化の促進に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
13 サービス付き高齢者向け住宅：介護・医療と連携して高齢者支援サービスを提供するバリアフリー構造の住宅のこ

と。 
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２ 「おたがいさま」で支え合う協働によるまちづくり  

 

今回の震災では、災害時や災害後の復旧・復興の過程における行政による支援「公助」

の限界が明らかになる一方で、多くの市民が主体となり、地域の中でつながり、互いに支

え助け合う「自助」・「共助」の必要性、重要性が改めて認識されました。 

 「おたがいさま」の心で支え合い、住み慣れた地域で安心して暮らし続けるために、市

民・地域と行政が日頃から連携を図っていくことで、協働によるまちづくり・ひとづくり

を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【施策の目標】

【事業展開の基本方針】 【主な取組】

「おたがいさま」で支え合う協働に

よるまちづくり

（1）互いに支え合う自主自立のまちづくりの

         推進
①地域のまちづくり活動支援

②地域における支え合い活動の推進

（2）復興を支える担い手の育成 ①地域の担い手の発掘・育成

（3）市民・地域と行政のパートナーシップの
         推進

①市民・地域と行政の関係強化

②市民参画・協働の推進

②市民公益活動の推進

130



 

（１）互いに支え合う自主自立のまちづくりの推進 

市民主体のまちづくり活動を支援し、地域の絆をより深めるとともに、高齢者や障が

い者、妊産婦、子ども等への理解を促進し、災害時にも市民が「おたがいさま」の心で

助け合える地域づくりを推進します。 

 

①地域のまちづくり活動支援 

  ・市民が住み慣れた地域で安心して暮らし続けるためには、地域に暮らす住民同士が 

日頃から顔の見える関係を築くことが必要です。そこで、地域公民館や地域コミュ

ニティセンター等の地域活動拠点の更なる利活用を促進するとともに、地域の核と

なる町内自治会や校区自治協議会等の活動を支援し、地域のまちづくりの活性化を

図ります。 

   

  ・今回の震災では、地域によって被害の状況も大きく異なり、行政に求められる支援

のあり方も様々であることから、地域が主体となって、それぞれの地域の特色をい

かした復興を行えるような支援の仕組みをつくります。 

 

 ②地域における支え合い活動の推進 

  ・災害時に市民が「共助」の精神で互いに支え助け合えるよう、地域に暮らす高齢者

や障がい者、妊産婦、子ども等の災害弱者をはじめとした様々な市民に対する日頃

からの理解を促進し、地域における支援体制の整備を進めます。 

 

  ・高齢者や障がい者等が孤立することなく、住み慣れた地域で安心して暮らしていく 

ために、地域住民や保健・医療・福祉・介護に関する専門機関などが連携して支え

ていく地域包括ケアの体制づくりを進めます。 

 

 

（２）復興を支える担い手の育成 

地域における多様な課題の解決や主体的なまちづくりの取組を支えるため、地域の活

動を支える人材の発掘や育成に取り組みます。 

また、市民ボランティアやＮＰＯ14、企業などの活動をつなぎ、相互に連携した自主自

立のまちづくりの取組を支援します。 

  

 

 

 

                                                   
14 ＮＰＯ：Non Profit Organizationの略。私的営利を目的としない社会的な使命を目的とした民間の組織のこと。 
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①地域の担い手の発掘・育成 

  ・地域づくり活動に携わる人々の高齢化が進む中、地域の活性化のためには若い世代 

の担い手の育成が必要不可欠です。そこで、伝統ある地域のまつりの復活や魅力あ

るイベントへの若者の参加を促進し、実際に運営に関わる機会の創出に努めること

で、地域愛ひいては郷土愛を醸成するとともに、担い手を発掘します。あわせて、

公民館における講座等の学びの場を通じ、担い手育成に取り組みます。 

 

  ・地域福祉の担い手である民生委員・児童委員等の確保・支援に取り組みます。 

 

②市民公益活動15の推進 

  ・今回の震災では、若者をはじめとした多くの市民ボランティアやＮＰＯ、企業等の  

自主的・自発的な社会貢献活動が多くの市民の力となり、支えとなったことから、

こうした団体と行政との連携を更に強化するため、定期的な意見交換の機会を設け

るとともに、熊本市市民公益活動支援基金の更なる充実や様々な情報の収集及び効

果的な発信による市民公益活動の支援を行います。 

   

  ・市民活動支援センター「あいぽーと」において、市民活動団体の交流やネットワー

クづくりの場を提供します。 

 

 

（３）市民・地域と行政のパートナーシップの推進 

今回の震災で学んだことを糧として、市民・地域と行政が、災害などの非常時にも効

果的・効率的に連携できるよう、行政が積極的に地域活動等に飛び込んでいくことによ

り、日頃から信頼関係の強化に取り組みます。 

また、行政は施策の企画立案や実施の際に市民参画の機会を十分に確保し、市民は積

極的に参画していくことで、市民と行政が互いに理解し、協力し合い、市民を主体とし

たより魅力あるまちづくりを推進します。 

 

 ①市民・地域と行政の関係強化 

 ・（仮称）まちづくりセンターに地域担当職員を配置し、日頃から地域の相談や情報

の収集、行政情報の発信、地域コミュニティ活動の支援などを行い、地域と共に課

題解決に取り組むことを通じて、災害時においても、市民・地域と行政が連携し、

地域の状況に応じた迅速かつ柔軟な対応ができる体制を整えていきます。 

 

 

                                                   
15 市民公益活動：社会的役割（他人や社会への貢献）を意識した市民による活動のこと。 
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 ②市民参画・協働の推進 

 ・市民主体の魅力あるまちづくりの推進や災害からの真の復興を実現するためには、

市民やＮＰＯ、事業者等が持つ専門的な知識や経験が必要不可欠であることから、

市の施策の企画立案・実施の際には、多様な個人や団体が参画し、自由に意見の交

換ができる場を十分に確保します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

133



 

３ 防災・減災のまちづくり  

 

今回の震災では、二度にわたる大規模な地震により、インフラ16や公共施設をはじめ、保

健・医療・福祉などの民間施設、公共交通機関等に甚大な被害が生じ、市民の生活や企業

活動、行政活動等にも大きな支障をきたしました。 

また、発災直後から行政内部での情報の収集・発信及び伝達や避難所運営、物資搬送の

混乱、り災証明書の発行の長期化など、災害対応における多くの課題が明らかになり、こ

れまでの防災意識や防災対策のあり方を抜本的に見直すことが必要となりました。 

 そこで、まずは被災した施設等をできる限り早期に復旧するとともに、幹線道路網の早

期整備等により災害に強い都市基盤を形成し、あわせて、震災による経験を踏まえつつ、

市民・地域・行政がそれぞれ災害に対応する力を強化することで、防災・減災のまちづく

りを実現します。 

さらには、少子高齢化・人口減少社会を見据えた多核連携都市17の形成を図る中で、中心

市街地や地域拠点、生活拠点における防災機能を強化し、バス路線網の再編や乗換拠点18の

整備、市電延伸の検討等による公共交通の災害対応力の向上を図るとともに、災害情報の

収集・発信及び伝達体制の構築に取り組んでいきます。 

 

                                                   
16 インフラ：インフラストラクチャー（infrastructure）の略。道路、河川、上下水道などの都市基盤施設のこと。 

17 多核連携都市：高次な都市機能が集積する中心市街地を市域及び都市圏全体の拠点とし、周辺では、郊外部も含め

た広域的な地域生活圏の核となる地域拠点に、商業・医療などの日常生活サービス機能を維持・確保することで、地

域拠点を核とした複数の地域生活圏の形成を図り、それら中心市街地と地域拠点が利便性の高い公共交通で結ばれる

とともに、中心市街地や地域拠点及び利便性の高い公共交通沿線に一定の人口密度が維持された、持続可能でだれも

が移動しやすく暮らしやすい都市のこと。 

18 乗換拠点：鉄軌道やバスの幹線・支線など複数の路線が交わる停留所で目的地へ行くために乗り換える場所。 
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【施策の目標】

【事業展開の基本方針】 【主な取組】

④応急給水体制の強化

③災害情報の収集・発信及び伝達体制の

　強化

（3）避難環境の見直し・強化 ①避難所の指定・運営方法等の見直し

②避難所の機能強化・備蓄物資確保

③福祉避難所の拡充等

④ＩＣＴ等を活用したスマートタウンの

　構築

（2）市民・地域・行政の災害対応力の強化 ①市民の災害対応力の強化

②地域の災害対応力の強化

③行政の災害対応力の強化

防災・減災のまちづくり

（1）災害に強い都市基盤の形成 ①インフラの復旧・機能強化

②被災施設の復旧・耐震化等
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（１）災害に強い都市基盤の形成 

甚大な被害を受けた道路や橋梁・河川・公園・上下水道等のインフラ、学校や庁舎、

社会教育施設等の公共施設、民間を含む保健・医療・福祉施設、公共交通機関等につい

て、早期の復旧に取り組むとともに、建築物やインフラの耐震化や機能強化、道路や公

共交通等のネットワークの構築及び移動手段の多重化19などを行い、災害に強い都市基盤

づくりを進めます。 

また、桜町地区市街地再開発事業、シンボルプロムナード及び（仮称）花畑広場の整

備並びに熊本駅周辺地区の整備等においては、今回の震災を踏まえた防災面での機能強

化を図ります。 

さらに、災害時の緊急情報を効果的かつ迅速に提供するとともに、市民・地域・行政

がスムーズに連携を図れるよう、情報の収集・発信及び伝達体制の強化に取り組みます。 

 

①インフラの復旧・機能強化 

・主要地方道県道１号熊本玉名線の熊本城付近石積崩壊や白川橋の損壊など、被災し

た道路・橋梁の早期復旧に取り組みます。 

 

・一級河川鶯川をはじめ護岸破損などの被害を受けた河川等の早期復旧に取り組みま

す。 

 

・水前寺江津湖公園の園路やよう壁の復旧をはじめ、被害を受けた各公園の早期復旧

に取り組みます。 

 

・被害が大きかった東部地区など、上下水道の管路や施設の早期復旧に取り組みます。 

 

・復興を迅速に進め、日常生活を回復するため、環状道路をはじめとした幹線道路や

高速道路機能を強化するスマートインターチェンジ20の整備を促進することで、道路

交通の円滑化を図ります。 

 

・幹線道路は、災害時にも、人や物資の輸送又は緊急車両の通行のために重要な役割

を果たすことから、その機能が特に確保される必要があるため、沿道の建築物も含

めた耐震化や無電柱化を進めていきます。 

 

・公園や広域交通拠点は災害時の緊急（一時）避難所及び災害対応拠点となることか  

ら、誘導案内板の設置やトイレなどの設備の整備・改良、食料等の物資の備蓄など、

防災・減災機能を強化します。

                                                   
19 移動手段の多重化：バスや鉄軌道、自家用車、自転車など様々な移動手段を選択できること。 

20 スマートインターチェンジ：高速道路の本線やサービスエリア、パーキングエリア、バスストップから乗り降りが

できるように設置され、通行可能な車両（料金の支払方法）をＥＴＣを搭載した車両に限定しているインターチェン

ジのこと。 
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・配水池及び浄化センターと防災拠点（広域避難所・市役所本庁舎・上下水道局庁舎  

等）をつなぐ上下水道管路や施設の更新や耐震化を進めます。 

 

②被災施設の復旧・耐震化等 

・熊本地震により被災した小中学校、市民会館、動植物園、熊本市民病院をはじめと  

する学校教育・文化・スポーツ・医療・福祉等の施設について、倒壊等による危険

性の排除や一日も早い機能回復に取り組み、児童生徒により良い教育環境を確保す

るとともに、施設利用者等への適切なサービスを提供していきます。 

 

・復旧を進めるに当たって、施設等の配置や総合的なあり方について検討を行います。 

 

・災害時における避難所としての活用も視野に入れ、効果的・効率的な耐震化等を行

っていきます。 

 

③災害情報の収集・発信及び伝達体制の強化 

・今回の震災では、災害情報の収集・発信及び伝達に課題を残したことから、防災行

政無線・ホームページ・ＳＮＳ21や電話・ファクシミリ・ラジオ・印刷物等のあらゆ

る手段を活用し、正確かつ適切な情報の収集・発信及び伝達に取り組んでいきます。 

 

・避難所を含めた市内部及び国・県等の外部機関、さらには自治会等の地域団体・民

間団体との情報共有体制を整備するとともに、指定避難所以外への避難者や車中泊

の避難者等の情報収集に努め、効果的な情報伝達手段を確立します。 

 

④ＩＣＴ22等を活用したスマートタウン23の構築 

・災害時における避難経路等の情報伝達や平時における市民の健康状態の把握、高齢

者等の見守りといった医療・福祉など、様々な分野において積極的にＩＣＴを活用

した近未来型都市の構築をモデル的に検討します。 

 

・公共施設等での再生可能エネルギー24の地産地消など、災害に強い自立・分散型の  

エネルギーシステムの構築を推進していきます。 

 

 

                                                   
21 ＳＮＳ：Social Networking Service（Site）の略。インターネット上で、友人・知人間のコミュニケーションを円

滑にしたり、趣味や嗜好、居住地域などのつながりを通じて新たな人間関係を構築する場を提供する会員制のサービ

スのこと。 

22 ＩＣＴ：Information & Communications Technologyの略。情報通信技術のこと。情報や通信に関する技術の総称。 

23 スマートタウン：ＩＣＴや環境技術などの先端技術を活用した効率的で利便性が高いまちのこと。 

24 再生可能エネルギー：太陽光や太陽熱、水力、風力、バイオマス、地熱など、永続的に再利用することが可能なエ

ネルギーのこと。 
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（２）市民・地域・行政の災害対応力の強化 

今回の震災による被害の状況や復旧・復興へのプロセスを記録・保存するとともに、

それらを踏まえた地域防災計画や危機管理体制の見直しを行う中で、「自助」・「共助」・

「公助」に関する効果的な取組をまとめ、市民・地域・行政が担うべき役割等を整理し

ます。さらに、市民・地域・行政それぞれが災害に対応する力を向上させるための取組

を行い、企業等も含めた災害時の連携の強化を図ります。 

 

①市民の災害対応力の強化 

・防災等に関する市民への啓発活動や防災訓練への参加呼びかけを行うとともに、ハ 

ザードマップ25の作成・活用による避難経路・避難所等の確認を促します。 

 

・発災後の３日間程度を自らでしのげる食料・水等の備蓄の呼びかけのほか、電気等

のエネルギーの自給を促進していきます。 

 

・保育所や認定こども園、幼稚園、学校等で子どもたちの防災教育に取り組むほか、

企業等のみならず、そこで働く方々の防災意識向上に向けた取組を充実していきま

す。 

 

②地域の災害対応力の強化 

・自主防災クラブの役割や活動を明確にした上でその活動を支援していくとともに、 

消防団の体制等の充実や地域における実践的な防災訓練の実施など、町内自治会や

校区自治協議会等における災害対応力強化に必要な支援を行っていきます。 

 

  ・災害時に企業等の井戸を市民が利用できるような仕組みづくりを、市民・事業者・

行政が協働で進めていきます。 

 

③行政の災害対応力の強化 

・消防機能の充実、支援物資等の受入体制強化、集配拠点及び周辺交通アクセスの改  

善、近隣自治体や九州各県の自治体との連携強化等を進めていきます。 

 

・平時から、地域との連携強化に向けた取組を進めるとともに、職員研修等を通じて  

職員の災害対応力の向上を図ります。また、災害発生時には、市民・地域・行政・

企業等が力を結集し、円滑な避難所運営などの対応に当たることができるよう、役

割を整理します。 

                                                   
25 ハザードマップ：自然災害で想定される被害範囲・程度等を地図に表したもので、それに加えて、避難場所などの

情報を図示し、迅速・的確な避難を手助けする地図のこと。 
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・民間企業との災害時における協定締結を促進し、市民・地域・行政・企業が一体と

なった効率的で効果的な災害対応体制を構築していきます。 

 

・被災者の速やかな生活再建・住宅再建に資するよう、家屋等の被害調査・り災証明

書の発行・各種支援制度の申請受付を迅速かつ効率的に行えるシステムの整備を進

めます。 

 

・災害時における救急医療体制を充実するため、公立病院を含む地域の医療機関の連

携を強化します。 

 

 

（３）避難環境の見直し・強化 

  今回の震災時における状況を踏まえ、より地域の実情に応じた避難所の指定や運営方

法の見直し、バリアフリー化等の機能強化、備蓄物資の確保等を行います。 

  また、高齢者や障がい者、妊産婦、子ども等、避難所等での生活に支障がある方々に

対して、その家族や支援者も含め、十分な配慮（障がい者等にあっては障害者差別解消

法に基づく合理的配慮26）をするとともに、福祉避難所を拡充し、開設訓練の充実等を図

ることなどにより、発災直後から円滑に運用できるよう体制構築に取り組みます。 

さらに、避難所等の給水施設の活用など、応急給水体制を見直します。 

 

①避難所の指定・運営方法等の見直し 

・地域防災計画の見直しの中で、今回の震災における課題等を踏まえ、女性や高齢者、

障がい者、子ども、外国人等、多様な被災者の視点に立ち、避難所の指定のあり方

や運営方法を改善するとともに、在宅や車中泊等の避難者への対応について検討し

ます。 

 

・地域防災計画の見直しに際しては、専門家等の助言、地域の実情及びアンケート調

査の結果等を踏まえるとともに、発災時に必要な情報が即座に把握できるよう、計

画の構成や表記等の工夫をしていきます。その中で、分かりやすく災害現場で活用

できるマニュアルを整備します。 

 

・避難所運営に携わる人員の確保のほか、ボランティアが効果的に機能するためのコ

ーディネーターの配置などについて検討します。 

 

                                                   
26 障害者差別解消法に基づく合理的配慮：障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律に基づき、障がい者等か

ら何らかの配慮を求める意思の表明があった場合に、負担になり過ぎない範囲で、社会的障壁を取り除くために必要

で合理的な配慮の提供を行うこと。 
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②避難所の機能強化・備蓄物資確保 

・避難所においては、停電時に電力を供給する太陽光発電設備等の導入、だれもが利

用しやすいトイレや災害用マンホールトイレの整備、固定電話の設置など必要に応

じた機能強化を行っていきます。 

 

・今回の震災対応における課題や専門家等の助言を踏まえて、これまでの備蓄計画を

見直し、各避難所等に必要な食料や保存飲料水、資材等の備蓄を進めていきます。 

 

③福祉避難所の拡充等 

・災害時に福祉避難所となる施設を十分に確保するため、老人福祉施設や障害者支援

施設、児童福祉施設等との事前協定締結に向けた協議を進めます。 

 

・協定施設と今回の震災対応に関する意見交換等を行う中で、相互の課題を洗い出し、

必要な改善策を講じるほか、開設訓練への参加施設数の増加に努めることなどによ

り、福祉避難所の充実に取り組みます。 

 

④応急給水体制の強化 

・行政庁舎や公設公民館、小中学校等について、貯水機能付給水管27等へ段階的更新を

図ります。 

 

・応急給水に当たっては、避難所等に設置された給水施設や豊富な地下水の有効活用 

により、速やかな飲料水の提供を行うとともに、災害の規模に応じて他の自治体か

らの給水車支援を要請し、給水車による補完的な給水拠点を設置するなど、応急給

水体制を強化します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
27 貯水機能付給水管：地震などの災害時に起こる断水に備えて水を貯めることができる給水管のこと。 
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４ 「くまもとの元気・活力」を創り出す  

 

今回の震災によって、本市の主力産業である商業や農水産業、観光産業をはじめとする

地域産業の多くが大きな被害を受けており、施設や設備等への直接被害のみならず、被災

した取引先事業所の営業・操業停止による間接被害や、観光客の減少・市民の消費意欲の

低下などといった様々な問題に直面しています。 

そこで、本市経済の中心となる地元の中小企業や農漁業者等に対する迅速かつ多様な支

援を行うとともに、企業立地の推進、新たな観光戦略やシティセールス28を展開することで

「くまもとの元気・活力」を創り出します。 

                                                   
28 シティセールス：本市の様々な魅力を市内外に、効果的・戦略的に発信しようとすること。都市としてのイメージ

や知名度を高め、人や企業に「訪れてもらう」・「住んでもらう」・「進出してもらう」ことで、都市の活性化を図る。 
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【施策の目標】

【事業展開の基本方針】 【主な取組】

③熊本の文化・スポーツの力の活用

④新たなまちづくりによるにぎわいの創出

（3）震災からの再生をアピールし集客を図る国

        内外へのシティセールスと観光戦略の展開

③雇用の確保・維持・人材育成

③漁業生産基盤の早期復旧と漁業経営の

　再開支援

④震災に負けない熊本の食のＰＲ

①観光文化施設等の早期復旧

②復興をアピールするシティセールス

④企業立地の推進

（2）農水産業関連施設の早期復旧と営農再開に
　　  向けた支援による農水産業の復興

①農地及び土地改良施設の早期復旧・復興

②農業用施設や共同利用施設等の復旧に

　よる営農等再開支援

「くまもとの元気・活力」を創り出す

（1）地域産業への多様な支援と復興需要による

　　  地域経済の再生と活性化
①中小企業や商店街の事業活動再開支援

②販路開拓や技術開発等の支援
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（１）地域産業への多様な支援と復興需要による地域経済の再生と活性化 

 今回の震災によって被害を受けた地域の中小企業や商店街等に対して、事業活動再開

に向けた経営相談や金融支援、施設や設備の復旧支援に加え、復興に向けた販路開拓や

技術開発等の支援を行います。 

 また、経済活動を支える雇用の確保・維持、産業人材の育成に取り組みます。 

 さらに、企業誘致活動による産業集積を促進させるとともに、復興に向けた各種取組

について地元企業と積極的に連携することで、地域経済の活性化を図ります。 

  

①中小企業や商店街の事業活動再開支援 

  ・製造業の施設、設備や商店街の施設復旧を支援するとともに、商店街の機能回復や  

にぎわい創出のため、それぞれの商店街の特性をいかした復興への取組を支援します。 

 

  ・商工会議所、商工会など様々な関係機関との連携のもと、くまもと森都心ビジネス  

支援センター29等を活用し、中小企業の経営基盤の強化を図るとともに、創業支援等

を行うことにより地域経済の活性化を促進します。 

 

 ②販路開拓や技術開発等の支援 

  ・国内外の見本市への出展促進や商談会等の開催による新たな販路・新規顧客の開拓 

など、販売力強化を支援し、中小企業の売上向上を図ります。 

 

  ・高度な技術を持つ大学等の研究者の協力を得るなど、産学連携を強化し、企業の技  

術力向上を図るとともに、本市の特色である食関連産業、医療・福祉関連産業、環境

関連産業、クリエイティブ産業30といった復興のけん引役となる分野の産業振興を推

進します。 

 

 ③雇用の確保・維持・人材育成 

   ・魅力的な労働環境整備を実施している企業のＰＲや障がい者雇用に積極的に取り組 

む企業の支援を行うほか、職業訓練施設の復旧と訓練内容の充実を図り、産業人材の

育成を促進するとともに、今回の震災に伴う離職者を含む求職者とのマッチングや 

ＵＩＪターン31の促進など、人材確保に努めます。 

   

                                                   
29 くまもと森都心ビジネス支援センター：中小企業者、個人事業主や創業を志す方々を支援する拠点として、経営相

談・融資相談など、経営上の問題解決のため、専門家による相談・アドバイス・ビジネス情報の発信などの幅広いサ

ービスをワンストップで提供する施設のこと。 

30 クリエイティブ産業：デザイン、ソフトウェア、広告、ファッション関連産業をはじめ、アート・音楽・映像・ゲ

ーム・アニメ等のコンテンツ産業などの創造産業のこと。 
31 ＵＩＪターン：Ｕターンとは、地方で生まれ育った人が、大都市圏へ進学・就職した後、再び出身地に戻ること。

Ｉターンとは、大都市圏で生まれ育った人が、地方へ移住すること。Ｊターンとは、地方で生まれ育ち、大都市圏へ

進学・就職した人が、出身地とは違う地方へ移住すること。 
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 ④企業立地の推進 

  ・既立地企業に対して、事業継続に向けた支援を行います。 

 

   ・本社機能移転や積極的な資本投下を行い、将来にわたって本市の産業振興に寄与す 

ることが見込まれる企業を優遇するなど、より戦略的な企業立地補助制度となるよう

再構築を検討するとともに、復興を経て生まれ変わった「安全・安心なまち熊本」を

国内外にアピールすることで本市への企業立地を促進します。 

 

 

（２）農水産業関連施設の早期復旧と営農再開に向けた支援による農水産業の復興 

本市の主力産業の一つである農水産業の関連施設や農地の早期復旧に取り組むととも

に、経営再開に向けた農業用施設、機械等の再建・修繕に係る支援や土砂等の撤去によ

る漁場や漁港の保全への支援などを行います。 

また、担い手への農地集積、カントリーエレベーター32等の共同利用施設の再編整備な

ど、将来にわたる持続的な発展を見据えた取組を推進します。 

さらに、国内外をターゲットとした販売促進活動を通じて、震災に負けない熊本の食

を積極的にＰＲし、生産者や事業者の販路拡大を支援します。 

 

 ①農地及び土地改良施設の早期復旧・復興 

   ・水田やみかん園地等の農地被害の早期復旧及び土地改良施設の早急な機能回復に取 

り組み、早期の営農再開を支援します。 

 

   ・秋津地区及びみかん園地の復旧・復興に当たっては、プロジェクトを立ち上げ、農  

業者の意向を踏まえて、担い手育成や地区の将来を見据えた復興を推進します。 

 

 ②農業用施設や共同利用施設等の復旧による営農等再開支援 

   ・農業用施設、機械の修繕や再建等の緊急的な復旧支援を行うとともに、災害に強い  

園芸生産施設の整備など、農家負担の軽減と農業経営の再開や継続を支援します。 

 

   ・被災したＪＡの柑橘選果施設等の共同利用施設の復旧や機能向上を支援し、農産物  

の集出荷体制の復興を促進します。 

 

                                                   
32 カントリーエレベーター：ライスセンターに貯蔵機能を加えた、農業者の共同利用施設のこと。 
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   ・被害が甚大な城南・富合地区のライスセンター33については、施設の復旧と併せ、飼

料用米・大豆専用施設への機能転換やカントリーエレベーターの新設など、施設の再

編整備を支援します。 

 

 ③漁業生産基盤の早期復旧と漁業経営の再開支援 

   ・漁港施設を復旧するとともに、河川からの土砂、流木等の流入による漁場環境の悪  

化を改善し、漁業生産基盤の早期復旧に取り組みます。 

 

  ・漁業者による漁場改良活動を支援するとともに、のり乾燥機や共同利用施設の復旧 

など、漁業経営の再開に向けた支援に取り組みます。 

 

 ④震災に負けない熊本の食のＰＲ 

   ・観光分野とも連携し、物産展や商談会、テレビやインターネット等の多様な媒体を  

通じて、統一的に熊本の高品質な農水産物の魅力を発信し、「震災に負けない元気な

くまもとの食と観光」をＰＲします。 

  

   ・熊本の食の魅力発信により、九州食の展示商談会の開催、農水産物のブランド化推  

進、海外食品見本市への出展支援等を効果的に展開し、国内外の販路拡大につなげま

す。 

 

 

（３）震災からの再生をアピールし集客を図る国内外へのシティセールスと観光戦略の 

展開 

  交流人口を増加させるため、観光文化施設やインフラ、産業等の復旧・復興を国内外

に迅速かつ的確に伝えていくとともに、復興をアピールするイベントや企画ツアーを実

施することにより、積極的なシティセールスや観光戦略を展開します。  

さらに、熊本の文化の力、スポーツの力を存分に活用した催しや大会を実施し、地域

経済の活性化を図ります。 

 また、国内外から多くの参加者が訪れるＭＩＣＥ34の受入れに向け、桜町・花畑地区に

おいて、（仮称）熊本城ホール整備を含む桜町地区市街地再開発事業、シンボルプロム

ナード整備等に取り組み、中心市街地のにぎわいの創出を図ることで活力ある熊本を発

信します。 

 

                                                   
33 ライスセンター：米、小麦、大麦などの乾燥、調製、出荷までを一貫して行う農業者の共同利用施設のこと。 
34 ＭＩＣＥ：企業等の会議（Meeting）、企業等の行う報奨・研修旅行（Incentive Travel）、国際会議や全国規模の大

会や学会、スポーツ大会等（Convention）、イベントや展示会など（Event/Exhibition）を包括した集客施策の枠組み

のこと。 

145



 

 ①観光文化施設等の早期復旧 

  ・熊本の宝であり、地域の宝である熊本城をはじめとした文化財や市民会館、記念館

のほか、動植物園等の観光文化施設を早期に復旧します。 

 

  ・熊本城の復旧については、多方面から様々な形で修復への協力・参加を求めながら、

その過程等が見える仕組みづくりを行うなど、被災から立ち直る姿を新たな観光資源

として活用していきます。 

 

  ・景観重要・形成建造物35等の歴史的建造物が被災した新町、古町、川尻地区につい  

て、城下町あるいは地域の特色ある町並みの早期復旧のために、必要な支援を行いま

す。 

 

 ②復興をアピールするシティセールス 

  ・首都圏や新幹線沿線都市などをはじめ、国内外に対して、風評被害の払拭に向けた  

正確な情報発信を行うとともに、生まれ変わった「安全・安心なまち熊本」をアピー

ルし、新たなシティブランドによるインパクトのあるプロモーション活動を展開しま

す。 

 

  ・二の丸広場の活用による集客イベントの開催などにより、中心市街地や水前寺江津 

湖一帯を含めてにぎわいを創出し、元気な熊本を発信していきます。 

 

   ・熊本城のほか、宮本武蔵や夏目漱石等の人物や西南戦争等の歴史、植木温泉や水、  

農産物といった本市固有の素材を新たな観光商品として開発するとともに、他都市や

民間企業と連携するなど効果的な手法を用いて国内外への広報・宣伝を強化します。 

 

  ・外国人観光客の回復に向け、様々な手法で「安全・安心なまち熊本」を世界にアピ

ールするとともに、Ｗｉ－Ｆｉ36環境の整備や外国語表記の充実などを進めることに

より、インバウンド37対策を強化します。 

 

 

 

                                                   
35 景観重要・形成建造物：地域の景観を特徴づけ、良好な景観の形成に重要なものとして指定された建造物のこと。

景観法に基づき指定されたものを景観重要建造物といい、熊本市景観条例に基づき指定されたものを景観形成建造物

という。 
36 Ｗｉ－Ｆｉ：ケーブルを使わず無線通信を利用してデータをやり取りする仕組みであり、インターネットに接続す

ることなどができる。正式には、無線ＬＡＮ機器を普及しやすくするために、米国の団体が定めた無線ＬＡＮの規格

の一つを指す。 

37 インバウンド：「入ってくる」という意味の英語から派生した言葉で、観光においては、海外から日本に来る観光客

や海外からの訪日旅行を指して使用される。 
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 ③熊本の文化・スポーツの力の活用 

   ・平成３１年の女子ハンドボール世界選手権及びラグビーワールドカップの本市開催 

に向けた準備や、平成３２年の東京オリンピック・パラリンピックのキャンプ誘致を

積極的に進めます。 

 

   ・観光客が芸術・文化に触れる機会を増やし、体験型の催しを実施することなどによ  

り都市の魅力を向上させ、国内外からの誘客を図ります。 

 

 ④新たなまちづくりによるにぎわいの創出 

   ・（仮称）熊本城ホールの整備を進め、国際会議や大規模な学会、コンサートなど    

ＭＩＣＥの誘致に取り組みます。 

 

   ・桜町地区市街地再開発事業を推進し、シンボルプロムナード整備と併せて、熊本城  

の復旧と一体的に中心市街地の活性化を図ります。 

 

   ・熊本駅周辺整備事業により交通結節機能等を強化するとともに、商業等の集積を進  

め、中心市街地の交流人口の増加を図ります。 
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５ 都市圏全体の復興をけん引する取組の推進  

 

今回の震災により、本市のみならず県内の多くの自治体が被災し、都市圏全体の住民生

活及び経済活動等に重大な影響をもたらしました。 

本市は、都市圏の中枢都市でもあることから、本市自身の復旧・復興に全力を注ぐとと

もに、近隣自治体や県と復興へ向けたビジョンを共有して連携を強化し、必要に応じた支

援を行います。その中で、本市が積極的に経済の活性化や高度な都市機能強化に取り組ん

でいくことで、未来を見据えた都市圏全体の復興をけん引します。 

 

 

 

 

【施策の目標】

【事業展開の基本方針】 【主な取組】

④広域的な防災体制の強化

（2）都市圏全体の復興実現
①食の魅力発信による農水産業の復興
　支援

③リーディング産業の育成

④中心拠点施設の整備等

②観光の振興

都市圏全体の復興をけん引する取組の
推進

（1）連携強化と近隣自治体への支援
①本市東部地区と近隣自治体との復興
　ビジョンの共有

②近隣自治体の被災者支援

③近隣自治体への災害対応情報等の提供
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（１）連携強化と近隣自治体への支援 

都市圏全体で広域的に復興を推進するため、特に被害の大きかった本市東部地区の近

隣をはじめとする自治体や県と復興へ向けたビジョンの共有化を図ります。 

あわせて、本市の被災者支援に加え、近隣自治体の被災者の受入れや保健・医療・福

祉サービス等の提供支援を行います。 

また、近隣自治体間の積極的な情報交換や、市域を越えた復旧・復興の取組を支援し

ます。 

  

 ①本市東部地区と近隣自治体との復興ビジョンの共有 

   ・益城町や西原村など、特に被害の大きかった本市東部地区の近隣をはじめとする自 

治体や県と共に、ビジョンの共有化を図り、広域連携を見据えた方針等を検討してい

きます。 

 

 ②近隣自治体の被災者支援 

   ・近隣自治体と連携し、避難者に必要な保健・医療・福祉サービスの提供等に係る支援

はもとより、子どもから高齢者までの被災者の心のケア等に関する情報共有等を行い、

被災者の状況に応じたきめ細かな支援を行います。 

 

 ③近隣自治体への災害対応情報等の提供 

   ・今回の震災への対応等について検証し得られた知見を近隣自治体と共有し、圏域の 

災害対応力の向上を図っていきます。また、国や県と連携し、近隣自治体の復興に向

けて必要な情報や技術等の提供を行います。 

 

 ④広域的な防災体制の強化 

   ・将来災害が発生した際に的確に対応するため、近隣自治体と連携して広域的な防災 

体制を強化するとともに、都市圏構成市町村全体の調整を行います。 

 

 

（２）都市圏全体の復興実現 

都市圏全体の主力産業の一つである農水産業をはじめ、地域産業の活性化に向けた取

組を行うことで、圏域全体の経済成長をけん引する役割を担います。 

また、熊本市民病院の再生、中心市街地の再開発などにより高度な都市機能の集積・

強化を図り、都市圏構成市町村が有する生活関連サービスを相互補完的に圏域住民に提

供することで、都市圏全体の復興を実現します。 
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①食の魅力発信による農水産業の復興支援 

 ・都市圏全体で食の魅力発信に取り組み、「震災に負けない元気なくまもとの食と観  

光」のＰＲを通じて、農水産業の復興を支援します。 

  

②観光の振興 

 ・都市圏内の観光資源を活用した企画や、都市圏内まつり等のイベントによる交流を 

促進し、観光施策を共同実施するとともに震災からの復興をアピールすることで、

国内外からの観光客の誘致に取り組みます。 

 

③リーディング産業38の育成 

 ・熊本大学をはじめとした多くの高等教育機関や起業・新製品開発のための支援機関 

などと連携し、都市圏の産業の特性を踏まえた熊本発の新技術や高付加価値商品の創

出を支援します。また、都市圏内の企業の経営基盤の安定化や新たな事業への進出を

促進するなど、リーディング産業の育成を図ります。 

 

④中心拠点施設の整備等 

 ・中心市街地のにぎわいの創出と都市間交流の促進を図るため、桜町地区市街地再開

発事業や熊本駅周辺整備事業等を推進し、人・モノ・情報の交流を進めていきます。 

 

・熊本市民病院を再生し、総合周産期母子医療の拠点として高度医療を提供すると  

ともに、関係医療機関との連携を強化し、地域医療を支える体制を整備します。 

 

・中心市街地からの広域的な公共交通ネットワークの強化を図ることにより、圏域住 

民が暮らしやすい都市を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
38 リーディング産業：国や地域の経済発展をけん引していく中核的な産業のこと。 
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■第５章 復興計画の推進に向けて 

 

今後、復旧・復興事業の実施に際しては、効率的な人員配置や必要となる財源の確保を

念頭に、中長期的な視点からの行財政運営に努め、持続可能な取組を進めていきます。 

また、市民や地域の声を各取組に反映させるとともに、市民・地域・行政がそれぞれ果

たすべき責任と役割を分担した上で、互いに補完し、連携しながら、復興計画の着実な推

進に取り組んでいきます。 

 

（１）市民・地域と行政の協働による推進 

 復興計画に掲げる各施策や取組を実施するに当たり、熊本地震を体験した７４万市民

をはじめとする様々な意見を反映するよう努めます。 

  また、行政はもとより、市民や地域、ＮＰＯ、企業等の様々な主体が当事者として、

それぞれに責任を自覚し、役割を担い、連携しながら復興のまちづくりに取り組みます。 

 

 

（２）復興を円滑に進めるための行財政基盤の確立 

実効性のある計画とするため、復旧・復興事業の実施に当たっては、国・県の支援の

動向を踏まえ、適宜、財政への影響を把握し、事業の実施時期や規模等の検討を行いま

す。 

また、既存事業の大胆な見直しや行財政改革の推進により、更なる行政コストの削減

を図るとともに、地域経済の活性化や雇用の創出など税財源の涵養につながる取組等に

財源や人的資源を重点配分することで、持続可能な行財政運営を行います。 

さらに、既存資産を有効に活用するとともに、より一層民間活力を導入するなど、フ

ァシリティマネジメント39の考え方を取り入れます。 

加えて、復旧・復興に向けた取組については、国・県の強力な支援が必要不可欠であ

ることから、他の被災市町村と連携・協力し、補助率のかさ上げや補助対象の拡充、従

来の制度では対応できない課題に関する補助制度の創設等を引き続き働きかけていきま

す。 

 

 

（３）実施計画による復旧・復興事業の着実な推進 

  復興計画に掲げる復旧・復興の施策や取組を実現していくため、実施計画を策定し、

計画期間中に取り組む主な事業やスケジュール等を明らかにして、総合的かつ計画的に

推進します。 

                                                   
39 ファシリティマネジメント：土地や建物などを市政運営にとって最適な状態で保有、運営、維持するための総合的

な管理手法。 
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  また、事業の目的を踏まえた検証指標を設定し、毎年度の達成状況の把握や「計画  

（Ｐｌａｎ）→実施（Ｄｏ）→評価（Ｃｈｅｃｋ）→改善（Ａｃｔｉｏｎ）」のマネジメ

ントサイクルによる進行管理を行います。 
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Ⅷ 総合計画を推進するために 

 

 

効率的で質の高い市政運営の実現 
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１ 参画と協働の推進 

「情報共有」・「参画」・「協働」を自治運営の基本原則として、市民（地域団体、民間

事業者、ＮＰＯなどを含む。）と行政が、目的を共有し、役割と責任を分担しながら、協

力して市政・まちづくりを進めています。 

更なる自治の推進のためには、まちづくり活動者における、「自分たちのまちは自分た

ちでつくる」という理念に沿った、主体的な活動が求められます。 

これらの課題を解決するためには、行政は、まちづくり活動者の主体的な活動を尊重

し、まちづくり活動者との対話により必要な支援を進めるとともに、より質の高い施策

や事業を市民参画と協働により展開していく必要があります。 

 

基本方針 

ア 各種施策の策定や事業の実施において、市民参画・協働による取組を推進します。 
 

事業概要 

【(ｱ) 市民協働推進事業】 

a 事業を実施する際には、ＰＩ実施方針に基づき、ＰＩの手法を積極的に活用しま 

す。 

b 協働事業の手順書や事例集を整備し、協働による事業の実施を促進します。 

c 参画協働の研修を実施し、参画の手続に必要なスキルや協働のプロデュース能 
力を備えた職員を養成します。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

154



２ マネジメント機能の強化 

社会経済情勢の変革のスピードが著しく早まっている今日、多様化する行政課題への

的確な対応とともに、迅速かつ果断な政策立案と展開が必要となっています。また、地

方分権改革の推進や権限移譲が進む中で、自治体は持てる権限と行政資源(財源や人)など
を最大限にいかし、個性豊かなまちづくりと持続可能な都市経営が求められています。 

そこで、総合計画にめざすまちの姿（目標）や各分野の施策目標を明確化するととも

に、トップマネジメントや政策立案の機能強化、人材の育成と適正配置、市民ニーズの

的確な把握と事業の見直しなど効果的な事業展開、簡素で効率的な組織体制を構築する

など行政運営のマネジメント体制を強化します。 

 

基本方針 

ア 施策・事業の成果を検証し、常に改善を行いながら効果的に事業を展開します。 
イ 時代の変化や市民ニーズに的確に対応できる組織運営に努めます。 
 

 

事業概要 

【(ｱ) 効率的かつ効果的な事業展開】 

a ＰＤＣＡサイクルに基づき、施策・事業の実情を的確に把握し、成果の検証と改善を
行うなど行政評価の手法で総合計画の進行管理と効果的な事業展開を行います。 

b 社会経済情勢の変革等を的確に捉え、まちづくりに反映するため、大学等の高等教育

機関、民間企業等との産学官連携、中長期的な視点での調査・研究などを進めます。 

 

【(ｲ) 効率的な執行体制の構築】 

a トップマネジメントや政策立案・調整機能に資する組織の設置や施策の管理機能を強
化する体制をつくります。 

b総合計画に掲げる施策体系に沿った体制を基本に組織を構築し、各分野の事業やまち

づくりの重点的取組などを円滑に推進します。 
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３ 市民に信頼される職員の育成 

複雑化・高度化する市民ニーズへの対応や市民の暮らしを守る一方で、個性豊かなま

ちづくりや持続可能な都市経営を担う職員には、行政のプロとして使命を達成できる能

力と知識、意識を有することが求められています。 

  そこで、施策・事業の企画力や実現力の向上をはじめ、女性職員の積極的な登用、風

通しのよい職場風土の確立、市民等との対話力・交渉力を高めるなど、政令指定都市に

ふさわしい職員力の向上と人材の活用によって市民に信頼される市政を進めます。 
 

基本方針 

ア 研修の充実や国・他自治体等との人事交流などにより、施策・事業の企画力や実現

力を高めます。 

イ ワーク・ライフ・バランスや活発なコミュニケーションなど多様性を認め合いなが

ら能力を発揮できる、特に女性職員が働きやすい職場を整備します。 

ウ 市民の思いを汲み取ることができる対話力・交渉力を高めます。 

 

事業概要 

【(ｱ) 市民に信頼される職員の育成 】 

a 職員が、地域に出向き、地域の意見や情報をくみ上げる仕組みや地域活動等に積極的
に参加することなどによって、市民などとの対話力・交渉力を高めるとともに、地域

の身近な存在となるよう努めます。 

b職員一人ひとりに公務員としての法令遵守と、市民の信頼を確保できるよう熊本市職

員としての倫理の保持を徹底します。 

 

【(ｲ) 働きやすい職場環境の整備と多様な人材の活用】 

a職員の安全と健康を確保するとともに「働き方」や「仕事と生活の両立」などの意識

改革に取り組みます。 

b働きやすい職場環境の整備に努めるとともに、女性職員のキャリア形成支援や障がい

者の雇用促進など多様な人材の積極的な育成と活用を図ります。 

 

【(ｳ) 職員の能力向上】 

a 市政及び職員に対する市民の信頼を高めていくため、法令遵守はもとより、職員倫理

意識の向上や不祥事防止など、コンプライアンスの徹底を図ります。 

b職員一人ひとりが自発的かつ効果的に学ぶための体制整備や総合的な人材の育成研修

に取り組み、職員の能力向上を図ります。 

c 国・他自治体等との人事交流について、職員の育成、情報の収集、連携の強化など戦
略性をもって拡大していきます。 
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４ 開かれた市政運営と行政サービスの質の向上 

市民の価値観やライフスタイルの多様化が進み、行政に対するニーズもますます複雑

化・高度化しています。 

  このような中で、市民ニーズを的確に捉え、市民の視点に立った取組を立案・展開す

るなど行政サービスの質の向上を図り、市民の満足度を高めていくことが一層重要にな

っています。 

そこで、市民に最も身近な５つの区役所を中心に、市民との直接対話等を充実し、市

民ニーズの的確な把握と双方向の情報共有等を進め、地域の意見などを市政に反映する

とともに、市民参画の拡大を促進します。 

また、窓口業務の充実や、より身近な場所でサービスが受けられるような仕組みづく

りのほか、情報化の推進による利便性の向上など「行政サービスの質」の向上を図りま

す。 

 

基本方針 

ア 市民との直接的対話等を通し、市民ニーズの的確な把握と双方向の情報共有等を進

めるなど、開かれた市政運営を進めます。 

イ 市民の視点に立った行政サービスの質の向上を図ります。 

ウ 適正に個人情報を取り扱うとともに、市政情報の積極的な公開などにより、市政の

信頼を高めます。 

 

事業概要 

【(ｱ) 市民ニーズに的確に対応できる行政サービスの提供】 

a 市民が安心して利用できる窓口を目指し、接遇力向上と個人情報の適正管理に取り組

むとともに、市民アンケート調査結果を分析し、常に窓口業務の改善に取り組みます。

さらに、コンビニエンスストアでの証明書発行などにより、利便性の向上を図ります。 

b 社会保障・税番号制度の普及・啓発に取り組み、市民サービスの向上や業務の効率化

を図ります。 

c 様々な手続や制度などの問合せを年中無休で受け付けるコールセンターの運営によ

り、サービスの向上に取り組みます。 

 

【(ｲ) 効果的な広報による情報提供】 

a あらゆる広報媒体を活用し、市の施策や取組など様々な情報を積極的に発信します。 

 

【(ｳ) 市民ニーズの的確な把握】 

a 市民との直接対話などの手法を活用し、地域課題や市民の提案・意見を的確に把握し、

市政へ反映させ、市民とともに解決を図ります。 

b市民からの意見やアンケート調査結果などを市政に反映する機会を充実します。 

c 行政計画などの政策立案過程において、多様な意見をできる限り政策に反映させてい

くため、パブリックコメント制度を推進します。 

 

【(ｴ) 分かりやすい住居表示の実施】 

a 地元代表者会議を開催し、地元の方々と一緒に、分かりやすい町界と由緒ある親しみ
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深い新しい町名表示を実施します。 

b 地元説明会を開催し、住居表示制度や新しい町界・町名（案）の説明を行います。 

 

【(ｵ) 情報化の推進と利活用】 

a 情報システムの拡充や最適化に取り組み、行政運営の更なる高度化・効率化を図りま

す。また、行政手続の電子申請の利用拡大などサービスの向上に努めます。 

 

【(ｶ) 市政情報の公開と適正な文書管理】 

a 市政運営の透明性の向上及び市民との情報共有を図るため、市政情報の公開を進めま

す。 

b 個人情報を適切に取り扱い、保護します。 

c 行政文書及び歴史的に重要な文書を適正に管理します。 

 

【(ｷ) 事務の適正な執行と改善】 

a 事務・事業の円滑な引継ぎを行い、事務事業の継続性を確保します。 

b 適正な事務執行を確保するため、定期監査や包括外部監査などを実施します。 

c オンブズマン制度の適正な運用により市民の権利と利益の保護を行い、市政に対する

改善を促しながら、信頼の向上を図ります。 
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５ 持続可能な市政運営の実現 

本市では、行財政改革計画に基づき、財政の健全化に取り組んできましたが、少子高

齢社会の進行等により、市税等の収入が伸び悩む中、保健・医療・福祉ニーズが増大す

るなど厳しい財政環境にあります。 

また、政令指定都市にふさわしいまちづくりを進めていくとともに、老朽化している

公共施設の更新や、行政に対する複雑化・高度化した市民ニーズなどへの対応が求めら

れています。 

  そこで、本格的な人口減少・少子高齢社会を見据えて、新たな税財源など自主財源の

確保を図るとともに、事業の更なる選択と集中や行財政運営の効率化などにより、将来

にわたり持続可能な行政サービスを提供できる市政運営体制を構築する必要があります。 

 

基本方針 

ア 限られた財源と人員を有効に活用し、効果的かつ効率的な行政運営の実現に努めま

す。 

 

事業概要 

【(ｱ) 行財政改革の推進】 

a 行財政改革計画に基づき、簡素で効率的な行政体制を構築するとともに、適切かつ健

全な財政運営を進めます。 

 

【(ｲ) 徹底した事務事業見直し】 

a 全庁的に事務事業の点検を実施し、必要性やサービス水準を満たしつつ、最小限の人

員や財源の中で効率的かつ最適な事業実施ができるよう、事業のリフォームやスクラ

ップに取り組みます。 

 

【(ｳ) 総人件費の抑制】 

a 事務事業の更なる効率化を進め、職員数の適正化と総人件費の抑制を図ります。 

 

【(ｴ) 契約事務の効率化】 

a 契約事務の公平・公正及び透明性の確保に努めるとともに、電子化を進めるなど契約

事務の効率化に取り組みます。 

 

【(ｵ) 適正かつ公平な課税と徴収の推進】 

a 適正かつ公平な課税を行うとともに、納期内納付の推進と滞納整理の強化により、税

収の確保に努めます。 
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【(ｶ) 必要な財源の確保】 

a 市民サービスの受益と負担の観点から、受益者負担の適正化を図るとともに、将来世

代に過度な財政負担を残さないよう、税財源のかん養・拡充に取り組みます。 

 また、市が保有する様々な債権を適正に管理することにより、市民負担の公平性の確

保に努めます。 

 

【(ｷ) 公共施設などの最適化】 

a 老朽化している公共施設等の建替や改修に向け、一元的なファシリティマネジメント

を推進し、施設配置の最適化及び更新費用などの効率化・平準化を図ります。 

 

【(ｸ) 円滑かつ正確な統計調査の実施】 

a 行政の基礎資料として、正確なデータの収集を円滑に行い、将来にわたる行政運営の

指針として統計情報を整備し、活用します。 
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６ 市域を越えた広域的連携の強化 

地方分権の進展に伴い、地域の個性や特性をいかした自主自立のまちづくりが求めら

れる中、生活圏や経済圏が一体化した熊本都市圏域においては、構成市町村がその将来

の姿を共有し、都市圏ビジョンに基づく連携事業を展開することにより、圏域の魅力を

アピールし、地域の一体的な発展を目指してきました。 

  また、本市は鹿児島市、福岡市、北九州市と交流連携協定を締結し、連携都市の情報

の相互発信、海外観光プロモーションや商談会への共同参加などにより、交流人口の増

加と地域産業の育成を図っています。 

さらに、「九州中央地域連携推進協議会」を通じて、地域経済の活性化や観光客の誘致

にも取り組んでいます。 

  人口減少・少子高齢社会が進む中、これまで以上に近隣市町村と連携した取組を充実

させ、魅力的な圏域を形成する必要があります。さらに、九州の中核をなす政令指定都

市として、熊本県域をけん引していくことはもとより、九州全体の発展に貢献していく

役割も求められています。 

  そのためには、民間事業者等とも協力しながら、近隣市町村をはじめ、熊本県や九州

各都市などと課題や目指すべき将来像を共有し、広域的な取組を強化していく必要があ

ります。 

 

基本方針 

ア 連携中枢都市圏構想を活用して近隣市町村との連携を強化することにより、圏域の

一体感を醸成します。 
イ 県及び九州各都市と連携を強化し、九州の発展を目指します。 
ウ 他の政令指定都市などと連携を図りながら、地域課題に率先して取り組み、大都市

としての役割を果たします。 

 

事業概要 

【(ｱ) 連携中枢都市圏構想の推進】 

a 近隣市町村と連携しながら、経済の成長、都市機能の強化、住民の利便性の向上を図

っていきます。 

 

【(ｲ) 県市連携強化】 

a 指定都市都道府県調整会議などを活用しながら、県との連携を強化していきます。 

 

【(ｳ) 九州各都市との広域連携施策の推進】 

a 九州の一体的発展に向け、鹿児島市、福岡市、北九州市との４都市連携や「九州中央

地域連携推進協議会」など九州の縦軸・横軸を形成する各都市との連携を進めます。 
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【(ｴ) 全国の政令指定都市との連携】 

a指定都市市長会議への参加など全国の政令指定都市と連携し、地方分権の推進その他

地域課題の解決に取り組みます。 
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